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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の背景と趣旨 

国において少子化は深刻な状況となっており、合計特殊出生率は令和５年に 1.20 と記録的

な低水準に達しました。これは、過去最低の水準となっています。出生数も減少の一途を辿

り、令和５年には 80 万人を大きく下回る 72 万 7,277 人となりました。このような状況の下、

女性の社会進出に伴う低年齢児の保育ニーズの増加や、核家族化による育児負担の増大、地

域のつながりの希薄化、子育てに関する経済的負担の増加などにより子育て不安を抱える保

護者が増加しています。また、経済的不安定さから結婚や出産を躊躇する若者も多く、少子

化・人口減少に歯止めをかけるためにも社会全体での対応が求められています。 

このような中、国においては「子ども・子育て支援法」や「子どもの貧困対策の推進に関す

る法律」などを通じて、幼児期の教育・保育の一体的な提供、保育の量的拡充、家庭における

養育支援など、子供の最善の利益を実現するための基盤を築いてきました。 

令和５年４月に「こども基本法」が施行され、「こどもまんなか社会」を目指すため、令和

５年 12 月には子どもの貧困対策に関する大綱、子ども・若者育成支援推進大綱、少子化社会

対策大綱の３つの大きな柱が集約された「こども大綱」が策定されました。この大綱は、子

供の貧困対策を強化し、家庭の経済状況が子供の心身の健康だけでなく、学力や進学に影響

しないよう、包括的な支援体制を構築・強化することとしています。経済的に困難な状況に

ある家庭への支援を中心に据え、子供たちが健やかに成長し、将来の可能性を最大限に引き

出すための施策が盛り込まれています。 

和歌山市（以下、「本市」という。）においては、「第二期和歌山市子ども・子育て支援事業

計画」（以下、「前回計画」という。）に基づき、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支

援体制の構築や経済的支援の充実、保育環境の整備などを推進してきました。また、支援を

必要とする子供たちへの包括的な支援体制を構築し、虐待防止やひきこもり支援など、様々

な課題に対応する施策を展開し、子供たちが健やかに成長できる環境づくりに努めてきまし

た。しかしながら、共働き世帯の増加や多様な働き方が進む中、社会の要請に対応した保育

の質と量の拡充、家庭支援の充実、地域連携の促進など、新たな課題が顕在化しています。 

「和歌山市こども計画」（以下、「本計画」という。）は、近年の社会潮流や本市の子供を取

り巻く現状、また、前回計画の成果と課題を踏まえ、さらに効果的な子育て支援策を推進し、

安心して子供を生み育てることのできる環境をつくるとともに、子供が健やかに成長できる

環境を整備することを目的に策定しました。 

 

 



 

2 

 

和歌山市こども・子育て支援事業計画 

 
 

 

 
●和歌山市教育振興基本計画 

●チャレンジ健康わかやま（健康わかやま 21） 

●和歌山市地域保健医療計画 

●和歌山市男女共同参画推進行動計画 等 

２ 計画の法的根拠 

本計画は、令和５年４月に施行されたこども基本法第 10 条第２項で、こども大綱（都道府

県こども計画が定められているときは、こども大綱及び都道府県こども計画）を勘案して、

策定するよう努力義務が課されている、子供施策に関する計画です。 

子ども・子育て支援法第 61 条に基づく「和歌山市子ども・子育て支援事業計画」をはじめ、

次世代育成支援対策推進法第８条に基づく「和歌山市次世代育成支援行動計画」、子ども・若

者育成支援推進法第９条第２項に基づく「和歌山市子ども・若者育成支援計画」等を包含し、

一体的に策定するものとします。 

なお、関連計画においては、第３次和歌山市教育振興基本計画、健康わかやま 21（第３次）

等がありますが、計画間の役割分担を明確化し、本計画が特に注力すべき内容を整理するこ

とで、進捗管理における事務量の増大の防止や、責任体制の明確化を図るものとします。 

また、本計画は様々な分野の取組を総合的・一体的に進めるため、最上位計画である「第

５次和歌山市長期総合計画（平成 29 年度～令和８年度）」をはじめ、上位計画である「和歌

山市デジタル田園都市構想総合戦略（令和６年度～９年度）」、「第５次和歌山市地域福祉計画

（令和７年度～11 年度）」、現行計画の策定以降に策定・改定された関連計画との整合を図り

ます。 

 

■和歌山市こども計画と関連計画・関連法 

 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

  
 
 

・子ども・子育て支援事業計画 

・子ども・若者育成支援計画 

・次世代育成支援行動計画 

・ひとり親家庭自立促進計画 

・子どもの貧困対策計画 

・放課後児童対策 

・少子化対策 

和歌山市長期総合計画 

和歌山市こども計画 
関連計画 

和歌山市地域福祉計画 

和歌山市デジタル田園都市構想総合戦略 

こども大綱 
次世代育成支援 

対策推進法 

子ども・若者 

育成支援推進法 

子ども・子育て 

支援法 

母子及び父子並

びに寡婦福祉法 

放課後児童対策

パッケージ 
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３ 計画の期間 

本計画の期間は、令和７年度から令和 11年度までの５年間とします。また、計画期間内で

あっても、必要に応じて適宜、計画の見直しを行います。 

 

令和 

２年度 
・・・ 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

令和 

12 年度 

令和 

13 年度 

          

 

４ 計画の策定体制 

（１）和歌山市子ども・子育て会議 

学識経験者、子育て当事者、子育て支援事業者、関係団体等で構成され、計画の内容や進

捗状況について審議・評価を行いました。 

また、部会を通して、教育・保育や地域子ども・子育て支援事業のニーズに対する行政サ

ービスの提供体制について検討し、委員の意見を計画に反映させました。 

 

（２）子供・若者への意見聴取 

こども基本法において、こども・若者が意見を表明する機会が確保されること、また、こ

ども・若者の意見を尊重し、その最善の利益が優先して考慮されることが基本理念として掲

げられています。このことから本計画策定にあたって、子供・若者等の意見を聴取し、どの

ように意見を反映させるか検討しました。 

①定量調査 

ア 子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査 

就学前児童及び小学生の保護者を対象としたニーズ調査を実施し、保育・教育・子育て

支援事業の利用状況や今後の利用希望等を定量的に把握し、計画に盛り込む量の見込みを

算出する基礎データとしました。 

 

イ 小学生・中学生・高校生対象アンケート調査 

児童・生徒を対象としたアンケート調査を実施し、日常生活の様子や悩み、行政への要

望等を把握しました。子供の権利を尊重し、当事者である子供の視点を計画に反映させる

ことを目的とします。 

  

和歌山市こども計画 
（本計画） 

第二期和歌山市子ども・子育て 

支援事業計画 
次期計画 



 

4 

 

ウ 和歌山県子供の生活実態調査 

和歌山県内全域を対象とした子育て世帯の生活実態や世帯所得別のニーズや課題を把握

する調査です。本調査から本市のデータのみを抽出し、相対的貧困世帯を含む支援を必要

とする世帯の状況や課題を把握し、経済的支援、生活支援など、効果的な支援施策を検討

するための基礎資料として活用しました。 

②定性調査 

子供・若者・子育て当事者へのヒアリング 

小学校、大学、地域子育て支援拠点施設へ職員が出向き、小学生・大学生・子育て当事者

から直接意見を聴取しました。得られた意見を関係課へ共有するとともに、本計画へどの

ように意見を反映させるか検討しました。 

 

（３）庁内ヒアリング 

関係課に対してヒアリングを実施し、前回計画で掲げた子育て支援施策の実施状況や課題、

今後の方向性について把握しました。 

 

（４）パブリックコメント 

計画案を広く公表し、市民の皆様から意見募集を行うことで、寄せられた意見を踏まえて

計画案を検討しました。より多様な市民ニーズや視点を反映させるとともに、計画策定過程

の透明性を図りました。 
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第２章 和歌山市を取り巻く状況 

１ 人口の動向 

（１）総人口の推移 

総人口は平成 31 年の 367,795 人から令和６年には 354,833 人と、５年間で 12,962 人減

少しています。年齢区分別にみると、０～14 歳の年少人口は、平成 31年の 44,092 人から

令和６年には 40,638 人と、3,454 人減少しています。 

年齢５区分別人口構成比の推移をみると、０～14 歳では、平成 31 年の 12.0％から令和

６年には 11.5％と緩やかに減少しています。 

 

■総人口の推移 

 
資料：住民基本台帳（各年３月 31 日現在） 

■年齢５区分別人口構成比の推移 

 
資料：住民基本台帳（各年３月 31 日現在） 

44,092 43,513 43,158 42,462 41,643 40,638 

91,528 90,072 88,836 87,196 85,787 84,467 

121,453 121,098 120,581 120,226 120,003 119,166 

52,847 52,006 52,593 51,210 48,148 45,879 

57,875 59,114 59,036 60,239 62,618 64,683 

367,795 365,803 364,204 361,333 358,199 354,833 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

０～14歳 15～39歳 40～64歳 65～74歳 75歳以上

（人）

12.0 11.9 11.8 11.8 11.6 11.5

24.9 24.6 24.4 24.1 23.9 23.8

33.0 33.1 33.1 33.3 33.5 33.6

14.4 14.2 14.4 14.2 13.4 12.9

15.7 16.2 16.2 16.7 17.5 18.2

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

０～14歳 15～39歳 40～64歳 65～74歳 75歳以上

（％）
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（２）有配偶率の推移 

本市の有配偶率をみると、性別問わず全年齢層で有配偶率が低下傾向となっています。

特に男性では 30～44 歳、女性では 25～34 歳の年齢層で顕著な低下がみられます。 

国や県と比較すると、男性ではほとんどの年齢層で国や県よりも高く、特に 30～39 歳の

年齢層で、顕著な差がみられます。 

女性では、25～34 歳の年齢層で国や県よりも高い有配偶率となっていますが、35歳以上

の年齢層では国を下回っています。 

 

■男女別の年齢別有配偶率の推移 

 

 
資料：国勢調査 

■男女別の年齢別有配偶率の国・県比較 

 

資料：国勢調査 

 

 

  

男性 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

平成12年 0.5 8.7 33.8 59.3 74.1 80.2 82.0

平成17年 0.3 6.7 30.4 53.9 66.6 75.0 79.1

平成22年 0.4 6.6 28.5 51.9 61.6 67.7 73.1

平成27年 0.4 5.7 29.4 52.0 62.1 65.1 67.5

令和２年 0.4 5.4 27.3 51.5 61.2 64.8 64.8

女性 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

平成12年 1.1 12.7 43.8 68.0 77.7 82.0 82.2

平成17年 0.6 10.0 38.1 61.7 70.4 75.0 78.7

平成22年 0.8 10.4 35.8 58.6 66.7 68.9 72.2

平成27年 0.8 9.2 37.4 59.5 67.1 67.6 68.0

令和２年 0.5 8.5 37.1 59.0 67.0 68.1 66.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

和歌山市 0.4 5.4 27.3 51.5 61.2 64.8 64.8

和歌山県 0.3 5.9 26.8 48.6 59.2 64.0 65.2

全国 0.2 4.2 23.5 46.8 58.6 63.4 64.0

0.0％

10.0％

20.0％

30.0％

40.0％

50.0％

60.0％

70.0％

80.0％

男
性
の
有
配
偶
率

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

和歌山市 0.5 8.5 37.1 59.0 67.0 68.1 66.0

和歌山県 0.5 9.0 36.5 56.9 66.1 68.0 67.4

全国 0.3 6.7 33.1 57.8 67.7 70.2 69.6

0.0％

10.0％

20.0％

30.0％

40.0％

50.0％

60.0％

70.0％

80.0％
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偶
率



 

7 

 

（３）未婚率の推移 

本市の未婚率をみると、男性の方が女性より未婚率が高い傾向にあり、特に 25 歳以上で

差が大きくなっています。 

経年比較でみると、平成 12 年から令和２年にかけて、未婚率は性別問わず、29 歳以前で

は顕著な差はみられませんが、30 歳以上では増加傾向となっており、特に 30 代後半から

40 代で大きく増加しています。 

また、国や県と比較すると、男性では全年齢層で、女性では 34 歳以下において国や県よ

りも低い傾向がみられます。 

 

■男女別の年齢別未婚率の推移 

 

 
資料：国勢調査 

■男女別の年齢別未婚率の国・県比較 

 

資料：国勢調査 

 

 

男性 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

平成12年 99.5 90.8 65.1 38.2 20.6 13.9 11.0

平成17年 99.7 93.0 68.3 43.3 26.4 17.9 12.5

平成22年 99.4 91.9 68.9 44.3 32.8 24.9 18.5

平成27年 99.3 92.0 67.3 44.0 32.7 27.6 22.9

令和２年 98.8 87.8 63.7 40.3 30.2 26.1 23.9

女性 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

平成12年 98.9 86.3 52.7 25.3 12.8 7.9 5.7

平成17年 99.3 88.5 58.0 31.1 18.2 11.5 7.9

平成22年 98.9 87.6 59.8 34.4 22.8 17.2 11.9

平成27年 98.5 88.2 58.0 34.3 24.0 19.6 16.2

令和２年 99.0 87.0 55.8 32.4 22.8 19.1 17.5

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

和歌山市 98.8 87.8 63.7 40.3 30.2 26.1 23.9

和歌山県 99.3 90.3 67.7 45.4 34.0 28.2 25.1

全国 99.1 88.5 65.4 43.7 32.4 27.6 25.8
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（４）18 歳以下人口の推移 

本市の 18 歳以下人口は、平成 31 年の 54,268 人から令和６年の 49,690 人まで、一貫し

て減少しています。 

年齢層別にみると、０～２歳で平成 31 年の 8,029 人から令和６年の 6,830 人と 1,199 人

減少（14.9％減少）しており、どの年齢層よりも最も急激な減少となっています。また、３

～５歳では平成 31 年の 8,789 人から令和６年の 7,599 人と 1,190 人減少（13.5％減少）し

ており、０～２歳に次いで大きな減少率となっています。他方、12～14 歳においては令和

３年まで増加し、その後減少に転じましたが、平成 31 年の 9,044 人から令和６年の 8,987

人と、57人の減少（0.6％減少）となっています。 

 

■18歳以下の人口推移 

 

資料：住民基本台帳（各年３月 31 日現在） 

  

8,029 7,816 7,569 7,308 7,100 6,830

8,789 8,573 8,447 8,094 7,875 7,599

8,996 8,955 8,823 8,754 8,570 8,418

9,234 9,098 8,988 9,012 8,970 8,804

9,044 9,071 9,331 9,294 9,128 8,987

10,176 9,964 9,555 9,212 9,022 9,052

54,268 53,477 52,713 51,674 50,665 49,690 
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60,000

平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

０～２歳 ３～５歳 ６～８歳 ９～11歳

12～14歳 15～18歳

（人）
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（５）人口移動 

令和５年の人口移動を年齢層別にみると、０～19 歳の若年層では全体的にはほぼ均衡し

ていますが、０～４歳で 13 人の転出超過がみられ、５～14 歳ではわずかな転入超過がみら

れます。また、20～34 歳の若年成人層では最も顕著な転出超過がみられており、20～24 歳

で 321 人、25～29 歳で 185 人、30～34 歳で 49 人の転出超過がみられます。 

経年比較についてみると、５年間を通じて一貫して転出超過が続いており、令和２年、

３年では新型コロナウイルス感染症の影響もあり人口移動が抑制されましたが、その後の

令和４年、令和５年には移動が活発化し、特に転出が増加しています。 

 

■年齢階層別人口移動 

 
資料：住民基本台帳人口移動報告（令和５年） 

■人口移動の推移 

 

資料：住民基本台帳人口移動報告 
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男性 0 8 13 9 -122 -136 -44 -9 15 52 -9 -15 7 -1 22 12 -1 19 -8

女性 -13 -2 -8 -16 -199 -49 -5 -11 -33 -14 1 1 6 4 9 9 15 20 17

合計 -13 6 5 -7 -321 -185 -49 -20 -18 38 -8 -14 13 3 31 21 14 39 9
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（６）合計特殊出生率の推移 

合計特殊出生率の推移をみると、バブル経済期からバブル崩壊期にあたる昭和 58 年～平

成４年では全国的に合計特殊出生率は減少傾向となっており、本市では国や県よりも大き

な減少がみられました。 

景気低迷期から就職氷河期にあたる平成５年～14 年は、経済の長期低迷により、全国的

に出生率の低下が続きましたが、本市における合計特殊出生率の減少は国に比べて緩やか

になっています。 

平成 15 年～19年はＩＴバブルなどの景気回復期となりますが、晩婚化・晩産化の影響が

考えられ、緩やかではあるものの減少は続いています。 

平成 20 年～24年は、団塊ジュニア世代の出産期と重なり、全国的に出生率が上昇してお

り、本市においては国や県よりも高い水準となっています。 

平成 25 年～29 年はアベノミクスをはじめとする経済効果の影響を受け、全国的に緩や

かな上昇が続いています。本市においては高水準を維持し、国や県を上回る水準を保って

います。 

平成 30 年～令和４年は新型コロナウイルス感染症の影響により全国的に出生率が低下

していますが、本市においても減少がみられるものの、国や県よりも高い水準となってい

ます。 

 

■合計特殊出生率の推移 

 
資料：人口動態統計 

  

昭和58

年～昭

和62年

昭和63

年～平

成４年

平成５

年～平

成９年
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年～平

成19年
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年～平
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平成25

年～平

成29年
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年～令

和４年

和歌山市 1.75 1.51 1.40 1.35 1.31 1.47 1.51 1.45

和歌山県 1.79 1.57 1.48 1.43 1.36 1.46 1.50 1.42

全国 1.73 1.53 1.44 1.36 1.31 1.38 1.43 1.33

0.0
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２ 世帯の動向 

（１）世帯の家族類型別の推移 

18 歳未満の子供のいる世帯の総数は、平成 12 年から令和２年にかけて一貫して減少し

ており、平成 12 年の 40,056 世帯から令和２年の 30,482 世帯と、9,574 世帯減少（約 23.9％

減少）しました。 

家族類型別にみると、夫婦と子供のみの世帯は、平成 12 年の 28,331 世帯から令和２年

には 23,746 世帯と、4,585 世帯減少（約 16.2％減少）となっています。また、祖父母同居

世帯は、平成 12 年の 6,237 世帯から令和２年には 1,254 世帯と、4,983 世帯減少（約 79.9％

減少）となっています。 

祖父母同居世帯が著しく減少したことにより、夫婦と子供のみの世帯数の占める割合は

相対的に拡大しており、核家族化が進んでいることがうかがえます。 

 

■18歳未満の子供のいる世帯の家族類型別推移 

 
資料：国勢調査 

  

28,331 25,809 24,186 24,146 23,746

6,237
4,665

3,302 2,421 1,254

40,056
36,612

33,683 32,586
30,482
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夫婦と子供のみの世帯 祖父母同居世帯 総数

（世帯）
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（２）ひとり親世帯数の推移 

和歌山市のひとり親世帯比率は、平成７年から平成 27 年まで上昇していましたが、令和

２年に減少に転じました。 

国や県と比較すると、一貫して国よりも高い水準で推移しています。平成 22 年までは県

よりも高くなっていましたが、平成 27 年以降は県を下回っています。 

母子世帯は増加傾向で推移していましたが、平成 17 年の 2,862 世帯をピークに、平成 22

年以降緩やかに減少しています。他方、父子世帯は平成７年から減少傾向となっています。 

 

■ひとり親世帯数の推移 

 
資料：国勢調査 

 

 

  

平成

７年

平成

12年

平成

17年

平成

22年

平成

27年

令和

２年

和歌山市父子世帯数 274 257 227 237 225 172

和歌山市母子世帯数 1,960 2,394 2,862 2,726 2,713 2,197

和歌山市ひとり親割合 5.09 6.62 8.44 8.80 9.02 7.77

和歌山県ひとり親割合 4.29 5.66 7.60 8.58 9.04 8.56

全国ひとり親割合 3.95 5.00 6.29 6.49 6.62 5.97
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世帯数
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３ 就業状況 

（１）共働き世帯の推移 

共働き世帯は平成 22 年まで減少傾向で推移していましたが、平成 27 年に増加に転じ、

令和２年では 35,364 世帯となっています。 

夫婦のいる世帯に対する共働き世帯の割合は平成 12 年の 36.7％から令和２年には

42.9％と一貫して増加しています。 

共働き世帯のうち、18歳未満の子供がいる世帯は平成 17 年、平成 22 年は減少傾向でし

たが、平成 27 年以降は増加に転じ、令和２年で 14,829 世帯となっています。 

共働き世帯に対する 18 歳未満の子供がいる共働き世帯の割合は概ね 40％台と横ばいで

推移しています。 

 

■共働き世帯の推移 

 
資料：国勢調査 

  

93,729 90,110 86,615 84,800 82,453

34,370 34,041 33,187 34,596 35,364

14,289 14,158 13,569 14,684 14,829
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（２）女性の就労状況 

年齢別の女性の労働力率（就業・休業・求職中の割合）の推移をみると、平成 22 年から

令和２年にかけて、ほぼ全ての年齢層で労働力率が上昇しています。特に 25～29 歳の年齢

層が最も高い労働力率を示しており、令和２年には 83.0％に達しています。30代以上の労

働力率も着実に上昇しており、女性の就業継続が進んでいることがうかがえます。 

また、有配偶女性の労働力率の推移をみると、平成 22 年から令和２年にかけて、全ての

年齢層で大幅に上昇しており、共働き家庭の増加がうかがえます。特に 20～24 歳の上昇が

著しく、平成 22 年の 35.2％から令和２年には 62.1％へと約 26.9 ポイント上昇していま

す。国や県と比較すると、20～24 歳を除いて国や県よりも低い傾向にあります。 

 

■女性の労働力率の推移 

 

 

■有配偶女性の労働力率の推移 

 

資料：国勢調査 

 

 

20～

24歳
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45～
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50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

女
性
の
労
働
力
率
（
％
）

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

和歌山市 74.3 83.0 74.4 75.2 77.4 79.0

和歌山県 74.7 83.3 76.8 78.3 81.0 82.0

全国 74.2 86.6 79.1 78.1 80.8 82.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

女
性
の
労
働
力
率
（
％
）

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

平成22年 35.2 48.3 48.0 53.7 61.8 66.6

平成27年 44.9 55.4 56.0 59.3 66.0 68.9

令和２年 62.1 65.4 63.7 68.3 72.8 74.7

30.0

50.0

70.0

90.0

有
配
偶
女
性
の
労
働
力
率
（
％
） 20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

和歌山市 62.1 65.4 63.7 68.3 72.8 74.7

和歌山県 58.6 66.5 66.5 72.6 77.5 79.1

全国 64.5 72.6 70.1 72.3 77.2 79.2

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

有
配
偶
女
性
の
労
働
力
率
（
％
）



 

15 

 

４ 将来人口推計 

（１）児童数の推計 

児童数の推計についてみると、０～18 歳までの合計人数は、令和７年以降も減少傾向で

推移するとみられ、令和６年の 49,690 人から令和 11 年の 45,582 人と、4,108 人減少する

見込みとなっています。 

年齢別にみると、０〜２歳では 454 人減少、３〜５歳では 953 人減少、６〜８歳では 1,299

人減少、９〜11歳では 945 人減少、12〜14 歳では 380 人減少、15〜18 歳では 77 人減少と、

全ての年齢層で減少する見込みとなっています。 

 

■児童数の推移及び将来推計 

 

資料：住民基本台帳（平成 31 年～令和６年のデータを元にコーホート変化率法により推計） 
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9,052 9,325 9,248 9,065 8,943 8,975

49,690 49,230 48,420 47,350 46,360 45,582 
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５ 子供の状況と子育て支援策 

（１）就学前児童の状況 

①幼稚園の状況 

公立幼稚園の合計園児数は年々減少しており、令和２年度から令和６年度にかけて、511

人から 327 人に減少しています。 

定員充足率は、令和２年度の 37.9％から令和６年度には 26.6％となっています。 

 

■公立幼稚園の状況 

 
資料：和歌山市（各年度５月１日現在） 

 

私立幼稚園についても、公立幼稚園と同様に減少傾向となっています。 

令和２年度から令和６年度にかけて、合計園児数は 2,021 人から 1,571 人に減少してい

ます。 

 

■私立幼稚園の状況 

 

資料：和歌山市（各年度５月１日現在） 
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②認定こども園（１号認定児） 

１号認定の公立認定こども園の園児数は減少傾向となっており、令和２年度から令和６

年度にかけて、合計園児数は 50 人から 20 人と 30 人減少しています。 

定員充足率は令和２年度の 66.7％から令和６年度の 30.3％までと、大きく減少していま

す。 

 

■公立認定こども園（１号認定児）の状況 

 

資料：和歌山市（各年度５月１日現在） 

 

１号認定の私立認定こども園の園児数は、令和２年度から令和６年度にかけて、合計園

児数は 1,179 人から 1,004 人と、175 人減少しています。 

定員充足率は、令和２年度の 79.2％から令和６年度には 72.9％と、緩やかな減少傾向と

なっています。 

 

■私立認定こども園（１号認定児）の状況 

 

資料：和歌山市（各年度５月１日現在） 
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③保育所・認定こども園（２・３号認定児） 

２・３号認定の公立保育所・公立認定こども園の園児数は 900 人台で概ね横ばいで推移

しています。 

 

■公立保育所・公立認定こども園（２・３号認定児）の状況 

 

資料：和歌山市（各年度５月１日現在） 

 

２・３号認定の私立保育所・認定こども園の園児数は 6,000 人前後で概ね横ばいで推移

しています。 

 

■私立保育所・私立認定こども園（２・３号認定児）の状況 

 

資料：和歌山市（各年度５月１日現在） 
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④就学前教育・保育施設在籍者数 

就学前教育・保育施設に在籍している児童数は令和６年では、０歳児で 287 人（在籍率

13.2％）、１歳児で954人（41.4％）、２歳児で1,247人（52.8％）、３歳児で2,302人（93.2％）、

４歳児で 2,401 人（95.3％）、５歳児で 2,490 人（95.5％）となっています。 

 

■就学前教育・保育施設在籍者数と在籍率 

 

  保育所 認定こども園 幼稚園 
認定こども園 
（１号） 合計 

 公立 私立 公立 私立 公立 私立 公立 私立 

０歳児 18  103  6  160  0 0  0  0  287  

１歳児 96  310  23  525  0 0  0  0  954  

２歳児 127  405  31  649  0 14  0  21  1,247  

３歳児 159  441  38  725  84 496  8  351  2,302  

４歳児 176  448  45  792  111 505  7  317  2,401  

５歳児 174  456  45  807  132 556  5  315  2,490  

合計 750  2,163  188  3,658  327  1,571  20  1,004  9,681  

資料：和歌山市（令和６年５月１日時点） 
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⑤地域子ども・子育て支援事業の状況 

  単位 
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

時間外保育事業 人／年 2,743 2,284 2,242 2,109 

放課後児童 

健全育成事業 

低学年 人 3,086 2,966 3,019 2,928 

高学年 人 579 626 649 588 

合計 人 3,665 3,592 3,668  3,516 

子育て短期支援事業（ショートステ

イ・トワイライトステイ） 
人日 301 354 154 177 

地域子育て支援拠点事業 
人回／月 4,234 5,462 6,946 8,635 

か所 12 10 10 10 

幼稚園における一時預かり事業 

（３～５歳） 
人日 53,888 58,472 58,846 66,762 

幼稚園以外における

一時預かり事業 

保育所の 

一時預かり 
人日 35,249 36,541 36,591 40,650 

ファミサポ 

（就学前） 
人日 1,012 1,663 1,723 1,576 

合計 人日 36,261 38,204 38,314 42,226 

病児・病後児 

保育事業 

病児保育 人日 448 865 693 1,128 

病後児保育 人日 0 0 0 0 

ファミサポ 人日 7 11 34 34 

合計 人日 455 876 727 1,162 

ファミリー・サポー

ト・センター事業 

１～３年生 人日 530 740 685 341 

４～６年生 人日 410 334 319 467 

利用者支援事業 
基本型 か所 1 1 1 1 

母子保健型※1 か所 4 4 4 4 

乳児家庭全戸訪問事業 人 2,273 2,229 2,157 1,952 

養育支援訪問事業 人 1,656 1,529 1,789 1,239 

妊婦健康診査事業 
人 2,456 2,305 2,337 2,120 

延べ回数 30,601 28,917 29,102 26,902 

資料：和歌山市 

 

  

                                                   

※1 利用者支援事業（母子保健型）：令和６年度より「こども家庭センター型」 
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（２）小学校児童の状況 

①小学校数及び児童数 

本市の小学校数は 52 校あり、クラス数は令和３年度以降緩やかに増加し、令和５年度で

760 クラスとなっています。 

児童数は減少傾向で推移しており、令和２年度の 17,036 人から令和５年度の 16,579 人

と 457 人減少しています。特別支援学級の児童数は令和２年度の 665 人から令和５年度の

879 人と 214 人増加しています。 

 

  令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

学校数（校） 52 52 52 52 

学級数（クラス） 745 742 752 760 

児
童
数
（
人
） 

１年生 2,664 2,632 2,693 2,450 

２年生 2,745 2,643 2,594 2,662 

３年生 2,773 2,718 2,609 2,557 

４年生 2,655 2,764 2,696 2,581 

５年生 2,665 2,641 2,758 2,698 

６年生 2,869 2,661 2,624 2,752 

特別支援学級 665 747 809 879 

合 計 17,036 16,806 16,783 16,579 

資料：学校数・学級数は学校基本調査（各年度５月１日現在） 

学校数（公立）は義務教育学校（前期）・分校を含む 
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②若竹学級（学童保育） 

若竹学級の在籍者数は令和２年度の 3,456 人から、増減しながら推移し、令和５年度に

は 3,345 人となっています。 

在籍率は 20.0％台で横ばいの状態が続いています。 

 

■若竹学級の在籍者数と在籍率の推移 

 
資料：和歌山市（各年度５月１日現在） 
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（３）子供の生活をめぐる状況 

①生活保護受給者数と生活保護世帯における子供の数 

生活保護受給者数は、令和２年から令和４年にかけて減少傾向で推移していましたが、

令和５年に増加し、8,835 人となっています。 

生活保護世帯の子供の数は年によって増減があり、一貫した傾向はみられませんが、令

和２年、令和３年は 500 人台であるのに対し、令和４年以降は 400 人台と減少がみられま

した。 

 

■生活保護受給者数と生活保護世帯における 18歳未満の子供の数の推移 （人） 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

生活保護受給者数 8,946 8,820 8,781 8,835 

生活保護世帯における子供の数 535 555 459 473 

資料：和歌山市 

②要保護・準要保護児童数（小学生・中学生） 

準要保護児童数（小学生）についてみると、令和２年から令和５年にかけて一貫して減

少傾向で推移しており、令和２年の 2,754 人から令和５年の 2,433 人と 321 人減少してい

ます。 

要保護児童数（小学生）は、増減を繰り返して推移しており、令和４年から令和５年にお

いては大きく増加しています。 

準要保護児童数（中学生）は、令和４年にかけて増加傾向で推移していましたが、令和５

年は減少し、1,392 人となっています。 

要保護児童数（中学生）は、準要保護児童数（中学生）と同様、令和４年にかけて増加傾

向で推移し、令和５年は減少して 27 人となっています。 

 

■要保護・準要保護児童数（小学生・中学生） （人） 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

小学生 
準要保護児童数 2,754 2,651 2,594 2,433 

要保護児童数 28 38 32 49 

中学生 
準要保護児童数 1,419 1,456 1,471 1,392 

要保護児童数 19 30 31 27 

資料：和歌山市 
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③児童扶養手当の状況 

児童扶養手当の受給資格者数は令和２年から令和５年にかけて、一貫して減少傾向で推

移しており、令和２年の 3,973 人から令和５年には 3,688 人と、285 人減少しています。 

児童扶養手当の受給者数は、受給者資格数と同様に、減少傾向で推移しており、令和２

年の 3,489 人から令和５年の 3,213 人へと 276 人減少しています。 

 

■児童扶養手当の受給資格者数と受給者数の推移 

 
資料：和歌山市 

④児童虐待相談件数の推移 

児童虐待相談件数は、令和３年から令和４年にかけて、わずかに減少しましたが、増加

傾向で推移しており、令和５年で 999 件となっています。 

 

■児童虐待相談件数の推移 

 

資料：和歌山市 
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６ 前回計画の進捗状況 

これまで「みんなで子育て 子どもが健やかにきらきらと育つまち 和歌山市」を基本

理念に掲げ、６つの基本目標の下、156 の子育て支援施策を展開してきました。 

本計画を策定するにあたり、前回計画の進捗状況を振り返りました。 

 

■進捗状況のまとめ 

項目 目
標
数 

達
成
数 

達成率 

基本目標 基本施策 
基本
施策 

基本
目標 

１ 子供の健やかな

成長を支える母子

保健事業の充実 

（１）母子の健やかな心と身体の育成支援の充実 12 6 50.0% 

57.9% （２）食育の推進 5 4 80.0% 

（３）周産期・小児医療体制等の充実 2 1 50.0% 

２ 子育てしやすい

環境整備の充実 

 

（１）子育ての不安感や負担感をやわらげる支援 8 4 50.0% 

54.8% 

（２）子育て中の保護者の孤立防止と仲間づくりの推進 2 1 50.0% 

（３）地域における子育て支援 8 2 25.0% 

（４）経済的な支援 2 2 100.0% 

（５）男女共同参画の推進 5 2 40.0% 

（６）子育てと仕事の両立支援 6 6 100.0% 

３ 就学前教育・保

育事業と地域子ど

も・子育て支援事業

の充実 

 

（１）子育て支援事業に関する情報提供の強化 2 2 100.0% 

58.8% 

（２）教育・保育事業の充実 5 1 20.0% 

（３）地域子ども・子育て支援事業の充実 9 6 66.7% 

（４）子ども・子育てに関する相談支援と事業の利用支援 1 1 100.0% 

４ 様々な家庭への

支援の充実 

 

（１）ひとり親家庭への支援 11 4 36.3% 

42.9% 
（２）障害のある児童とその家庭への支援 3 2 66.7% 

（３）海外にルーツを持つ子供とその家庭への支援 3 2 66.7% 

（４）子供の虐待の早期発見と防止対策の充実 4 1 25.0% 

５ 子供・若者の育

成支援の充実 

 

（１）子供の人権擁護 3 2 66.7% 

57.1% 

（２）家庭と地域の教育力の向上 8 7 87.5% 

（３）生きる力を養う教育環境の充実 21 15 71.4% 

（４）子供・若者の健全育成体制の充実 6 2 33.3% 

（５）ひきこもり対策支援や相談体制の充実 1 0 0.0% 

（６）若者の就労支援対策の充実 3 1 33.3% 

（７）思春期からの健康づくり 6 1 16.7% 

（８）次代の親育成の推進 1 0 0.0% 

６ 子供の貧困対策

の充実 

（１）教育の支援 5 3 60.0% 

50.0% 
（２）生活の支援 16 7 43.8% 

（３）保護者の就労の支援 15 8 53.3% 

（４）経済的支援 0 0   

目標数：前回計画において令和６年度の目標数値を設定しているものを計上しています。 

達成数：令和６年度の目標値に対して、令和５年度時点で達成しているものを計上しています。 
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基本目標１ 子供の健やかな成長を支える母子保健事業の充実 

取組の成果 

〇子育て世代包括支援センター事業の拡充により、専門職による面談や伴走型相談支援を

実施することで、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援体制の充実を図りまし

た。 

〇産後ケア事業や乳幼児健康診査事業を実施することにより、産婦の不安解消や乳幼児の

健康管理、発達支援の強化を実現しました。 

〇予防接種事業の定期実施と啓発活動を行い、感染症予防の効果的な推進を図りました。 

〇栄養士による専門的な相談・指導を通じて、妊産婦や乳幼児の食育の充実を図りました。 

〇給食委員会の開催を通じて、認定こども園、保育所での給食の充実を図りました。また、

有功小学校を食育の研究指定校とし、学校教育活動全体を通して、学校における食育を

推進しました。 

〇離乳食に関する必要な普及を図るため、離乳食講習会を実施し、対面受講やオンライン

での受講など、柔軟に受講できる体制を整えました。 

〇夜間・休日応急診療センターにおいて、感染症の流行状況に応じ小児科を２診体制とす

るなど、小児救急医療体制を強化しました。 

〇周産期ネットワーク事業では、分娩を取り扱う医療機関の協議会加入率 100％を維持し

ており、関係機関と協議会を開催し、産科医療の現状について情報共有・連携を図りま

した。 

取組における課題 

〇乳幼児歯科健診においては、むし歯のない幼児は増加傾向にあるものの、多数のむし歯

がある子供の数を減少させることが依然として課題となっています。 

〇新型コロナウイルス感染症の影響により、保健所の事業など一部の事業で中止や縮小を

余儀なくされたことから、感染症対策を考慮した事業運営方法の確立が必要となってい

ます。 

〇オンライン形式での協議会における意見交換や情報共有の質の維持・向上において、効

果的なコミュニケーション方法の確立が課題となっています。 

〇女性の健康相談支援について、思春期や更年期障害などに関する相談が少ないことから、

今後は、女性がライフステージにおいて抱える悩みであっても安心して相談できるよう、

周知や啓発が課題となっています。  
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基本目標２ 子育てしやすい環境整備の充実 

取組の成果 

〇短期入所生活援助事業（ショートステイ）において、里親宅やファミリーホームへ委託

を開始することで市民に供給できるサービスの拡充を行いました。 

〇子ども家庭総合支援拠点として、職員の知識の醸成を図るための研修等の開催とともに、

各関係機関との情報共有体制の整備や連携強化を行いました。 

〇一時預かり事業では、市立保育所での申請手続きを可能にするとともに、低所得世帯も

利用できるよう負担軽減事業を実施することで、利用者の利便性向上と経済的支援の充

実に努めました。 

〇ファミリー・サポート・センター事業において、会員のための講習会の実施やおためし

の機会を設けるなど、積極的な広報活動を行い、サポートを行うスタッフ会員や利用者

の増加につながりました。 

〇地域子育て支援拠点事業では、コロナ禍で一時的な利用者減少がみられたものの、利用

者数は徐々に回復してきています。利用者アンケートにおいて「子育てに欠かせない存

在であった」「引っ越してきたので交流の場はありがたかった」等の意見もみられ、地域

における子育て支援の拠点としての役割を果たしてきました。 

〇経済的支援においては、児童手当の支給、こども医療費助成の拡充、保育所等の保育料

の軽減などを実施することにより、子育て世帯の経済的負担軽減の充実を図りました。 

〇両親教室や男女平等意識の啓発のための講座等の開催、学校行事への参加の促進、夫婦

の家事・育児の在り方について考えるセミナーの実施、ワーク・ライフ・バランスの普及

活動を通じて、子育てや家庭生活に関する意識改革を推進しました。 

取組における課題 

〇対面での交流や支援を主とする事業において、コロナ禍での活動制限のため、本来の事

業目的達成が困難になっていました。今後の感染症拡大等の非常事態を視野に入れた支

援方法や事業運営方法の確立が課題となっています。 

〇各事業の認知度向上や利用促進のため、より効果的な周知方法の確立が課題となってい

ます。 

〇経済的支援においては、制度の周知徹底や申請手続きの簡素化が十分でないことから、

より利用者にとって分かりやすく、アクセスしやすい支援システムの確立が課題となっ

ています。 

〇男女平等意識の啓発や働き方改革の推進において、社会全体の意識改革や企業の取組促

進が十分でないことから、より効果的な啓発活動の実施が継続的な課題となっています。 

〇短期入所生活援助事業（ショートステイ）などにおいて、保護者の利用希望日と施設等

の受入可能日のミスマッチが生じていることから、受入可能施設等の開拓、拡充による

利用しやすい環境の構築が課題となっています。 

〇早期療育の有用性が叫ばれている中、３歳未満の児童発達支援について障害児通所施設

の利用料は依然として利用負担が発生しており、負担の軽減措置の検討が必要です。 
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基本目標３ 就学前教育・保育事業と地域子ども・子育て支援事業の充実 

取組の成果 

〇市報、ホームページ、アプリ、ＳＮＳなど多様な媒体を活用した情報発信を行うことに

より、子育て関連の幅広い情報提供の充実を図りました。 

〇子ども家庭総合支援拠点として、相談支援体制を充実させました。また、地域子育て支

援拠点施設での相談、利用者支援事業におけるプランナーの増員、オンライン相談等の

実施により、より利用しやすい相談支援体制を確立させました。 

〇行政情報のみならず、民間施設企業や関係医療機関の情報なども掲載した包括的な情報

誌の発行や、「子どもの発達支援ガイドブック」の配布を実施することで、より利用者目

線に立った情報提供を実施しました。 

〇子供理解専門研修講座や幼児教育専門研修講座を実施し、園で活用できる具体的な指導

法を指導していただくなど、幼児教育・保育の質の向上を図りました。 

〇保育施設の施設整備を推進するとともに、認定こども園への移行を促進することで、目

標を上回る 31 園の認定こども園数を達成し、就学前教育・保育環境の充実を推進しまし

た。 

〇延長保育、乳児保育、病児・病後児保育、休日保育等の実施や障害児保育の充実を図るこ

とにより、多様な保育ニーズへの対応を実施しました。 

〇令和６年度より小学校の授業が全て終了する放課後に図書室等の特別教室を学校と若竹

学級がタイムシェア（相互利用）することにより、利用希望者の受入れを拡充し、放課後

児童クラブ（若竹学級等）の待機児童ゼロを実現しています。 

取組における課題 

〇保育士の確保が困難なことが待機児童の根本的な原因となっており、保育士不足による

定員割れの結果、園の運営に支障が生じていることから、保育士の確保と定着に向けた

さらなる取組が課題となっています。 

〇新型コロナウイルス感染症の影響により、病児保育やひとり親家庭向け交流会などの一

部サービスの利用減少や中止を余儀なくされたことから、感染症流行下でのサービス提

供方法の確立が課題となっています。 

〇放課後こども総合プランにおいて、放課後児童クラブへの対応を優先しており、一体型

放課後教室が未実施となっていることから、総合的な放課後対策の推進が課題となって

います。 

〇情報提供や相談支援の充実が図られる一方で、それらの取組の認知度向上や利用促進が

十分でないことから、より効果的な周知方法の確立が課題となっています。 
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基本目標４ 様々な家庭への支援の充実 

取組の成果 

〇ひとり親家庭に対して、医療費助成、児童扶養手当の支給、養育費確保に係る費用の補

助、扶養する児童等の修学に必要な福祉資金の貸付などの経済的支援を実施し、生活の

安定と自立を促進しました。 

〇障害のある児童とその家庭に対して、特別支援教育の充実、医療費助成、各種手当・年金

の支給など、包括的な支援体制を構築しました。 

〇外国籍の児童生徒とその家庭に対して、日本語支援ボランティアの派遣や和歌山大学留

学生との連携による学習支援を実施し、学校生活への適応と学力向上を促進しました。 

〇虐待防止に向けて、出前講座や研修会、講演会等による啓発活動の実施、関係機関との

ネットワーク構築、相談体制の充実、前向き子育て推進事業（トリプルＰ）、子支援プロ

グラムの実施など、総合的な取組を展開しました。 

〇放課後児童クラブにおいて、障害のある児童の受入体制を整備し、必要に応じて支援員

を追加配置することで、誰もが利用しやすい環境づくりを推進しました。 

取組における課題 

〇ＤＶや経済的困窮等の理由により、地域での生活が困難な母子が増加しているため、母

子生活支援施設で保護する事案が増加しています。ＤＶ支援や保護者の精神疾患、知的

障害など様々な理由による養育能力の低さに起因する生活支援など、早期に課題が解決

しない世帯の増加により、施設入所の長期化が今後の課題となっています。 

〇外国籍の児童生徒とその家庭への支援について、ケースの複雑化・多様化に対応した適

切な支援が行えるよう、今後もスクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修を

継続していく必要があります。 

〇一部の事業では利用者や参加者の減少がみられ、ニーズの再評価が必要となっています。 

〇新型コロナウイルス感染症が感染症法上の分類で、２類から５類に引き下げられたこと

に加え、インフルエンザの大流行などが要因となり、令和５年度は医療費が高く推移し

ています。今後、持続可能な事業として感染予防の啓発や周知に取り組む必要がありま

す。 
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基本目標５ 子供・若者の育成支援の充実 

取組の成果 

〇「子どもの権利条約」に基づく啓発活動が継続的に実施され、学校教育を通じて子供の

権利に関する指導を各学年の発達段階に応じて行いました。 

〇ＩＣＴを活用した授業改善が進展し、教育の質の向上が図られました。また、外国語指

導助手（ＡＬＴ）の全校派遣により、国際理解教育を推進しました。 

〇ひきこもり支援体制の整備が進み、令和４年度には和歌山市ひきこもり支援ステーショ

ン事業としてひきこもり支援コーディネーターが配置され、地域の事業所に委託してひ

きこもり支援拠点を設置しました。 

〇若者への就労支援において、市主催の就職支援事業や関係機関と連携した事業が定期的

に開催され、企業研究会や合同企業説明会、インターンシップなど多様な形式のイベン

トを実施しました。 

〇乳幼児期に絵本を読み聞かせることを通じて、子供たちの聞く力や想像力を育て、本に

対する興味や読書週間を育てることにつながり、子供たちの健全な成長に寄与すること

ができました。また、公共図書館で絵本の読み聞かせをすることにより、子供たちにと

って本を選ぶ指針となりました。 

〇小・中学校の通学区域について、要望があった案件については、通学区域協議会で協議

し、一定の条件のもとで通学区域制度の弾力化を図りました。 

〇薬物乱用・喫煙・飲酒防止教室を行い、薬物乱用、喫煙、飲酒による健康や社会への悪影

響についての学習の場を提供してきました。また、情報モラル教室を行い、スマートフ

ォンやインターネットの使い方について、啓発を行いました。 

取組における課題 

〇少子化に伴う子供の減少により、スポーツ団体の統廃合が進んでおり、子供たちのスポ

ーツ活動機会の確保が課題となっています。また、同じ理由で青少年団体数も減少して

おり、現状に即した目標の設定が必要です。 

〇インターネット上の有害情報対策の必要性が高まっており、学校での情報モラル教育の

実施が引き続き求められています。また、教員のＩＣＴ活用指導力の向上の促進するこ

とも必要となっています。 

〇ひきこもり支援における相談拠点の整備や関係機関との連携・協力が、継続的な課題と

なっています。 

〇新型コロナウイルス感染症の影響により、職場体験活動や性教育出前講座など一部の事

業で縮小を余儀なくされましたが、５類への移行に伴い、実施を再開する事業も出てき

ており、再度ニーズや事業の見直しを行っています。 

〇若者の就労支援を行う「若者サポートステーションわかやま」について、引き続き周知

に努め、利用促進を図る必要があります。 
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基本目標６ 子供の貧困対策の充実 

取組の成果 

〇生活困窮者世帯の子供たちに対する学習支援が実施され、基礎学力向上と高等学校等へ

の進学を支援しました。 

〇文化芸術による子供育成総合事業を通じて、子供たちに質の高い文化芸術の鑑賞・体験

機会を提供し、創造力や想像力、思考力、コミュニケーション能力の養成に貢献しまし

た。 

〇学校・家庭・地域社会が連携して、体験活動や土曜教室などを実施することで、子供たち

に多様な活動機会や学習の場を提供してきました。 

〇子供食堂（子供の居場所）の開催状況などの情報を発信するとともに、補助金の案内や

運営に必要な資源の寄付などのマッチングを行うことができました。また、コミュニテ

ィセンターの使用料減免を通して、運営を支援しました。 

〇令和２年度より就学援助の支給単価を国の基準額と同額に引き上げ、経済的支援を強化

しました。また、令和５年度からは援助費の支給方法を保護者口座への直接振込に変更

し、利便性の向上に努めました。 

〇生活困窮者自立支援事業として、相談者に応じて、早期の就労に向けてハローワークへ

の同行等を実施するなど、生活保護に至る前段階からの早期自立支援に努めました。 

取組における課題 

〇支援を必要とする人が適切な制度を利用できるよう、対象市民・世帯に各支援制度や相

談窓口があることを周知することが重要な課題となっています。 

〇家庭内暴力や経済困窮などの理由により、支援を必要とする世帯が増加傾向にあり、需

要の増加に対応した施策を推進することが求められています。 

〇学習支援や生活困窮者自立支援事業等について、目標設定の見直しが必要です。 
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７ 子ども・子育て支援事業に関するニーズ調査結果にみる状況 

（１）調査の目的 

 第三期和歌山市子ども・子育て支援事業計画※2の策定にあたり、和歌山市民の子育ての状況や、

幼児教育・保育・地域の子育て支援事業の利用希望などを把握し、計画策定の基礎資料とするこ

とで、よりよい子育て施策の推進につなげていくことを目的として実施しました。 

 

（２）調査概要 

和歌山市内に居住する就学前児童の保護者（就学前保護者）2,500 人、小学生児童の保護者（小

学生保護者）1,500 人、小学生・中学生・高校生 1,112 人を対象として行いました。 

 

（３）調査の方法と回収状況 

就学前保護者、小学生保護者については、住民基本台帳から無作為抽出で対象者を選定し、郵

送による調査依頼(ハガキ)を配布し、インターネットを通してアンケートを行いました。 

小学生・中学生・高校生については、市内の小学校・中学校・高校の協力を得て、人数等のバラ

ンスを考慮して、クラス単位での配付・回収を行いました。 

 

■調査期間 

・就学前保護者、小学生保護者：[１回目]令和６年３月 27日から４月 16日まで 

[２回目]令和６年５月 17日から５月 31日まで 

・小学生・中学生・高校生  ：令和６年３月 18日から３月 22日まで 

 

■配布数・回収数・回収率 

 配布数 有効回収数 有効回収率 

就学前保護者 2,500 件 1,030 件   41.2％ 

小学生保護者 1,500 件 697 件   46.5％ 

小学生・中学生・高校生 1,112 件 911 件   81.9％ 

 

 

  

                                                   

※2 第三期和歌山市子ども・子育て支援事業計画： 調査実施後、本計画名を「和歌山市こども計画」

とすることに決定。 
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（４）就学前児童及び小学生児童の保護者対象調査 

①地域子育て支援拠点事業の利用状況について 
地域子育て支援拠点事業の利用状況（複数回答）［就学前 問 14］ 

地域子育て支援拠点事業の利用状況についてみると、「利用していない」が 69.3％と最も高く、

次いで「地域子育て支援拠点事業」が 29.0％、「その他類似の事業」が 1.6％となっています。 

前回調査と比較して、「地域子育て支援拠点事業」では 17.4 ポイント高く、一方で「利用して

いない」では 16.0 ポイント低くなっています。 

 

地域子育て支援拠点事業の利用意向（単数回答）［就学前 問 15］ 

地域子育て支援拠点事業の利用意向は、「現在利用しておらず、これからも利用したいとは思わ

ない」が 41.4％と最も高く、次いで「現在利用していないが、できれば今後利用したい」が 33.5％、

「現在利用しており、今後も同じように利用を続けたい」が 13.6％となっています。 

前回調査と比較して、「現在利用していないが、できれば今後利用したい」では 6.6 ポイント高

く、一方で「現在利用しておらず、これからも利用したいとは思わない」では 5.0 ポイント低く

なっています。 

  

地域子育て支援拠点事業については、市内 10か所に設置しており、前回調査時点よりも利

用率は高くなっています。利用意向についても「現在利用していないが、できれば今後利用

したい」の割合が高くなっていることから、今後も利用率が高まることが予想されます。  
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②宿泊を伴う一時預かり等の利用について 
私用、親の通院、不定期の就労等の目的で不定期に利用している事業（複数回答）［就学前 問 21］ 

私用、親の通院、不定期の就労等の目的で不定期に利用している事業についてみると、「親族・

知人にみてもらった」が 60.2％と最も高く、次いで「預けることはなかった」が 32.2％、「一時

預かり」「幼稚園の預かり保育」がともに 5.8％となっています。 

前回調査と比較して、「親族・知人にみてもらった」では 16.8 ポイント高く、一方で「預ける

ことはなかった」では 18.3 ポイント低くなっています。 
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問 21で「預けることはなかった」を選ばれた方 

一時預かり等を利用しなかった理由（複数回答）［就学前 問 21-１］ 

一時預かり等を利用しなかった理由についてみると、「特に利用する必要がない」が 64.2％と最

も高く、次いで「利用料がかかる・高い」が 23.5％、「事業の利用方法（手続き等）がわからない」

が 22.6％となっています。 

前回調査と比較して、「利用料がかかる・高い」では 11.0 ポイント高く、一方で「特に利用す

る必要がない」では 22.2 ポイント低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宿泊を伴う一時預かり等の利用状況について、「預けることがなかった」の割合が減少して

いますが、その理由として、「特に利用する必要がない」の割合が減少している一方、「利用

料がかかる・高い」といった経済的な理由が伸びています。 

また、「利用料がわからない」「自分が事業の対象者になるのかどうかわからない」「事業の

利用方法（手続き等）がわからない」等の制度に関することがわからないという理由もまた

伸びています。 

  

64.2 

4.2 

6.0 

6.9 

23.5 

14.5 

17.5 

22.6 

5.1 

0.3 

86.4 

2.4 

4.1 

2.7 

12.5 

8.7 

7.2 

12.0 

2.7 

0.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特に利用する必要がない

利用したい事業が地域にない

地域の事業の質に不安がある

地域の事業の利便性（立地や利用可能時間・日

数など）がよくない

利用料がかかる・高い

利用料がわからない

自分が事業の対象者になるのかどうかわからな

い

事業の利用方法（手続き等）がわからない

その他

不明・無回答

今回調査（N=332） 前回調査（N=583）

地域の事業の利便性（立地や利用可能時間・日

数など）がよくない

自分が事業の対象者になるのかどうかわからな

い
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③妊娠中や出産、子育ての不安と悩みについて 
妊娠中、あるいは出産後、母親が精神的に不安定になった経験（単数回答）［就学前 問 27］ 

妊娠中、あるいは出産後、母親が精神的に不安定になった経験についてみると、「時々あった」

が 42.8％と最も高く、次いで「よくあった」が 24.0％、「ほとんどなかった」が 23.5％となって

います。 

前回調査と比較して、「よくあった」では 8.7 ポイント高く、一方で「ほとんどなかった」では

3.6 ポイント低くなっています。 

 

 

妊娠中や出産後のサポートとして、必要だと思うサービス（複数回答）[就学前 問 28] 

妊娠中や出産後のサポートとして、特に必要だと思うサービスについてみると、「赤ちゃんの育

児相談」が 47.2％と最も高く、次いで「買い物・食事のしたくなどの家事支援」が 31.7％、「兄

弟姉妹をみてくれるサポート」が 31.3％となっています。 

  

今回調査における上位５項目表示 

 

妊娠中、出産後に精神的な不安定を覚えたかについて、前回調査と比較して、「よくあった」

の割合が高くなっています。 

具体的なサポートとしては、前回調査と同様の傾向となっており、特に「赤ちゃんの育児

相談」「買い物・食事のしたくなどの家事支援」「兄弟姉妹をみてくれるサポート」「母親の健

康面での相談」において３割以上となっています。  

24.0 

15.3 

42.8 

43.5 

23.5 

27.1 

9.3 

11.5 

0.4 

2.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,030）

前回調査

（N=1,155）

よくあった 時々あった ほとんどなかった

なかった 不明・無回答

47.2 

31.7 

31.3 

31.1 

11.6 

46.7 

34.9 

38.8 

30.2 

20.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

赤ちゃんの育児相談

買い物・食事のしたくなどの家事支援

兄弟姉妹をみてくれるサポート

母親の健康面での相談

子育て中の人との交流

今回調査（N=1,030） 前回調査（N=1,155）
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④仕事と生活の調査（ワーク・ライフ・バランス）について 
仕事と子育てを両立させる上で、大変だと思うこと（複数回答）[小学生 問 18-３] 

仕事と子育てを両立させる上で大変だと思うことについてみると、「子供が病気やケガをしたと

きに代わりに子供の面倒をみる人がいないこと」が 60.5％と最も高く、次いで「子供と接する時

間が少ないこと」が 39.6％、「残業や出張が入ること」が 30.1％となっています。 

前回調査と比較して、「子供が病気やケガをしたときに代わりに子供の面倒をみる人がいないこ

と」では 13.4 ポイント、「子供と接する時間が少ないこと」が 4.9 ポイント高くなっています。 

 

   

小学生保護者の仕事と子育ての両立について、「子供が病気やケガをしたときに代わりに子

供の面倒をみる人がいない」の割合が増加しています。また、「配偶者の協力が得られないこ

と」「子供と接する時間が少ないこと」の割合も増加しており、仕事と子育ての両立の困難さ

がうかがえます。 

  

30.1 

60.5 

24.7 

6.0 

14.5 

15.4 

4.6 

5.3 

39.6 

8.3 

4.6 

29.4 

47.1 

21.4 

5.2 

15.6 

14.4 

6.4 

2.6 

34.7 

10.5 

12.8 

0% 20% 40% 60% 80%

残業や出張が入ること

子供が病気やケガをしたときに代わりに子供の

面倒をみる人がいないこと

配偶者の協力が得られないこと

家族や親族の理解が得られないこと

職場に子育てを支援する制度がないこと（育児

休業、子供の看護休暇、短時間勤務等）

職場の理解や協力が得られないこと

子供のほかに面倒をみなければならない人がい

ること

子供の面倒をみてくれる放課後児童クラブ（若竹

学級等）が見つからないこと

子供と接する時間が少ないこと

その他

不明・無回答

今回調査（N=697） 前回調査（N=688）

子供が病気やケガをしたときに代わりに子供の

面倒をみる人がいないこと

職場に子育てを支援する制度がないこと（育児

休業、子供の看護休暇、短時間勤務等）

子供のほかに面倒をみなければならない人がい

ること

子供の面倒をみてくれる放課後児童クラブ（若竹

学級等）が見つからないこと



 

38 

 

⑤子供の健全な育成について 
子育てに関して不安感や負担感を感じているか（単数回答）[就学前 問 29、小学生 問 19] 

子育てに関して不安感や負担感等を感じているかについてみると、就学前保護者では、「なんと

なく不安や負担を感じる」が 39.5％と最も高く、次いで「あまり不安や負担などは感じない」が

34.4％、「非常に不安や負担を感じる」が 10.2％となっています。 

前回調査と比較して、「非常に不安や負担を感じる」では 4.0 ポイント高く、一方で「なんとも

いえない（わからない）」では 3.5 ポイント低くなっています。 

小学生保護者では、「なんとなく不安や負担を感じる」が 43.5％と最も高く、次いで「あまり不

安や負担などは感じない」が 31.7％、「非常に不安や負担を感じる」が 13.1％となっています。 

前回調査と比較して、「なんとなく不安や負担を感じる」では 9.2 ポイント高く、一方で「なん

ともいえない（わからない）」では 5.7 ポイント低くなっています。 

 

 

 

就学前保護者、小学生保護者ともに、不安や負担を感じる割合が高くなっています。 

また、小学生保護者が抱える、子育てに関して、日頃悩んでいること、気になることの調

査結果（P40）から、割合は高くないものの、「子供の不登校などの問題」「子育てのストレス

等から、子供に手を上げたり、叱り過ぎたり、世話をしなかったりしてしまうこと」「子育て

による身体の疲れが大きいこと」について、前回調査よりも高まっていることも注意が必要

です。 

 

10.2 

6.2 

39.5 

37.0 

34.4 

35.1 

6.9 

8.0 

8.1 

11.6 

1.0 

2.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,030）

前回調査

（N=1,155）

非常に不安や負担を感じる

なんとなく不安や負担を感じる

あまり不安や負担などは感じない

まったく感じない

なんともいえない（わからない）

不明・無回答

13.1 

6.5 

43.5 

34.3 

31.7 

31.7 

4.6 

7.0 

6.9 

12.6 

0.3 

7.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=697）

前回調査

（N=688）

非常に不安や負担を感じる

なんとなく不安や負担を感じる

あまり不安や負担などは感じない

まったく感じない

なんともいえない（わからない）

不明・無回答

就
学
前 

小
学
生 
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子育てに関して、日頃悩んでいること、または、気になること（複数回答）［就学前 問 31］ 

就学前保護者の子育てに関して日頃悩んでいること、または、気になることについてみると、

「病気や発育・発達に関すること」が 40.3％と最も高く、次いで「子育てにかかる出費がかさむ

こと」が 36.4％、「子供の教育に関すること」が 35.6％となっています。 

前回調査と比較して、「子供との接し方に自信が持てないこと」では 5.1 ポイント、「食事や栄

養に関すること」では 4.9 ポイント高くなっています。 

  

40.3 

34.7 

8.8 

18.5 

21.2 

35.6 

19.0 

5.6 

10.8 

8.3 

5.0 

4.7 

23.5 

9.3 

9.5 

30.9 

36.4 

4.2 

7.7 

1.7 

7.1 

1.2 

37.2 

29.8 

5.6 

13.4 

19.7 

38.7 

22.4 

3.0 

13.9 

8.9 

5.2 

3.2 

26.9 

9.8 

8.6 

28.7 

33.9 

5.4 

9.0 

3.0 

6.5 

2.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

病気や発育・発達に関すること

食事や栄養に関すること

育児のことがよくわからないこと

子供との接し方に自信が持てないこと

子供と過ごす時間が十分とれないこと

子供の教育に関すること

子供の友だちづきあい（いじめ等を含む）に関す

ること

子供の登所・登園拒否などの問題

子育てに関して配偶者・パートナーの協力が少

ないこと

配偶者・パートナーと子育てに関して意見が合

わないこと

自分の子育てについて、親族・近隣の人・職場な

どまわりの見る目が気になること

子育てに関して話し相手や相談相手がいないこ

と

仕事や自分のやりたいこと、夫婦で楽しむことな

ど自分の時間が十分とれないこと

配偶者・パートナー以外に子育てを手伝ってくれ

る人がいないこと

子育てのストレス等から、子供に手を上げたり、

叱り過ぎたり、世話をしなかったりしてしまうこと

子育てによる身体の疲れが大きいこと

子育てにかかる出費がかさむこと

子育てが大変なことを身近な人が理解してくれ

ないこと

住居が狭いこと

その他

負担に思うことはない

不明・無回答

今回調査（N=1,030） 前回調査（N=1,155）

子供の友だちづきあい（いじめ等を含む）に関す

ること

子育てに関して配偶者・パートナーの協力が少な

いこと

配偶者・パートナーと子育てに関して意見が合わ

ないこと

自分の子育てについて、親族・近隣の人・職場な

どまわりの見る目が気になること

子育てに関して話し相手や相談相手がいないこ

と

仕事や自分のやりたいこと、夫婦で楽しむことな

ど自分の時間が十分とれないこと

配偶者・パートナー以外に子育てを手伝ってくれ

る人がいないこと

子育てのストレス等から、子供に手を上げたり、

叱り過ぎたり、世話をしなかったりしてしまうこと

子育てが大変なことを身近な人が理解してくれな

いこと
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29.6 

25.1 

4.2 

19.4 

23.7 

53.8 

37.4 

5.9 

11.5 

9.9 

6.7 

3.3 

23.2 

7.0 

12.2 

22.2 

45.3 

2.7 

9.0 

2.4 

6.0 

1.0 

24.0 

20.2 

1.7 

9.6 

22.7 

48.4 

36.9 

2.9 

12.2 

8.4 

4.1 

1.7 

17.0 

6.8 

6.5 

13.4 

39.7 

2.2 

7.7 

4.2 

7.6 

7.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

病気や発育・発達に関すること

食事や栄養に関すること

育児のことがよくわからないこと

子供との接し方に自信が持てないこと

子供と過ごす時間が十分とれないこと

子供の教育に関すること

子供の友だちづきあい（いじめ等を含む）に関す

ること

子供の不登校などの問題

子育てに関して配偶者・パートナーの協力が少

ないこと

配偶者・パートナーと子育てに関して意見が合

わないこと

自分の子育てについて、親族・近隣の人・職場

などまわりの見る目が気になること

子育てに関して話し相手や相談相手がいないこ

と

仕事や自分のやりたいこと、夫婦で楽しむことな

ど自分の時間が十分とれないこと

配偶者・パートナー以外に子育てを手伝ってくれ

る人がいないこと

子育てのストレス等から、子供に手を上げたり、

叱り過ぎたり、世話をしなかったりしてしまうこと

子育てによる身体の疲れが大きいこと

子育てにかかる出費がかさむこと

子育てが大変なことを身近な人が理解してくれ

ないこと

住居が狭いこと

その他

負担に思うことはない

不明・無回答

今回調査（N=697） 前回調査（N=688）

子供の友だちづきあい（いじめ等を含む）に関す

ること

子育てに関して配偶者・パートナーの協力が少

ないこと

配偶者・パートナーと子育てに関して意見が合わ

ないこと

自分の子育てについて、親族・近隣の人・職場な

どまわりの見る目が気になること

子育てに関して話し相手や相談相手がいないこ

と

仕事や自分のやりたいこと、夫婦で楽しむことな

ど自分の時間が十分とれないこと

配偶者・パートナー以外に子育てを手伝ってくれ

る人がいないこと

子育てのストレス等から、子供に手を上げたり、

叱り過ぎたり、世話をしなかったりしてしまうこと

子育てが大変なことを身近な人が理解してくれな

いこと

子育てに関して、日頃悩んでいること、または、気になること（複数回答）［小学生 問 20］ 

小学生保護者の子育てに関して、日頃悩んでいること、または、気になることについてみると、

「子供の教育に関すること」が 53.8％と最も高く、次いで「子育てにかかる出費がかさむこと」

が 45.3％、「子供の友だちづきあい（いじめ等を含む）に関すること」が 37.4％となっています。 

前回調査と比較して、「子供との接し方に自信が持てないこと」では 9.8 ポイント、「子育てに

よる身体の疲れが大きいこと」で 8.8 ポイント高くなっています。 
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⑥施策全般について 
和歌山市への定住意向（単数回答）［就学前 問 35、小学生 問 29］ 

和歌山市への定住意向についてみると、就学前保護者では、「住み続けたい」が 73.1％と最も高

く、次いで「わからない」が 21.2％、「住み続けたくない」が 5.1％となっています。 

前回調査と比較して、「わからない」では 5.4 ポイント高く、一方で「住み続けたい」では 4.7

ポイント低くなっています。 

小学生保護者では、「住み続けたい」が 70.2％と最も高く、次いで「わからない」が 24.1％、

「住み続けたくない」が 5.5％となっています。 

前回調査と比較して、「わからない」では 8.3 ポイント高く、一方で「住み続けたい」では 8.0

ポイント低くなっています。 

 

 

 

就学前保護者、小学生保護者ともに、定住意向についての割合は前回調査と比較して低く

なっており、「わからない」の割合が高くなっています。「住み続けたくない」の割合につい

ては、前回調査と同水準となっています。 

  

73.1 

77.8 

5.1 

5.6 

21.2 

15.8 

0.6 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=1,030）

前回調査

（N=1,155）

住み続けたい 住み続けたくない わからない

不明・無回答
70.2 

78.2 

5.5 

5.1 

24.1 

15.8 

0.3 

0.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=697）

前回調査

（N=688）

住み続けたい 住み続けたくない わからない

不明・無回答

就
学
前 

小
学
生 
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住み続けたくないと感じる理由（複数回答）［就学前 問 35-２］ 

就学前保護者の住み続けたくないと感じる理由についてみると、「まちに活気や魅力が感じられ

ない」が 62.3％と最も高く、次いで「両親、親戚、親しい人が市外に住んでいる」「ショッピング

やレジャーに不便」がともに 47.2％となっています。 

前回調査と比較して、「子育て支援等の環境がよくない」では 25.3 ポイント高く、一方で「両

親、親戚、親しい人が市外に住んでいる」では 11.3 ポイント低くなっています。 

 

 

  

11.3 

47.2 

5.7 

45.3 

15.1 

62.3 

15.1 

26.4 

47.2 

18.9 

15.1 

45.3 

15.1 

0.0 

7.7 

58.5 

9.2 

44.6 

18.5 

55.4 

15.4 

10.8 

36.9 

10.8 

7.7 

20.0 

20.0 

4.6 

0% 20% 40% 60% 80%

自分や家族の勤め先が市外にある

両親、親戚、親しい人が市外に住んでいる

緑が少なく、自然環境がよくない

通勤・通学など交通環境が不便

職場が少なく、働き口が見つからない

まちに活気や魅力が感じられない

図書館などの教育・文化環境がよくない

各種医療施設が整っていない

ショッピングやレジャーに不便

近所づきあいがわずらわしい

家賃や住宅面積など、住宅事情がよくない

子育て支援等の環境がよくない

その他

不明・無回答

今回調査（N=53） 前回調査（N=65）
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子育てに関して、日頃悩んでいること、または、気になること［就学前 問 35-２ × 問 31］ 

就学前保護者の子育てに関して、日頃悩んでいること、または、気になることについて、「子育

て支援等の環境がよくない」と回答した人では、[１．病気や発育・発達に関すること][２．食事

や栄養に関すること][５．子供と過ごす時間が十分とれないこと][６．子供の教育に関するこ

と][９．子育てに関して配偶者・パートナーの協力が少ないこと][11．自分の子育てについて、

親族・近隣の人・職場などまわりの見る目が気になること][14．配偶者・パートナー以外に子育

てを手伝ってくれる人がいないこと][15．子育てのストレス等から、子供に手を上げたり、叱り

過ぎたり、世話をしなかったりしてしまうこと][16．子育てによる身体の疲れが大きいこと][17．

子育てにかかる出費がかさむこと][18．子育てが大変なことを身近な人が理解してくれないこ

と][19．住居が狭いこと]が、「子育て支援等の環境がよくない」と回答しなかった人よりも 10ポ

イント以上高くなっています。 

  

はい いいえ
不明・無
回答

はい いいえ
不明・無
回答

「はい」の
差分

「いいえ」
の差分

1．病気や発育・発達に関すること 54.2 45.8 0.0 41.4 58.6 0.0 12.8 -12.8

2．食事や栄養に関すること 54.2 45.8 0.0 37.9 62.1 0.0 16.2 -16.2

3．育児のことがよくわからないこと 12.5 87.5 0.0 13.8 86.2 0.0 -1.3 1.3

4．子供との接し方に自信が持てないこと 25.0 75.0 0.0 17.2 82.8 0.0 7.8 -7.8

5．子供と過ごす時間が十分とれないこと 41.7 58.3 0.0 20.7 79.3 0.0 21.0 -21.0

6．子供の教育に関すること 54.2 45.8 0.0 34.5 65.5 0.0 19.7 -19.7

7．子供の友だちづきあい（いじめ等を含む）に関す
ること

25.0 75.0 0.0 20.7 79.3 0.0 4.3 -4.3

8．子供の登所・登園拒否などの問題 12.5 87.5 0.0 6.9 93.1 0.0 5.6 -5.6

9．子育てに関して配偶者・パートナーの協力が少
ないこと

20.8 79.2 0.0 10.3 89.7 0.0 10.5 -10.5

10．配偶者・パートナーと子育てに関して意見が合
わないこと

12.5 87.5 0.0 10.3 89.7 0.0 2.2 -2.2

11．自分の子育てについて、親族・近隣の人・職場
などまわりの見る目が気になること

20.8 79.2 0.0 3.4 96.6 0.0 17.4 -17.4

12．子育てに関して話し相手や相談相手がいない
こと

16.7 83.3 0.0 10.3 89.7 0.0 6.3 -6.3

13．仕事や自分のやりたいこと、夫婦で楽しむこと
など自分の時間が十分とれないこと

33.3 66.7 0.0 27.6 72.4 0.0 5.7 -5.7

14．配偶者・パートナー以外に子育てを手伝ってく
れる人がいないこと

25.0 75.0 0.0 13.8 86.2 0.0 11.2 -11.2

15．子育てのストレス等から、子供に手を上げたり、
叱り過ぎたり、世話をしなかったりしてしまうこと

37.5 62.5 0.0 17.2 82.8 0.0 20.3 -20.3

16．子育てによる身体の疲れが大きいこと 58.3 41.7 0.0 34.5 65.5 0.0 23.9 -23.9

17．子育てにかかる出費がかさむこと 62.5 37.5 0.0 41.4 58.6 0.0 21.1 -21.1

18．子育てが大変なことを身近な人が理解してくれ
ないこと

16.7 83.3 0.0 3.4 96.6 0.0 13.2 -13.2

19．住居が狭いこと 25.0 75.0 0.0 10.3 89.7 0.0 14.7 -14.7

20．その他 8.3 91.7 0.0 0.0 100.0 0.0 8.3 -8.3

21．負担に思うことはない 0.0 100.0 0.0 6.9 93.1 0.0 -6.9 6.9

②「子育て支援等の環境がよ
くない」と回答しなかった人

①「子育て支援等の環境がよ
くない」と回答した人問31　子育てに関して、日頃悩んでいること、また

は、気になること

①-②
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住み続けたくないと感じる理由（複数回答）［小学生 問 29-２］ 

小学生保護者の住み続けたくないと感じる理由についてみると、「通勤・通学など交通環境が不

便」が 50.0％と最も高く、次いで「両親、親戚、親しい人が市外に住んでいる」が 47.4％、「子

育て支援等の環境がよくない」が 44.7％となっています。 

前回調査と比較して、「子育て支援等の環境がよくない」では 19.0 ポイント高く、一方で「ま

ちに活気や魅力が感じられない」では 20.8 ポイント低くなっています。 

 

  

13.2 

47.4 

5.3 

50.0 

18.4 

42.1 

21.1 

18.4 

39.5 

13.2 

10.5 

44.7 

18.4 

0.0 

11.4 

45.7 

2.9 

42.9 

28.6 

62.9 

20.0 

11.4 

25.7 

14.3 

11.4 

25.7 

22.9 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

自分や家族の勤め先が市外にある

両親、親戚、親しい人が市外に住んでいる

緑が少なく、自然環境がよくない

通勤・通学など交通環境が不便

職場が少なく、働き口が見つからない

まちに活気や魅力が感じられない

図書館などの教育・文化環境がよくない

各種医療施設が整っていない

ショッピングやレジャーに不便

近所づきあいがわずらわしい

家賃や住宅面積など、住宅事情がよくない

子育て支援等の環境がよくない

その他

不明・無回答

今回調査（N=38） 前回調査（N=35）
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子育てに関して、日頃悩んでいること、または、気になること［問 29-２ × 問 20］ 

小学生保護者の子育てに関して、日頃悩んでいること、または、気になることについて、「子育

て支援等の環境がよくない」と回答した人では、[１．病気や発育・発達に関すること][２．食事

や栄養に関すること][７．子供の友だちづきあい（いじめ等を含む）に関すること]が、「子育て

支援等の環境がよくない」と回答しなかった人よりも 10 ポイント以上高くなっています。 

 

  

はい いいえ
不明・無
回答

はい いいえ
不明・無
回答

「はい」の
差分

「いいえ」
の差分

1．病気や発育・発達に関すること 52.9 35.3 11.8 33.3 66.7 0.0 19.6 -31.4

2．食事や栄養に関すること 35.3 52.9 11.8 14.3 85.7 0.0 21.0 -32.8

3．育児のことがよくわからないこと 11.8 76.5 11.8 9.5 90.5 0.0 2.2 -14.0

4．子供との接し方に自信が持てないこと 17.6 70.6 11.8 19.0 81.0 0.0 -1.4 -10.4

5．子供と過ごす時間が十分とれないこと 23.5 64.7 11.8 19.0 81.0 0.0 4.5 -16.2

6．子供の教育に関すること 41.2 47.1 11.8 66.7 33.3 0.0 -25.5 13.7

7．子供の友だちづきあい（いじめ等を含む）に関す
ること

41.2 47.1 11.8 28.6 71.4 0.0 12.6 -24.4

8．子供の登校拒否などの問題 0.0 88.2 11.8 9.5 90.5 0.0 -9.5 -2.2

9．子育てに関して配偶者・パートナーの協力が少
ないこと

11.8 76.5 11.8 4.8 95.2 0.0 7.0 -18.8

10．配偶者・パートナーと子育てに関して意見が合
わないこと

11.8 76.5 11.8 4.8 95.2 0.0 7.0 -18.8

11．自分の子育てについて、親族・近隣の人・職場
などまわりの見る目が気になること

5.9 82.4 11.8 9.5 90.5 0.0 -3.6 -8.1

12．子育てに関して話し相手や相談相手がいない
こと

11.8 76.5 11.8 9.5 90.5 0.0 2.2 -14.0

13．仕事や自分のやりたいこと、夫婦で楽しむこと
など自分の時間が十分とれないこと

29.4 58.8 11.8 28.6 71.4 0.0 0.8 -12.6

14．配偶者・パートナー以外に子育てを手伝ってく
れる人がいないこと

11.8 76.5 11.8 14.3 85.7 0.0 -2.5 -9.2

15．子育てのストレス等から、子供に手を上げたり、
叱り過ぎたり、世話をしなかったりしてしまうこと

0.0 88.2 11.8 23.8 76.2 0.0 -23.8 12.0

16．子育てによる身体の疲れが大きいこと 35.3 52.9 11.8 33.3 66.7 0.0 2.0 -13.7

17．子育てにかかる出費がかさむこと 47.1 41.2 11.8 42.9 57.1 0.0 4.2 -16.0

18．子育てが大変なことを身近な人が理解してくれ
ないこと

0.0 88.2 11.8 0.0 100.0 0.0 0.0 -11.8

19．住居が狭いこと 17.6 70.6 11.8 19.0 81.0 0.0 -1.4 -10.4

20．その他 5.9 82.4 11.8 4.8 95.2 0.0 1.1 -12.9

21．負担に思うことはない 5.9 82.4 11.8 0.0 100.0 0.0 5.9 -17.6

問20　子育てに関して、日頃悩んでいること、また
は、気になること

①「子育て支援等の環境がよ
くない」と回答した人

②「子育て支援等の環境がよ
くない」と回答しなかった人

①-②

不登校などの問題 
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就学前保護者では、住み続けたくないと感じる理由として、「まちに活気や魅力が感じられ

ない」が最も高くなっています。「子育て支援等の環境がよくない」については前回調査より

も 25ポイント以上高くなっており、前回調査の倍以上の割合となっています。 

小学生保護者では、「子育て支援等の環境がよくない」については前回調査と比較して 19

ポイント高くなっており、就学前保護者と同様に前回調査結果よりも非常に高い水準となっ

ています。 

「子育て支援等の環境がよくない」と回答した方のうち、 [１．病気や発育・発達に関す

ること]、［６.子供の教育に関すること］、［17.子育てにかかる出費がかさむこと］について

は就学前保護者、小学生保護者共通で悩みや気になることとして高い割合となっています。  
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（５）小学生・中学生・高校生対象調査 

①学校生活について 
学校に行きたいか（単数回答）[問６] 

学校に行きたいかについてみると、「まあまあ行きたいと思う」が 52.9％と最も高く、次いで

「とても行きたいと思う」が 34.0％、「あまり行きたいと思わない」が 11.0％となっています。 

小学生、中学生、高校生いずれも「まあまあ行きたいと思う」が最も高く、それぞれ 49.9％、

50.4％、61.4％となっています。 

 

 

  

34.0 

27.3 

52.9 

53.3 

11.0 

13.1 

1.3 

3.4 

0.8 

2.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=911）

前回調査

（N=970）

とても行きたいと思う まあまあ行きたいと思う

あまり行きたいと思わない まったく行きたいと思わない

不明・無回答

N=
とても行き
たいと思う

まあまあ行
きたいと思
う

あまり行き
たいと思わ
ない

まったく行
きたいと思
わない

不明・無回
答

小学生（N=353） 38.0 49.9 9.9 0.8 1.4

中学生（N=335） 35.2 50.4 12.5 1.2 0.6

高校生（N=223） 26.0 61.4 10.3 2.2 0.0
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問６で「あまり行きたいと思わない」「まったく行きたいと思わない」を選んだ方 

学校に行きたくないと思うようになったきっかけ（複数回答）[問６-２] 

学校に行きたくないと思うようになったきっかけについてみると、「友だちとの関係がうまくい

かなかった」が 33.9％と最も高く、次いで「勉強がわからない」が 26.8％となっています。 

小学生、中学生、高校生のいずれも「友だちとの関係がうまくいかなかった」が最も高く、そ

れぞれ 34.2％、32.6％、35.7％となっています。 

 

 

 

学校に『行きたいと思う』（「とても行きたいと思う」「まあまあ行きたいと思う」）の合計

は 86.9％と、前回調査と比較して 6.3 ポイント高くなっています。一方、学校に行きたくな

い理由として、「友だちとの関係がうまくいかなかった」が前回調査同様に高い割合となって

いますが、「勉強がわからない」の割合が前回調査と比較して高い割合となっています。 

  

16.1 

33.9 

0.9 

1.8 

8.9 

26.8 

17.0 

29.5 

5.4 

16.9 

33.8 

6.9 

1.3 

6.3 

20.0 

15.0 

38.1 

5.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

学校になじめなかった

友だちとの関係がうまくいかなかった

家族との関係がうまくいかなかった

病気のため

先生との関係がうまくいかなかった

勉強がわからない

ほかにやりたいことができた

その他

不明・無回答

今回調査（N=112） 前回調査（N=160）

N=
学校になじ
めなかった

友だちとの
関係がうま
くいかな
かった

家族との関
係がうまく
いかなかっ
た

病気のため

先生との関
係がうまく
いかなかっ
た

勉強がわ
からない

ほかにやり
たいことが
できた

その他
不明・無回
答

小学生（N=38） 15.8 34.2 0.0 2.6 10.5 28.9 15.8 26.3 2.6

中学生（N=46） 10.9 32.6 0.0 0.0 8.7 26.1 15.2 34.8 8.7

高校生（N=28） 25.0 35.7 3.6 3.6 7.1 25.0 21.4 25.0 3.6
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②日常生活の様子やふだん思っていることについて 
生活の満足度（１～10までの 10 段階評価）[問 13] 

最近の生活の満足度についてみると、「10（十分に満足している）」が 25.6％と最も高く、次い

で「８」が 21.2％、「９」が 14.7％となっています。 

小学生では「10（十分に満足している）」が 30.3％、中学生では「８」が 24.5％、高校生では

「10（十分に満足している）」が 23.3％となっています。 

 

 

  

 

 

  

0.5 

0.2 

1.1 

3.1 

9.2 

9.2 

14.3 

21.2 

14.7 

25.6 

0.9 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

１（まったく満足していない）

2

3

4

5

6

7

8

9

10（十分に満足している）

不明・無回答

今回調査（N=911）

不満 満足

N= 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

小学生（N=353） 0.6 0.3 1.4 2.3 7.4 10.8 12.5 18.1 16.1 30.3

中学生（N=335） 0.3 0.3 0.9 3.0 10.4 9.0 14.9 24.5 13.7 22.1

高校生（N=223） 0.9 0.0 0.9 4.5 10.3 7.2 16.1 21.1 13.9 23.3

全体 小学生 中学生 高校生
有効回答 903 352         332         219         
合計 7,065 2812 2567 1686
平均値 7.82 7.99 7.73 7.70
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（家族と）主にどんなことを話すか [問 13 × 問７-１] 

家族と主にどのようなことを話すかについて、生活の満足度が平均値以上の人では[１．学校の

こと][２．友だちのこと][４．最近の出来事][５．自分が興味を持っていること]が平均値以下の

人よりも 10 ポイント以上高くなっています。 

 

 

現在抱えている悩み [問 13 × 問８-１] 

現在抱えている悩みについて、生活の満足度が平均値以上の人では[１．勉強や成績のこと][３．

将来やこれからのこと][５．友だちのこと][11．自分の性格やくせのこと]が平均値以下の人より

も 10ポイント以上低くなっています。 

 

  

平均値以上 平均値以下 差分
1．学校のこと 77.7 55.4 22.3
2．友だちのこと 66.6 51.0 15.6
3．将来のこと 26.6 23.0 3.6
4．最近の出来事 83.0 70.3 12.8
5．自分が興味を持っていること 43.9 33.5 10.4
6．その他 5.0 6.7 -1.7
不明・無回答 0.0 0.0 0.0

問7-1　主にどんなことを話しますか。
問13　生活の満足度

平均値以上 平均値以下 差分
1．勉強や成績のこと 18.2 31.2 -13.0
2．遊びのこと 2.1 2.6 -0.5
3．将来やこれからのこと 14.3 25.1 -10.8
4．家族のこと 1.8 2.6 -0.8
5．友だちのこと 4.1 16.0 -11.9
6．異性のこと 0.9 2.6 -1.7
7．学校のこと 1.8 9.9 -8.1
8．塾や習い事のこと 5.2 9.0 -3.9
9．お金のこと 4.6 7.6 -2.9
10．性のこと 0.7 1.7 -1.0
11．自分の性格やくせのこと 5.7 18.4 -12.7
12．自分の顔や見た目のこと 5.5 13.4 -7.9
13．体や健康のこと 3.4 5.8 -2.4
14．いじめのこと 0.5 1.5 -0.9
15．その他 0.9 2.0 -1.1
不明・無回答 67.3 44.0 23.3

問8-1　どのような悩みですか。
問13　生活の満足度
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自分の悩んでいることを相談できる人 [問 13 × 問９] 

悩みを相談できる人について、生活の満足度が平均値以上の人では[１．お父さん][２．お母さ

ん][３．兄弟・姉妹][４．その他の家族や親せき][５．学校の先生][６．友だちや先輩]が平均値

以下の人よりも 10ポイント以上高くなっています。 

 

 

生活の満足度が高い人は、家族といろんな話題で会話をしていることがわかります。 

また、相談できる相手も生活の満足度が低い人と比べて[１．お父さん][２．お母さん][３．

兄弟・姉妹][４．その他の家族や親せき][５．学校の先生][６．友だちや先輩]など、多様な

関係性の人と相談ができる関係が築けていることがわかります。 

一方、生活の満足度が低い人が抱えている悩みについては、[１．勉強や成績のこと][３．

将来やこれからのこと][５．友だちのこと]、[11．自分の性格やくせのこと]が比較的高い割

合となっています。 

  

平均値以上 平均値以下 差分
1．お父さん 48.8 25.4 23.4
2．お母さん 79.8 62.1 17.7
3．兄弟・姉妹 35.5 18.7 16.9
4．その他の家族や親せき 21.3 7.3 14.0
5．学校の先生 37.1 17.2 19.9
6．友だちや先輩 63.9 49.0 14.9
7．電話等で悩みを聞いてくれるところ 3.4 1.5 1.9
8．相談できる人はいない 2.1 9.3 -7.2
9．その他 1.3 2.3 -1.1
不明・無回答 0.0 0.0 0.0

問９　自分の悩んでいることを相談で
きる人はだれですか。

問13　生活の満足度
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③全般について 
中学生・高校生のみ回答 

将来の家庭に対する考え：いつかは結婚して家庭を持ちたい（単数回答）[問 25①] 

結婚して家庭を持ちたいと思うかについてみると、「そう思う」が 43.7％と最も高く、次いで

「ややそう思う」が 28.7％、「あまりそう思わない」が 18.3％となっています。 

中学生、高校生のいずれも「そう思う」が最も高く、それぞれ 40.0％、49.3％となっています。 

 

 

 

（家族と）主にどんなことを話すか [問 25① × 問７-１] 

家族と主にどのようなことを話すかについて、いつかは結婚して家庭を持ちたいと『思う』（「そ

う思う」「ややそう思う」の合計）と回答した人では[１．学校のこと][２．友だちのこと][３．将

来のこと]が、『思わない』（「あまりそう思わない」「全くそう思わない」の合計）と回答した人よ

りも 10 ポイント以上高くなっています。 

 

  

43.7 

50.7 

28.7 

31.9 

18.3 

12.1 

6.5 

3.6 

2.9 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査

（N=558）

前回調査

（N=605）

そう思う ややそう思う

あまりそう思わない 全くそう思わない

不明・無回答

N= そう思う
ややそう思
う

あまりそう
思わない

全くそう思
わない

不明・無回
答

中学生（N=335） 40.0 33.7 19.4 5.1 1.8

高校生（N=223） 49.3 21.1 16.6 8.5 4.5

『思う』と回答
した人

『思わない』と
回答した人

差分

1．学校のこと 69.8 58.7 11.1
2．友だちのこと 65.6 45.7 19.9
3．将来のこと 32.4 20.3 12.1
4．最近の出来事 80.2 73.2 7.0
5．自分が興味を持っていること 36.9 38.4 -1.5
6．その他 3.2 6.5 -3.3
不明・無回答 0.0 0.0 0.0

問7-1　主にどんなことを話しますか。
①いつかは結婚して家庭を持ちたい
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放課後や休日を過ごすとき、落ち着いて居心地よくいられる場所 [問 25① × 問 10] 

放課後や休日の居場所について、いつかは結婚して家庭を持ちたいと『思う』と回答した人で

は[４．友だちの家]が、『思わない』と回答した人よりも 10.0 ポイント高くなっています。 

一方、[13．インターネットを通じたゲームや交流の場]では『思う』と回答した人は、『思わな

い』と回答した人よりも 10.9 ポイント低くなっています。 

 

 

  

『思う』と回答
した人

『思わない』と
回答した人

差分

1．自宅の自分の部屋 89.4 89.1 0.2

2．自宅の自分の部屋以外 41.8 34.1 7.8

3．祖父母や親せきの家 22.5 15.9 6.6

4．友だちの家 25.2 15.2 10.0

5．学校の教室 7.4 5.8 1.6

6．学校の教室以外の場所（保健室・
図書室など）

1.7 4.3 -2.6

7．学童保育 0.2 0.0 0.2

8．塾や習い事 6.9 4.3 2.6

9．学校の部活動 20.0 12.3 7.7

10．地域のスポーツクラブやスポーツ
少年団

3.2 2.9 0.3

11．公園などの屋外 10.4 9.4 1.0

12．ショッピングセンターやファースト
フードなどのお店

15.8 10.1 5.7

13．インターネットを通じたゲームや
交流の場

9.4 20.3 -10.9

14．そういう場所は特にない 0.7 0.7 0.0

15．その他 0.5 0.7 -0.2

不明・無回答 0.2 0.0 0.2

問10　あなたには、放課後や休日を
過ごすとき、落ち着いて居心地よくい

られる場所がありますか。

①いつかは結婚して家庭を持ちたい
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将来に対する不安 [問 25① × 問 16] 

将来に対する不安について、いつかは結婚して家庭を持ちたいと『思う』と回答した人では、

[３．お金のこと]が、『思わない』と回答した人よりも 10.5 ポイント低くなっています。 

 

 

いつかは結婚して家庭を持ちたいと思う人の割合は、前回調査と比較して低くなっており、

少子化対策が必要とされる中、課題が浮き彫りとなりました。 

いつかは結婚して家庭を持ちたいと思う人と、思わない人について分析すると、家族を持

ちたいと思う人は、家族との会話において[１．学校のこと][２．友だちのこと][３．将来の

こと]など、多様な会話をしている傾向がみられます。 

また、放課後や休日を過ごすとき、落ち着く場所としては、家族を持ちたいと思わない人

では、[13．インターネットを通じたゲームや交流の場]の割合が高くなっており、インター

ネット環境が身近な世代にとって、注目すべきポイントです。 

将来に対する不安について、家族を持ちたいと思わない人では、[３．お金のこと]の割合

が高くなっており、経済的な不安が家族を持つことについて影響を与えていると考えられま

す。 

  

『思う』と回答
した人

『思わない』と
回答した人

差分

1．進路・進学のこと 70.0 63.0 7.0
2．就職・仕事のこと 61.4 61.6 -0.2
3．お金のこと 36.6 47.1 -10.5
4．親のこと 6.2 5.1 1.1
5．自分の健康のこと 12.4 11.6 0.8
6．結婚のこと 10.6 1.4 9.2
7．生きがいについて 11.1 13.8 -2.6
8．友だちなどの人間関係のこと 20.0 22.5 -2.4
9．世の中のできごとについて 9.4 11.6 -2.2
10．孤立やひきこもりのこと 5.7 6.5 -0.8
11．よくわからない不安 12.9 18.1 -5.2
12．特に不安はない 8.7 9.4 -0.8
13．その他 0.5 0.0 0.5
不明・無回答 0.0 0.0 0.0

①いつかは結婚して家庭を持ちたい
問16　将来に対して、特にどのような

ことに不安を感じますか。
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（６）各ニーズ調査からのまとめ 

①子育て支援の強化 

地域子育て支援拠点の利用率と利用意向が高まっていること、親同士の交流や情報交換の場

として重要な役割を果たしていることを踏まえ、交流機会の充実や拠点の機能強化を図ること

が重要です。また、子育て中の親の孤立を防ぐため、地域子育て支援拠点を中心とした支援ネ

ットワークを構築し、包括的な支援体制の充実が求められています。 

②経済的負担の軽減 

保育料や一時預かり事業の費用負担を軽減し、制度の周知を徹底することが重要です。 

経済的理由で一時預かり事業を利用していないケースがあることから、利用料の軽減制度の

周知徹底が求められます。 

また、制度の理解不足により利用していないケースもみられるため、分かりやすい情報提供

が必要です。行政や施設側が利用者の立場に立った情報提供やサポートを行う体制を整え、サ

ービスへのアクセスのしやすさを向上させることが必要です。 

③仕事と子育ての両立支援 

核家族化や共働きの増加に伴い、家庭での仕事と子育ての両立を支援するため、行政・地域

による協力が求められています。特に、子供が病気やケガをした際に利用できる事業の拡充や、

就労の有無に関わらず必要な子育て支援情報を容易に入手できる環境の整備、ワーク・ライフ・

バランスの推進が必要です。 

④精神的サポートの提供 

妊娠中や産後の精神的不安が増加しており、具体的なサポートが求められています。 

育児相談、家事支援、兄弟姉妹のケア、母親の健康相談など、多面的な支援の充実が重要で

す。特に、地域や行政による支援体制の強化が必要とされています。 

⑤子育てストレスの軽減 

保護者のストレスを軽減するためのメンタルヘルス支援やカウンセリングの提供が必要です。

子育てに関して「子供の教育に関すること」が主な悩みとなっていることから、教育に関する

相談体制の強化が求められています。また、子供の不登校に悩む保護者や子育てストレスによ

り子供に虐待している保護者の割合が増加傾向にあることを踏まえ、早期発見・早期対応のた

めの支援体制の整備が一層求められます。 

  



 

56 

 

⑥定住意向の向上 

地域の魅力や子育て支援環境を改善し、定住意向を高める施策が求められています。「まちに

活気や魅力が感じられない」「子育て支援環境が良くない」という意見が増加していることから、

地域の魅力向上と子育て支援環境の改善が重要です。 

特に、保育や教育環境の質的向上が定住意向の向上につながると考えられます。 

⑦学校生活の支援 

学校内でのカウンセリングや学習支援を強化し、子供が安心して学校生活を送れる環境を整

えることが重要です。友人関係の問題や学習の困難さを理由に学校に行きたくない子供がいる

ことから、これらの課題に対応した支援の強化が求められています。また、子供たちの悩みに

早期に対応できる体制の整備が必要です。 

⑧将来に対する安心感の提供 

若者が将来に対する不安を抱かないよう、経済的支援や就労支援を実施し、就労・結婚・出

産・子育てに対する気運の醸成を図ることが重要です。「いつかは結婚して家庭を持ちたい」と

思う子供の割合が減少していることを踏まえ、家庭生活の価値や魅力を伝える取組が求められ

ています。  
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８ 和歌山市子供の生活実態調査結果にみる状況 

（１）調査の目的 

和歌山県が、子供の生活実態や学習環境、支援制度の利用状況やニーズを把握するとともに、

各施策や支援制度についての検証を行い、和歌山県の子供の貧困対策をより効果的に推進して

いくことを目的として子供の生活実態調査を実施したことに合わせ、同様の目的の下、特に本

市における実情を把握し、第三期和歌山市子ども・子育て支援事業計画※3への反映をはじめと

して、今後の本市の取組を検討する上での基礎資料とするために、県の調査から本市のデータ

のみを抽出して集計・分析を行いました。 

 

（２）調査対象 

和歌山県の調査では、県内の小中学校に在籍し、県内に居住する小学５年生と中学２年生の

全数が対象となっています。本報告書では、その中から本市に居住すると回答したサンプルを

抽出しています。 

 

（３）調査票の方法と回収状況 

本調査は、和歌山県内の小中学校を通じて調査票を配付し、各家庭で子供と保護者がそれぞ

れ記入の後、学校を通じた回収または郵送による回収を実施しています。 

本市では、公立小学校・中学校では学校を通じた回収、それ以外の小学校・中学校では郵送

回収を実施しており、回収状況は以下のとおりです。 

 

■和歌山県子供の生活実態調査における和歌山市の配付・回収状況 

 配付数 有効回収数 有効回収率 

小学５年生調査 3,046 件 
2,095 件 

うち WEB 回答  子供：29 件 

保護者：29 件 

68.8％ 

中学２年生調査 3,351 件 
1,677 件 

うち WEB 回答  子供：63 件 

保護者：58 件 

50.0％ 

合計 6,397 件 3,772 件 59.0％ 

 

 

  

                                                   

※3 第三期和歌山市子ども・子育て支援事業計画：抽出実施後、本計画名を「和歌山市こども計画」

とすることに決定。 
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（４）世帯区分別の件数 

回答者の世帯を、年間の世帯収入と世帯人員から算出される等価可処分所得に基づく所得段

階（Ⅰ～Ⅲ）と、生活必需品の非所有、購入困難経験や料金等の支払い困難経験に基づいて定

義した「経済的困難世帯」に区分しています。 

 

■基本的な分析軸となる世帯区分別の件数 単位：件 

 所得・経済状況 全体 小学５年生 中学２年生 

所得段階Ⅰ 
等価可処分所得が全体の中央

値以上の世帯 
1,789 964 825 

所得段階Ⅱ 

等価可処分所得が中央値未

満、中央値の２分の１以上の

世帯 

1,183 697 486 

所得段階Ⅲ 
等価可処分所得が中央値の２

分の１未満の世帯 
418 230 188 

経済的困難世帯 

生活必需品の購入困難、料金

等の支払い困難、生活必需品

の非所有のいずれかに該当す

る世帯 

(616) (348) (268) 

合計4 
世帯区分ができなかった世帯

を含む全数 
3,772 2,095 1,677 

  

                                                   

※4 全体（合計数）：所得段階Ⅰ～Ⅲのいずれかと経済的困難世帯の両方にカウントされている世帯

があることや、全体の件数には無回答があるために世帯区分ができなかった世帯を含んでいるた

め、各世帯区分の合計は全体の件数と一致しません（以下同様）。 
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（５）調査結果からみる課題 

①教育について 
〇経済的に厳しい世帯の子供ほど、授業理解度が低く、学習時間も短い傾向が顕著にみら

れており、この差は小学生から中学生にかけて拡大しています。 

〇塾や習い事の利用率と頻度が、経済状況によって分かれており、特に、週３日以上塾に

通っている家庭は、比較的経済的にゆとりのある家庭が多くみられます。 

〇経済的に厳しい世帯の子供は、自分専用の本、勉強机、部屋といった基本的な学習環境

が不足しており、これが学習意欲や集中力に影響を与えている可能性があります。 

〇経済的に厳しい世帯の保護者は、子供の学習指導、ニュース解説、成績に関する対話な

ど、教育的関わりが少なく、このような傾向は中学生で顕著になっています。 

〇経済的に厳しい世帯ほど、子供と保護者の両方が高等教育への進学希望が低い傾向がみ

られます。高等教育への進学を希望しない理由として経済的状況を挙げる割合が高いこ

とには注意が必要です。 

〇宿題の実施状況にも経済状況による差がみられ、特に中学生では、その差が小学生より

も拡大しており、学年が上がるにつれて学習の格差が広がる可能性があります。 

〇経済状況と保護者の教育に対する意識には強い相関関係がみられ、所得段階が低いほど

教育に対する意識得点※5も低くなる傾向が顕著です。 

 

 

 

経済状況に関わらず、全ての子供が質の高い教育を受け、将来の可能性を広げられるよう、

学校教育の充実や学習環境の整備、家庭教育支援、経済的支援の拡充、キャリア教育の強化

等の充実が求められます。 

 

 

 

                                                   

※5 教育に対する意識得点：保護者が子供に対して教育的な働きかけや態度をとっているかどうかの

指標として設定したもの。 

 「お子さんの良いところをほめるなどして自信を持たせるようにしている」など、家庭で子供

に対して行っていること（計９個の設問）を回答によって得点化して算出したもの。 
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授業の理解度 

 

 

教育に対する意識得点 

 

 

 

37.5 

47.2 

30.6 

20.9 

25.0 

18.7 

23.3 

14.8 

9.6 

11.6 

46.3 

40.4 

50.8 

52.6 

50.3 

50.4 

54.9 

47.1 

41.5 

44.8 

8.0 

6.4 

9.2 

13.0 

10.1 

16.8 

12.7 

22.2 

21.3 

23.5 

4.2 

3.1 

5.0 

8.3 

7.5 

8.3 

5.5 

9.3 

17.0 

9.3 

1.0 

0.6 

1.1 

1.7 

2.3 

3.2 

1.7 

3.9 

6.4 

7.5 

3.1 

2.3 

3.3 

3.5 

4.9 

2.6 

1.9 

2.7 

4.3 

3.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=2,095）

所得段階Ⅰ

（n=964）

所得段階Ⅱ

（n=697）

所得段階Ⅲ

（n=230）

経済的困難世帯

（n=348）

全体

（n=1,677）

所得段階Ⅰ

（n=825）

所得段階Ⅱ

（n=486）

所得段階Ⅲ

（n=188）

経済的困難世帯

（n=268）

いつもわかる だいたいわかる どちらともいえない

あまりわからない ほとんどわからない 不明・無回答

【小学５年生】

【中学２年生】

30.6 

23.0 

38.0 

44.3 

42.2 

37.9 

34.9 

42.2 

47.9 

46.3 

35.9 

36.9 

37.3 

31.3 

36.2 

36.3 

35.9 

40.1 

35.1 

38.4 

30.4 

38.3 

23.1 

21.7 

19.0 

21.2 

28.1 

15.4 

13.8 

13.1 

3.1 

1.8 

1.6 

2.6 

2.6 

4.7 

1.1 

2.3 

3.2 

2.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=2,095）

所得段階Ⅰ

（n=964）

所得段階Ⅱ

（n=697）

所得段階Ⅲ

（n=230）

経済的困難世帯

（n=348）

全体

（n=1,677）

所得段階Ⅰ

（n=825）

所得段階Ⅱ

（n=486）

所得段階Ⅲ

（n=188）

経済的困難世帯

（n=268）

低（15点以下） 中（16～19点） 高（20点以上） 不明・無回答

【小学５年生】

【中学２年生】
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②生活習慣について 
〇経済的に厳しい世帯の子供は、主観的健康状態が良好でない傾向が強く、医療費不安や

受診時間がないなど、受診が遠のく状況がみられます。 

〇所得段階が低い世帯ほど、子供の朝食摂取率が低く、野菜や肉魚の摂取頻度も少ない一

方で、中学生ではインスタント食品やコンビニ食の利用が多くなっています。 

〇経済的に厳しい世帯の子供は、起床・就寝時間が不規則である傾向が強くみられます。 

〇所得段階が低い世帯ほど、子供のゲーム、インターネット、スマートフォンの利用時間

が長くなる傾向がみられます。 

〇経済的に厳しい世帯では、特に小学生のスマートフォン所有率が高い一方で、使用に関

するルール設定が少ない傾向がみられます。 

〇所得段階が低い世帯ほど、歯磨きの頻度が低い傾向がみられます。 

〇経済的に厳しい世帯ほど、子供が家以外で夕食を食べられる場所へのニーズが高くなっ

ています。 

 

 

経済的に厳しい世帯の子供の健康と生活習慣の改善のために、適切な医療アクセスの確保、

栄養バランスの取れた食事の提供と食育の推進、規則正しい生活リズムの確立支援、デジタ

ル機器の適切な使用に関する教育、口腔衛生の重要性の啓発、そして地域社会全体で子供の

食と居場所を支える取組の強化が重要です。 
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普段朝食をとるか 

 

子供の健康状態 
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6.9 

5.6 

6.4 

12.2 

10.4 

3.2 

2.0 

3.9 

7.8 

7.5 

5.5 

3.3 

6.8 

11.2 

7.5 

1.5 

1.0 

1.9 

3.0 

3.2 

3.8 

2.8 

4.3 

4.8 

6.0 

1.4 

1.1 

1.6 

2.6 

2.6 

0.8 

0.4 

1.0 

1.1 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=2,095）

所得段階Ⅰ

（n=964）

所得段階Ⅱ

（n=697）

所得段階Ⅲ

（n=230）

経済的困難世帯

（n=348）

全体

（n=1,677）

所得段階Ⅰ

（n=825）

所得段階Ⅱ

（n=486）

所得段階Ⅲ

（n=188）

経済的困難世帯

（n=268）

いつも食べる（週に５日） 食べるほうが多い（週に３、４日）

食べないほうが多い（週に１、２日） いつも食べない

不明・無回答

【小学５年生】

【中学２年生】

57.2 

62.6 

53.7 

49.6 

51.4 

49.0 

52.0 

47.1 

38.8 

41.4 

17.0 

16.9 

18.1 

16.1 

14.9 

20.3 

20.1 

21.4 

21.3 

20.1 

19.9 

15.9 

20.8 

29.1 

26.7 

18.5 

17.7 

18.7 

21.3 

20.1 

2.8 

2.2 

3.9 

2.2 

3.2 

7.3 

5.7 

8.6 

9.0 

9.3 

0.7 

0.5 

0.9 

0.9 

0.3 

2.2 

2.2 

1.4 

4.8 

6.0 

2.4 

2.0 

2.7 

2.2 

3.4 

2.7 

2.3 

2.7 

4.8 

3.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=2,095）

所得段階Ⅰ

（n=964）

所得段階Ⅱ

（n=697）

所得段階Ⅲ

（n=230）

経済的困難世帯

（n=348）

全体

（n=1,677）

所得段階Ⅰ

（n=825）

所得段階Ⅱ

（n=486）

所得段階Ⅲ

（n=188）

経済的困難世帯

（n=268）

よい どちらかといえばよい ふつう

どちらかといえばよくない よくない 不明・無回答

【小学５年生】

【中学２年生】
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③保護者の状況について 
〇経済的に厳しい世帯の保護者は、身体的・精神的健康状態が良好でない傾向が強くみら

れます。 

〇所得段階が低い世帯の保護者ほど、成人前の両親の離婚、親との関係での悩み、配偶者

からの暴力など、困難な過去の経験を持つ割合が高くなっています。 

〇経済的に厳しい世帯の保護者は、重要事項の相談や緊急時の金銭的援助について頼れる

人が少ない傾向があります。 

〇全体的に、学校からのお便りや行政の広報誌、家族や友人からの情報が主な情報源とな

っています。 

〇子供への支援として、進学や資格取得のための学習支援、経済的援助へのニーズが高く

なっています。 

〇保護者自身への支援として、子供の就学・通学費用の軽減、住居関連の支援、一時的な資

金借入れへのニーズが高くなっています。 

〇経済的に厳しい世帯ほど、自身の親から厳しいしつけや感情的な対応を受けた経験が多

い傾向があります。 

 

 

経済的に厳しい世帯の保護者と子供の幸せのために、保護者の心身の健康サポート、過去

のトラウマケア、社会的孤立を防ぐためのコミュニティ支援、効果的な情報提供システムの

構築、子供の教育機会確保のための経済的・学習支援、住居や生活資金に関する支援体制の

強化、そして適切な子育て支援と親子関係構築のためのプログラム提供が重要です。 
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保護者の健康状態 

 

 

重要な事柄の相談において頼れる人の有無 

 
  

58.7 

63.8 

57.5 

44.8 

48.0 

53.8 

58.5 

53.3 

45.7 

42.2 

21.8 

21.9 

19.9 

27.0 

21.8 

20.4 

21.5 

21.8 

21.3 

19.8 

13.5 

11.3 

16.2 

18.7 

21.3 

16.5 

15.3 

18.9 

18.1 

23.9 

3.8 

2.5 

4.9 

7.0 

7.5 

4.9 

3.5 

3.3 

13.8 

11.2 

0.5 

0.1 

0.4 

2.6 

1.4 

0.4 

0.0 

1.0 

0.5 

1.9 

1.6 

0.4 

1.0 

0.0 

0.0 

4.1 

1.2 

1.6 

0.5 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=2,095）

所得段階Ⅰ

（n=964）

所得段階Ⅱ

（n=697）

所得段階Ⅲ

（n=230）

経済的困難世帯

（n=348）

全体

（n=1,677）

所得段階Ⅰ

（n=825）

所得段階Ⅱ

（n=486）

所得段階Ⅲ

（n=188）

経済的困難世帯

（n=268）

よい まあよい ふつう あまりよくない よくない 不明・無回答

【小学５年生】

【中学２年生】

89.5 

94.2 

91.5 

87.4 

81.3 

89.1 

94.3 

91.8 

90.4 

85.4 

2.8 

2.5 

2.6 

5.7 

6.9 

2.7 

1.2 

5.1 

3.7 

7.5 

1.7 

1.5 

2.2 

1.7 

3.2 

2.6 

2.8 

2.1 

3.7 

3.4 

6.0 

1.9 

3.7 

5.2 

8.6 

5.6 

1.7 

1.0 

2.1 

3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=2,095）

所得段階Ⅰ

（n=964）

所得段階Ⅱ

（n=697）

所得段階Ⅲ

（n=230）

経済的困難世帯

（n=348）

全体

（n=1,677）

所得段階Ⅰ

（n=825）

所得段階Ⅱ

（n=486）

所得段階Ⅲ

（n=188）

経済的困難世帯

（n=268）

頼れる人がいる いない そのことでは人に頼らない 不明・無回答

【小学５年生】

【中学２年生】
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９ 課題のまとめ 

（１）将来への希望と定住意向の向上 

総人口は平成 31 年から令和６年までの５年間で約 12,962 人減少し、特に０〜14 歳の年

少人口は 3,454 人減少しています。また、20〜34 歳の若年層で顕著な転出超過がみられて

います。 

地域の魅力向上と子育て環境の改善を図るとともに、少子化に歯止めをかけるためにも、

若者が将来に対する希望と安心感を持てるよう、就労・結婚・出産・子育てに対する切れ目

のない支援の拡充や、若者の将来設計を支援する経済支援の強化が必要です。 

 

（２）多様な家族形態への支援強化 

核家族化により、18 歳以下の子供のいる世帯のうち、夫婦と子供のみの世帯の割合が増

加しています。また、ひとり親世帯比率も高い水準で推移しています。 

ひとり親家庭を含む子育て家庭への経済的支援、就労支援、生活支援等の包括的支援、

延長保育、病児・病後児保育、休日保育などの多様な保育サービスの拡充、さらに地域全体

で子育てを支援する体制の充実が求められています。特に、共働き家庭の増加に対応した

保育環境の充実が必要です。 

 

（３）子育て世帯の経済的負担軽減 

子育て世帯の経済的負担軽減は継続的な課題となっており、社会経済情勢の変化に伴い

子育てにかかる費用負担が増大するなど、深刻となっています。 

経済的な不安定さが少子化の一因となっていることからも、子育て関連の経済的支援制

度の拡充と周知徹底を図るとともに、国や県の施策と連携しながら、高等学校等への進学

支援や子供の貧困対策、教育機会の格差解消に向けた取組を推進することが必要です。 

 

（４）子育て支援サービスの質的向上と利用促進 

保育士の確保と定着の困難さ、支援サービスの認知度不足と利用率の低さが課題となっ

ています。保育士の確保と定着に向けた取組や、より効果的な制度の周知方法の確立が必

要です。また、ＩＣＴを活用した支援サービスの拡充や、感染症蔓延等の緊急時にも対応

可能な柔軟なサービス提供体制の構築も重要です。 

また、妊娠中や産後の母親に対するメンタルヘルスケアの充実、保護者のストレス軽減

のため、こども家庭センター等において、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援

体制の強化が求められます。さらに、子育て支援に関する情報へのアクセスのしやすさを

向上させ、支援が必要な人に情報が確実に届く仕組みづくりが必要です。 
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（５）子供の健康と発達支援の強化 

発達支援が必要な子供への早期対応、子供の生活習慣の乱れ、子供の貧困対策が重要な

課題です。 

５歳児相談事業の改善などによる発達支援システムの強化、食育の推進と健康的な生活

習慣の形成支援、学習支援や居場所づくりなどの貧困対策の総合的な推進が求められます。 

子供の権利を尊重し、安心して学校生活を送れる環境づくりも必要です。加えて、デジ

タル社会における子供の健全な成長を支援するため、情報リテラシー教育の充実も求めら

れています。 
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第３章 計画の基本的な方向 

１ 計画の基本理念 

みんなで子育て 子どもが健やかにきらきらと育つまち 

和歌山市 
 

本市では、これまでの子供・子育て支援施策を通じて、保育サービスや小児医療体制、教

育環境など、子供の成長を支える基盤の充実に努めてきました。 

しかしながら、社会情勢の変化に伴い、新たな課題も浮き彫りとなっています。共働き家

庭の増加や女性の就労率の上昇により、多様な保育ニーズや放課後児童クラブ（若竹学級）

等へのニーズが高まっています。また、少子高齢化や人口減少が進む中、子育て世代におい

ては、定住意向が低下し、子育て環境がよくないと感じる人の割合が増加しています。この

ような状況を踏まえ、子供の成長段階に応じたきめ細かな支援、保育・教育環境の改善、経

済的支援、またそういった支援情報が市民に確実に届く仕組みづくりが必要です。 

本計画では、前回計画に引き続き、教育環境の整備や子育て支援の充実を通じて、定住を

促進していくという視点に立ち、今後も安心して子供を生み育てることのできる環境をつく

るとともに、子供が健やかに成長できる環境を整え、住みやすいまち・住んでよかったまち

を目指し、「みんなで子育て 子どもが健やかにきらきらと育つまち 和歌山市」を基本理念

として定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

乳児期 

妊娠期 

子育て期 

幼児期 

学童期 

青年期 

みんなで子育て 

子どもが健やかにきらきらと育つまち 

和歌山市 
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２ 計画の基本目標 

基本目標１：子供の健やかな成長を支える母子保健事業の拡充 

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援体制を強化し、保護者のメンタルヘルス

ケアを含む包括的な母子保健事業を提供します。また、子供の健康と発達支援を充実させ、

早期発見・早期対応の体制を整備します。 

 

基本目標２：安心して子育てができる環境整備の充実 

多様化する家族形態やライフスタイルに対応した子育て支援サービスの拡充と、地域全

体で子育てを支える仕組みづくりを進めます。また、ワーク・ライフ・バランスの実現に向

けた取組を推進し、誰もが安心して子育てできる社会の実現を目指します。  

子育てに関する相談支援体制を充実させるとともに、子育て中の家庭が必要とする様々

な情報を確実に得られるよう、スマートフォンアプリやＳＮＳ等も活用しながら、効果的

な情報発信に取り組みます。 

 

基本目標３：質の高い就学前教育・保育事業の提供 

保育士の確保に向け、保育士の負担軽減に向けた施策を引き続き検討し、就学前教育・ 

保育の質的向上を図ります。また、子供・子育て支援機能強化に係る施設整備や子育て関 

連施設の環境改善の実施により、子供が利用する施設環境を整えます。 

 

基本目標４：様々な家庭への包括的支援の強化 

経済的支援、就労支援、生活支援等を包括的に提供し、特にひとり親家庭や配慮が必要

な家庭への支援を引き続き実施します。また、子育て世帯の経済的負担軽減に向けた支援

制度の拡充と周知徹底に努めます。 

 

基本目標５：子供・若者の健全育成と自立支援の推進 

いじめや不登校、児童虐待、ひきこもり等の児童の生活にまつわる諸課題に対し、カウ

ンセリング等適切な対応を行い、学校や関係機関と連携しながら支援体制を構築し、子供・

若者の健全な育成を支援します。また、職場体験活動等のキャリア教育を通じて、自立心

と社会貢献意識を育むとともに、ＩＣＴの活用や多様な体験学習の機会を通じて、変化す

る社会に適応し、次世代を担う人材の育成を目指します。 
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基本目標６：子供の貧困対策と教育機会確保の徹底 

子供の貧困対策として、学習支援をはじめ、生活支援、保護者の就労支援、経済的支援、

居場所づくりを推進します。高等学校等への進学支援を含め、教育を受ける機会の格差解

消に取り組みます。また、貧困の連鎖を断ち切るため、支援が必要な家庭を早期に発見し、

行政等の適切な支援機関につなげる仕組みを構築します。 

 

基本目標７：多方面からの少子化対策の実施 

長期的な少子化に対処するためにも、若者が将来に対する希望と安心感を持てるよう、

若者に向けた就職支援や個人の自由意志を尊重した結婚支援、経済的支援を行います。ま

た、共働き世帯の増加に伴うニーズを汲み取り、性別問わず仕事と子育ての両立が実現で

きるよう、地域社会全体で、子育てしやすい環境を整えます。 
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２ 安心して子育てが 

できる環境整備の充実 

（１）子育ての負担感を軽減する支援 

（２）地域における子育て支援の充実 

（３）仕事と子育ての両立の推進 

（４）子育て関連の情報提供と不安感を 

やわらげる相談支援 

６ 子供の貧困対策と 

教育機会確保の徹底 

（１）教育支援の充実 

（２）生活支援の強化 

（３）保護者に対する就労支援 

（４）経済的支援の拡充 

３ 計画の施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 子供の健やかな成長を

支える母子保健事業の

拡充 

３ 質の高い就学前教育・

保育事業の提供 

（１）幼児教育・保育の質の向上 

（２）保育施設の整備と待機児童解消 

（３）多様な保育サービスの提供 

４ 様々な家庭への包括的

支援の強化 

(１）ひとり親家庭への支援 

(２）障害のある子供と家庭への支援 

(３）その他支援が必要な子供と家庭への 

,支援の充実 

(４）児童虐待防止対策の推進 

５ 子供・若者の健全育成

と自立支援の推進 

（１）子供の権利擁護と人権教育の推進 

（２）家庭教育支援の充実 

（３）学校教育の充実と教育環境の整備 

（４）青少年の健全育成 

（５）困難を有する子供・若者への支援 

（６）若者の就労支援とキャリア教育 

（７）健康教育と生命の安全教育の推進 

み
ん
な
で
子
育
て 

子
ど
も
が
健
や
か
に
き
ら
き
ら
と
育
つ
ま
ち 

和
歌
山
市 

（１）妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない

支援 

（２）母子の健康支援と疾病予防 

（３）子供の健康と発達支援 

（４）食育の推進 

（５）周産期・小児医療体制の充実 

 

教育・保育事業等の充実 

１ 教育・保育提供区域の設定 

２ 教育・保育の量の見込み及び提供体制の 

確保の内容 

３ 幼児期の学校教育・保育の一体的提供及び

当該学校教育・保育の推進に関する体制の

確保の内容 

４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み

及び提

７ 多方面からの 

少子化対策の実施 

（１）出産支援及び子育て世帯への支援の充実 

（２）結婚・新生活支援 
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第４章 子供・子育て施策の展開 

基本目標１ 子供の健やかな成長を支える母子保健事業の拡充 

（１）妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援 

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援体制を構築し、子供の健やかな成長と、

親子ともに幸せを実感できる社会の実現を目指します。 

こども家庭センターを中心に保健センターや関係機関との連携を強化し、妊産婦の健康

管理支援や産前・産後ケアの充実、さらには育児支援の強化を図ります。 

 

No. 施策名 内容 備考 

１ 

こども家庭

センター母

子保健部門

事業（妊婦等

包括相談支

援事業） 

市内４か所の保健センター内に設置し、妊娠届出の受

理及び母子健康手帳等の交付を行うとともに、助産師

等の専門職による面接を実施し、妊産婦及び乳幼児に

包括的な支援を行います。 

また、妊娠７か月頃の妊婦に対してアンケートを実施

し、希望者には出産までに面談を行います。 

【担当課】 

地域保健課 

【事業対象】※6 

 

 

２ 

こども家庭

センター運

営事業 

こども家庭センターでは、妊娠期から子育て期までの

切れ目のない支援を一元的に提供し、相談対応、情報

提供、関係機関との連携調整などを行います。 

特に支援を必要とする家庭に対しては、個別の支援計

画（サポートプラン）を作成し、継続的なフォローア

ップを実施します。 

【担当課】 

こども家庭センター 

【事業対象】 

 

 

３ 
妊産婦健康

診査 

妊産婦健康診査費用の一部を公費負担することで、全

ての妊産婦が適切な健康管理を行えるよう支援しま

す。また、妊娠届出時には、健康診査の重要性を説明

することで、受診を推奨します。 

さらに、従来の検査項目に加え、新生児聴覚検査及び

１か月児健康診査の公費負担を検討します。 

【担当課】 

地域保健課 

【事業対象】 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   

※6 事業対象：乳児期、幼児期、学童期、青年期、妊娠期、子育て期の６つのライフステージに対し

て、それぞれの事業がどのライフステージに対する事業かを示しています。 

（塗りつぶされたアイコンが対象） 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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４ 

助産施設入

所事業の実

施 

保健上必要があるにも関わらず、経済的理由により入

院助産を受けることができない妊産婦に対し、助産施

設での入院・出産を支援します。また、関係機関と連

携した取組を進めます。 

【担当課】 

こども家庭センター 

【事業対象】 

 

 

５ 

妊産婦・母

性・女性の健

康支援 

保健センターの総合相談窓口や健康相談等において

女性の健康に関する相談を実施します。 

また、妊娠届の受付時等に保健師・助産師が全員に面

接を行い、健康相談を実施します。 

引き続き、妊娠初期からの支援体制の充実に努めま

す。 

【担当課】 

地域保健課 

【事業対象】 

 

６ 
産後ケア 

事業 

産後１年未満の母子を対象に、宿泊型・デイサービス

型の産後ケアを継続して実施します。加えて、より多

くの母子が利用しやすいよう、アウトリーチ型（訪問

型）の産後ケアの実施を検討します。 

医療機関等と連携し、心身のケアや育児サポート、授

乳指導等を行い、産後の不安解消と育児負担の軽減を

図ります。 

【担当課】 

地域保健課 

【事業対象】 

 

７ 

こんにちは

赤ちゃん事

業・新生児訪

問指導 

助産師等の訪問員が、乳児がいる全ての家庭を訪問

し、育児等に関する様々な不安や悩みを聞き相談に応

じるとともに、子育て支援に関する必要な情報提供等

を行います。 

また、希望者に対し、助産師や保健師による新生児訪

問指導を行います。 

【担当課】 

地域保健課 

【事業対象】 

 

８ 妊婦教室 

出産を迎える妊婦及びその家族等を対象に、妊娠・出

産・育児に関する正しい知識の普及を図る妊婦教室を

各保健センターで実施します。 

妊娠・出産・育児に関する正しい知識の普及を図ると

ともに沐浴実習や妊婦体験等を実施し、前向きに出

産・育児に臨めるよう支援を行います。 

【担当課】 

地域保健課 

【事業対象】 

９ 
育児支援 

事業 

各保健センターにて０歳児及び多胎児を対象にした

育児支援事業を開催します。 

また、子育て支援拠点施設等、地域に出向いての育児

相談を行います。 

子育て中の親子が孤立することなく、交流を図り、地

域で仲間づくりができるように支援します。 

子供の成長発達や子育てに関する知識の普及啓発を

図り、育児に対する悩みや不安の軽減に努めます。 

【担当課】 

地域保健課 

【事業対象】 

 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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10 

養育支援訪

問事業の 

充実 

母子保健事業や関係機関からの連絡・通告等により把

握され、養育支援が必要と判断された家庭に対し、こ

ども家庭センターを中心に、関係機関と連携を図りな

がら、育児負担の軽減及び児童虐待の未然防止、予防

のための支援を行います。 

また、保護者の病気や障害などの理由により、家事や

育児が十分でない家庭に対し、ヘルパーを派遣し、ヘ

ルパーと一緒に作業することで、保護者の家事能力や

育児能力の向上を図ります。 

児童福祉と母子保健の連携がより必要な家庭に対し

て、支援内容を記載したサポートプランを作成しま

す。支援機関と保護者で共有することで、課題や問題

点の明確化を行い、支援につなげやすくします。 

【担当課】 

地域保健課 

こども家庭センター 

【事業対象】 

 

11 

妊産婦・乳幼

児の訪問指

導 

家庭訪問を必要とする対象者に対し、継続的な訪問を

行い、個々の世帯に応じた支援を行います。 

支援を要する対象者の家庭環境や問題点を把握し、虐

待等の発生を未然に防ぎます。 

【担当課】 

地域保健課 

【事業対象】 

 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

２ 
こども家庭センター 

運営事業 

サポートプランの 

作成数 
 - ３０％ 

３ 妊産婦健康診査 受診率 98.7％ 100％ 

７ 
こんにちは赤ちゃん 

事業・新生児訪問指導 
訪問率 86.9％ 100％ 

８ 妊婦教室 実施回数 22回 24回 

９ 育児支援事業 実施回数 45回 100回 

 

 

〇出産のしんどさを相談できるところが知りたい。 

 ⇒No.１「こども家庭センター母子保健部門事業（妊婦等包括相談支援事業）」において、「助

産師等の専門職による面接を実施し、妊産婦及び乳幼児に包括的な支援を行います。」としてい

ます。 

〇就園前から青年期まで、どのステージにあっても、気軽に相談できるところを知りたい。 

 ⇒No.２「こども家庭センター運営事業」において、「こども家庭センターでは、妊娠期から子

育て期までの切れ目のない支援を一元的に提供し、相談対応、情報提供、関係機関との連携調整

などを行います。」としています。 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

子育て当事者の意見 
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（２）母子の健康支援と疾病予防 

母子の健康支援と疾病予防を目指し、妊娠期から乳幼児期まで包括的な取組を展開しま

す。妊婦の禁煙・禁酒啓発、予防接種率の向上、乳幼児に対しては、定期的な歯科健診と保

健指導を通じて、むし歯予防と口腔機能の向上に取り組みます。 

乳幼児の事故防止に向けた啓発活動を推進し、家庭内での安全確保と応急処置の知識普

及を推進します。 

 

No. 施策名 内容 備考 

12 

妊婦の禁煙・

禁酒の啓発・

指導 

母子手帳交付時にチラシを配布し情報提供するとと

もに各保健センターで実施している妊婦教室におい

てもチラシを配布し、禁煙・禁酒の啓発・指導を実施

します。 

また、パートナーへの働きかけも強化し、妊婦の禁煙・

禁酒をサポートする環境づくりを推進します。 

【担当課】 

地域保健課 

【事業対象】 

 

13 予防接種 

接種医療機関や学校等、関係機関との関係を強化し、

連携・情報共有を密に行い、定期予防接種の接種率向

上を図ります。 

麻しん・風しん混合（ＭＲ）ワクチンについては、海

外からの輸入症例を契機とした感染拡大を防ぐため、

未接種者への個別勧奨を強化します。 

【担当課】 

保健対策課 

【事業対象】 

 

14 

乳幼児歯科

健診及びむ

し歯予防の

充実 

１歳６か月児健診及び３歳児健診において、歯科健

診、歯科保健指導を実施します。 

また、２歳６か月児を対象に、歯科健診とともに歯科

保健指導を強化し、歯磨き習慣の形成やよい食習慣、

また口腔機能についての指導を各保健センターで実

施し、多数のむし歯がある幼児を減らすことに努めま

す。 

【担当課】 

地域保健課 

【事業対象】 

 

15 

乳幼児の事

故防止に向

けた取組の

充実 

乳幼児健康診査や健康教育、家庭訪問等の様々な機会

を通し、発達段階に応じた事故予防の啓発を行いま

す。 

保健指導やパンフレットの配布を通して、乳幼児にと

っての家庭内での危険な場所やもの（潜在的なものも

含む）などについての理解を深め、事故予防の啓発を

推進します。 

乳幼児の家庭内における事故予防や心肺蘇生法等に

関する正しい知識・技術の普及・啓発に努めます。 

【担当課】 

地域保健課 

【事業対象】 

 

 

 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

12 
妊婦の禁煙・禁酒の 

啓発・指導 

妊婦の喫煙率 2.9％ 0％ 

妊婦の飲酒率 0.6％ 0％ 

14 
乳幼児歯科健診及び

むし歯予防の充実 

むし歯のない幼児 

（３歳児）の割合 
90.4％ 95.0％ 

 

 

（３）子供の健康と発達支援 

全ての子供が健やかに成長できる環境づくりを目指し、乳幼児期から学齢期まで一貫し

た支援体制を構築します。定期的な健康診査と発達相談を通じて、疾病や発達課題の早期

発見・早期対応を推進し、個々の子供の成長に応じたきめ細かな支援の提供、保護者の育

児不安軽減と良好な親子関係構築に向けた取組を強化します。さらに、教育・保育機関と

連携し、就学前後の切れ目のない支援を実現します。 

 

No. 施策名 内容 備考 

16 
乳幼児健康

診査事業 

４か月児、10 か月児、１歳６か月児、３歳児に対する

健康診査を各保健センターで実施し、疾病や障害の早

期発見及び乳幼児の心身の健全な発育・発達を促すと

ともに、保護者の育児不安の軽減を図ります。 

健診未受診者に対しては、電話や訪問等で状況把握を

行い、対象児の全数把握に努めます。 

出産後から就学前までの切れ目のない健康診査の実

施体制づくりを目指すため、１か月児健診や５歳児健

診の導入を検討し、健診体制の充実を図ります。 

【担当課】 

地域保健課 

【事業対象】 

 

17 
乳幼児発達

支援の充実 

心理面・行動面の発達に気がかりな乳幼児とその保護

者に対し、適切な指導を行うことにより子供の発育・

発達を促し良好な親子関係の構築と育児不安の軽減

を図るため、個別の発達相談を実施するとともに親子

遊びを通じた集団指導を各保健センターで実施しま

す。 

発達相談の結果、必要に応じて経過観察を継続し、状

況に応じて児童発達支援センターや医療機関等、関係

機関を紹介します。 

【担当課】 

地域保健課 

【事業対象】 

 

 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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18 
５歳児相談

事業 

市内の幼稚園・保育所・認定こども園等に通う年長児

を対象に、各園を巡回訪問して子供の行動観察を行

い、必要に応じて個別の発達相談を実施し、発達障害

の早期発見と円滑な就学につなげることを目指しま

す。 

また、夏に幼稚園・保育所・認定こども園の５歳児担

当先生と市立小学校１年生担任を対象とした研修会

を実施します。５歳児健診の実施を含め実施方法を検

討します。 

【担当課】 

地域保健課 

学校支援課 

保育こども園課 

【事業対象】 

 

19 
学校定期健

康診断事業 

小・中学校等においては、保健調査や健康観察等から

児童生徒の健康状態を把握し、健康診断を実施してそ

の結果に基づき治療勧奨をするとともに、健康相談等

を活用し、健康の保持・増進に努めます。 

市医師会学校医部会や市歯科医師会と連携し、指導助

言を受け、協力を得ながら実施します。 

【担当課】 

保健給食管理課 

【事業対象】 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

16 乳幼児健康診査事業 受診率 98.3％ 100％ 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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（４）食育の推進 

妊娠期から子育て期までの切れ目のない食育支援体制を構築し、健康的な食習慣の形成

を目指します。マタニティクッキング教室や離乳食講習会の開催、乳幼児健康診査時の栄

養指導など、各ライフステージに応じた食育を推進します。 

妊婦とそのパートナー、乳幼児を持つ家庭が適切な食生活の知識と実践方法を学び、家

庭における食育の定着を促進します。 

 

No. 施策名 内容 備考 

20 

マタニティ

クッキング

教室 

妊婦とそのパートナーを対象に、妊娠中の食生活の重

要性を普及・啓発するとともに、将来の生活習慣病予

防につながる食生活について学ぶ機会を提供するこ

とを目的として、各保健センターにおいてマタニティ

クッキング教室を開催します。 

妊娠中だけでなく、食事は生涯を通じた健康づくりに

つながるため、対象者の食に関する意識や、教室に対

するニーズを把握し、内容の充実を図ります。 

【担当課】 

地域保健課 

【事業対象】 

 

21 
離乳食講習

会 

離乳食に関する必要な知識の普及を図るため、妊産婦

や乳児を持つ家庭を対象に、各保健センターで離乳食

講習会を開催し、子供の発育・発達を促し、育児不安

の軽減に努めます。 

離乳食の進め方などの動画をホームページで掲載す

るなど、ＳＮＳを使った啓発を充実させます。 

【担当課】 

地域保健課 

【事業対象】 

 

22 

妊産婦、乳

幼児の食育

の推進 

栄養士による相談・指導を、乳幼児健康診査事業、離

乳食講習会、育児支援事業、妊婦教室等で行うことで、

家庭での食事を通じた健康づくりの支援を行います。 

また、それらの機会に望ましい食生活に関する資料・

情報の提供を行います。 

【担当課】 

地域保健課 

【事業対象】 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

20 
マタニティ 

クッキング教室 
実施回数 ４回 ４回 

21 離乳食講習会 実施回数 16 回 16回 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 



 

78 

（５）周産期・小児医療体制の充実 

子供の急病や妊娠・出産に関する不安を軽減し、全ての子供と家族が健康で安心して生

活できる環境を整備します。 

また、医療機関や関係機関との連携を強化することで、地域全体で子供と家族の健康を

支える体制を構築します。 

 

No. 施策名 内容 備考 

23 

小児救急医

療体制の充

実 

和歌山市夜間・休日応急診療センターにおける市民サ

ービスの向上に寄与し、市報、ラジオ、ホームページ

等を活用し情報提供を行います。 

感染症等の流行による受診者数の増加に応じて、夜

間・休日応急診療センターの診療体制を強化するなど

柔軟に対応します。 

和歌山市夜間・休日応急診療センターとの連携を継続

し、救急医療体制の確保に努めます。 

【担当課】 

総務企画課 

【事業対象】 

 

24 

周産期ネッ

トワーク事

業 

限られた医療資源を効果的に活用するため、分娩医療

機関、健診医療機関とのセミオープンシステムでの役

割分担を図り、安定的な周産期医療体制の確保に努め

ます。 

周産期に関連する医療機関と保健所・保健センター・

各市町村・県・地域の関係機関との協議会を開催し、

情報共有や連携を図ります。 

【担当課】 

総務企画課 

【事業対象】 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

23 
小児救急医療体制の

充実 

小児救急医療の 

満足度 
80.5％ 90％ 

 

 

〇産院が減っている。安心して子供を産める・子育てできる医療受診体制を整えてほしい。 

 ⇒No.24「周産期ネットワーク事業」において、安定的な周産期医療体制の確保について記載し

ています。 

 

  

乳 幼 学 青 
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基本目標２ 安心して子育てができる環境整備の充実 

（１）子育ての負担感を軽減する支援 

保護者の就労支援や育児負担の軽減を図るとともに、子供たちの健やかな成長を支援し

ます。さらに、各事業の利用促進や広報活動の強化により、支援を必要とする全ての家庭

にサービスが行き届くよう努めます。 

 

No. 施策名 内容 備考 

25 
一時預かり

事業の充実 

申請手続きの簡素化や利用者負担軽減事業の実施に

より、保護者の利便性向上と経済的負担の軽減を図り

ます。 

多様なニーズに対応できるよう、一時預かり事業の充

実に努めます。 

【担当課】 

保育こども園課 

【事業対象】 

 

26 

夜間養護等

事業の充実

（トワイラ

イトステイ） 

保護者が仕事により夜間や休日に家庭で子供を養育

できない場合、児童養護施設で子供を預かり、食事等

の提供を行います。 

【担当課】 

こども家庭センター 

【事業対象】 

 

 

27 

短期入所生

活援助事業

（ショート

ステイ）の充

実 

保護者が病気、出産、介護、レスパイト等で一時的に

養育が困難になったとき、子供を児童福祉施設等で一

時的に預かり、生活の援助を行います。 

【担当課】 

こども家庭センター 

【事業対象】 

 

 

28 

ファミリー・

サポート・セ

ンター事業 

スタッフ会員数の増加に努め、より一層安心・安全で

利用しやすい制度になるよう努めます。 

さらなる広報等に努め、利用者を増やすことで、子育

て世帯のサポートを行い、子育て環境日本一に向け充

実を図ります。 

【担当課】 

子育て支援課 

【事業対象】 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

25 一時預かり事業の充実 実施か所数 36か所 37か所 

26 夜間養護等事業の充実 延べ利用人数 10 人 210人 

27 
短期入所生活援助事業

の充実 

延べ利用人数 167人 290人 

延べ利用日数 358日 630日 

28 
ファミリー・サポート・ 

センター事業 

依頼会員数 1,073人 1,000人※ 

提供会員数 374人 400人 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 
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〇毎月の一時預かり申請のために窓口に行くが、すごく並んでいて、子供を連れながら行く

のがしんどい。ネット申請にできないか。 

 ⇒No.25「一時預かり事業の充実」において、「申請手続きの簡素化～により、保護者の利便性

向上～を図ります。」としました。 

 

（２）地域における子育て支援の充実 

子育て家庭の孤立防止、世代間交流の促進、子供の健全な発達支援を図るとともに、地

域社会全体で子育てを支える体制の構築を目指します。コミュニティ・スクールを通じた

学校と地域の連携強化や、児童館の運営を通じた子供の健全育成を推進します。 

また、子供・子育て支援機能強化に係る施設整備や子育て関連施設の環境改善の実施に

より、子供が利用する施設環境を整えます。 

 

No. 施策名 内容 備考 

29 

地域子育て

支援拠点 

事業 

主に未就園児とその保護者を対象に、子供や親同士の

交流の場を提供し、育児相談や子育て支援に関する情

報提供等を行うことで、子育て家庭の孤立を防ぎま

す。 

ＳＮＳや健診時でのチラシ配布等により認知度向上

に取り組みます。 

【担当課】 

子育て支援課 

【事業対象】 

 

30 

三世代同居・

近居促進 

事業 

三世代で新たに同居又は近居するための住宅を取得

する場合や同居するための住宅をリフォームする場

合に、費用の一部を助成します。 

事業の適切な広報を行うことで、和歌山市への移住・

定住の促進や親子の孤立を防ぎます。 

【担当課】 

子育て支援課 

【事業対象】 

 

31 

和歌山信愛

短期大学と

の連携によ

る地（知）の

拠点事業 

和歌山信愛短期大学に設置されている、「木のおうち」

での親子の交流の場の提供や子育て広場の開催等を

連携して実施します。 

「木のおうち」での受入世帯の規模等運営について、

大学側と協議し、より充実したサービスの提供を図る

とともに、次世代の子育て支援人材の育成にもつなげ

ます。 

【担当課】 

こども家庭センター 

【事業対象】 

32 

認定こども

園及び保育

所の園庭開

放 

各園において随時園庭開放を実施し、認定こども園及

び保育所の子供と地域の子供がふれあいながら遊び、

交流を図る機会を提供します。 

園庭開放を通じて、地域の子育て家庭への相談支援や

情報提供の機会としても活用し、地域に開かれた子育

て支援の拠点としての機能を強化します。 

【担当課】 

保育こども園課 

【事業対象】 

 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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33 
保育所等地

域活動事業 

各園において、行事やレクリエーションを通して、地

域の方々との世代間・異年齢児による交流ができる機

会を創出します。 

子供たちの社会性や思いやりの心を育むとともに、地

域全体で子育てを支える意識の醸成を図ります。 

【担当課】 

保育こども園課 

【事業対象】 

 

34 

市立幼稚園

「未就園児

のつどい」の

開催 

幼稚園が家庭や地域社会との連携を深め、幼稚園の機

能や施設を開放し、未就園児の保育活動など地域にお

ける子育て支援活動の推進を図ります。 

【担当課】 

学校教育課 

【事業対象】 

 

 

35 
地域等子育

て連携事業 

本町子育てパークや砂山ほんわカフェ等を活用し、遊

びを通して親子間の良好な関係の構築を促進すると

ともに、同年代の子供を育てる保護者同士の交流の場

を提供し、仲間づくりを支援します。 

また、気軽に相談できる環境を提供します。 

【担当課】 

こども家庭センター 

【事業対象】 

 

 

36 

子供や親子

の交流の場

づくり事業 

子供や親子を対象にした講座や教室を開催すること

で、コミュニティセンター等を子供や子育て世代の交

流の場や居場所づくりとして活用します。 

各種講座や教室を通して、子供や親子の交流の場とし

て活用し、居場所づくりに努めます。 

【担当課】 

生涯学習課 

【事業対象】 

 

37 

地域ととも

にある学校

づくり 

各学校がコミュニティ・スクールを通して家庭や地域

社会と連携・協働しながら子供たちの成長を支え「地

域とともにある学校づくり」を進めます。 

また、学校運営に地域の声を積極的に生かし、地域と

一体となって特色ある学校づくりを進めます。 

【担当課】 

学校教育課 

【事業対象】 

 

38 
児童館の 

運営 

子供に健全な遊びを提供し、人間関係の育成に努め、

健康の増進や情操を豊かにすることを推進します。 

【担当課】 

子育て支援課 

【事業対象】 
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■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

29 
地域子育て支援 

拠点事業 
延べ利用者数 103,630人 100，400人※ 

30 
三世代同居・ 

近居促進事業 
助成件数 22件 12件※ 

33 
保育所等地域活動 

事業 
実施か所数 60か所 60か所 

34 
市立幼稚園「未就園児

のつどい」の開催 
参加者人数 1,130人 1,400人 

35 
地域等子育て連携 

事業 
参加世帯数  2，030世帯 2，300世帯 

36 
子供や親子の 

交流の場づくり事業 
開催回数 231回 200回※ 

37 
地域とともにある 

学校づくり 

学校開放月間中の 

来校者数 
26,213人 37,000人 

38 児童館の運営 延べ利用児童数 46,088人 60,000人 

 

 

 

〇子育てするにあたって悩みを話したり一緒に楽しめるような親同士、子同士が交流できる

機会があればいい。 

 ⇒No.29「地域子育て支援拠点事業」、No.31「和歌山信愛女子短期大学との連携による地（知）

の拠点事業」、No.35「地域等子育て連携事業」、No.36「子供や親子の交流の場づくり事業」に

おいて、親子の交流の場について記載しています。 

 

 

〇園庭は囲いがあり、安心安全に子供を遊ばせられるとてもいい遊び場だと思っている。園

庭解放の一覧の情報を周知してほしい。 

 ⇒No.32「認定こども園及び保育所の園庭開放」において、園庭開放について記載しています。

また令和6年度より、市ホームページでも一覧を掲載しています（ページ番号 1060408）。 

 

 

  

大学生の意見 

子育て当事者の意見 
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（３）仕事と子育ての両立の推進 

家庭、職場、地域社会など、あらゆる分野での男女共同参画を推進し、多様性を尊重する

社会の構築を目指します。ワーク・ライフ・バランスの実現により、誰もが仕事と家庭生活

を両立できる環境づくりに努めます。 

 

No. 施策名 内容 備考 

39 
男女平等意

識の啓発 

講座・セミナーの開催、情報誌やホームページ、ＳＮ

Ｓを活用し幅広い世代を対象に性別による役割分担

意識の解消と男女平等に関する意識啓発を行います。 

学校教育においては、道徳の授業等を通じ、教育活動

全体で発達段階に応じて指導を行います。 

 

【担当課】 

男女共生推進課 

学校支援課 

【事業対象】 

 

40 

男女共同参

画推進行動

計画に基づ

く施策の推

進 

和歌山市男女共同参画推進行動計画に基づき、男

女共同参画に関する様々な施策を継続して推進し

ます。 

男女共同参画推進行動計画の進捗状況を確認し、男女

共生推進協議会において委員の意見を参考にした上

で計画に基づき、各種様々な取組を行います。 

【担当課】 

男女共生推進課 

【事業対象】 

 

41 
学校行事へ

の参加促進 

学校行事に保護者の参加を呼びかけ、学校教育や児童

生徒の学校生活に対して関心を持つように促します。 

保護者向けのプログラムの検討や、参加しやすい

日程設定など、保護者が参加しやすい環境づくり

に努めます。 

【担当課】 

学校教育課 

【事業対象】 

 

42 

みんなで子

育て推進事

業 

主に夫婦や子育て中の方を対象に、夫婦・家族が協力

して家事・育児を行うことの大切さについて考えるき

っかけづくりとなるようなワークショップやセミナ

ー（家計改善や子育てとお金に関するものを含む）を

行います。 

【担当課】 

子育て支援課 

【事業対象】 

 

43 

企業・事業者

に対するワ

ーク・ライ

フ・バランス

の普及・啓発 

仕事と家庭生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）

の考え方に加え、職場環境整備のための助成金やくる

みん認定制度等の各種制度について、企業向けの研修

会や就職支援事業など、多様な機会を通じて周知・啓

発します。 

【担当課】 

産業政策課 

【事業対象】 

 

44 

男性の育児

休暇取得の

推進 

男性の育児休暇取得の推進のため、企業向けの研修会

や就職支援事業など、多様な機会を通じて育児・介護

休業法やくるみん認定制度等の普及・啓発に努めま

す。 

【担当課】 

産業政策課 

【事業対象】 
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45 

女性の就労

の機会と場

の拡大 

女性の再就職や就労に必要な能力開発、技能取得に関

する講座を開催します。また、女性の就労の機会を提

供するため、託児付きの合同企業説明会を開催しま

す。 

【担当課】 

男女共生推進課 

産業政策課 

【事業対象】 

 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

39 男女平等意識の啓発 
道徳・各教科活動に 

おける指導率 
100％ 100％ 

40 

男女共同参画推進行

動計画に基づく施策

の推進 

目標達成率 99.5％ 100％ 

41 
学校行事への 

参加促進 

小・中学校休日学校行

事の実施率 
51.4％ 100％ 

42 
みんなで子育て推進

事業 

夫婦・パートナーで仕事

と子育ての両立につい

て考えるきっかけとな

った参加者の割合 

90.7％ 100％ 

43 

企業・事業者に対する

ワーク・ライフ・バラン

スの普及・啓発 

啓発回数 ３回 ３回 

44 
男性の育児休暇取得

の推進 
啓発回数 ３回 ３回 

45 
女性の就労の機会と

場の拡大 
講座開催回数 ２回 ２回 

 

 

〇男女の性別役割意識をなくしていくことが必要。 

 ⇒No.39「男女平等意識の啓発」において、講座等を活用し幅広い世代を対象に「性別による役

割分担意識の解消と男女平等に関する意識啓発を行います。」としました。 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

大学生の意見 



 

85 

 

〇残業とか休日出勤とか不安で、仕事と子育てを両立できるか分からない。企業が仕事と子

育ての両立の重要性について理解し、育休取得を促すことが必要。 

 

 

〇乳幼児期の子育て中は、夫婦共に時短勤務など育児と仕事を両立できるよう制度を整えて

ほしい。 

 ⇒No.43「企業・事業者に対するワーク・ライフ・バランスの普及・啓発」において、企業への

周知啓発について記載しています。 

 

（４）子育て関連の情報提供と不安感をやわらげる相談支援 

子育て世帯の不安や孤立感の解消を図り、全ての子供が健やかに成長できる地域社会の

実現を目指します。地域の子育て力の向上と、子育てを通じた地域コミュニティの活性化

にも寄与し、安心して子育てができる環境の実現に向けて取り組みます。 

 

No. 施策名 内容 備考 

46 

子育てに関

する情報提

供 

保育施設の園児募集案内や施設情報を市報わかやま、

ホームページ、「子ども・子育て支援情報公表システム

（ここ deサーチ）」等で周知します。 

子育て中の家庭向けの情報誌を発行し、最新情報を広

く配布します。 

スマートフォンアプリやＳＮＳを活用し、イベント情

報等を効果的に発信します。また、子育て支援情報が

集約され、必要な情報がプッシュ型で通知されるアプ

リの導入を検討していきます。 

「子どもの発達支援ガイドブック」の配布や、各種制

度の周知も適切に行います。 

【担当課】 

保育こども園課 

子育て支援課 

地域保健課 

こども家庭課 

【事業対象】 

 

47 

こども家庭

センター 

運営事業 

【再掲№2】 

こども家庭センターでは、妊娠期から子育て期までの

切れ目のない支援を一元的に提供し、相談対応、情報

提供、関係機関との連携調整などを行います。 

特に支援を必要とする家庭に対しては、個別の支援計

画（サポートプラン）を作成し、継続的なフォローア

ップを実施します。 

【担当課】 

こども家庭センター 

【事業対象】 

 

 

48 
両親教室の

開催 

妊産婦とその家族を対象に、子育てを分かち合う必要

性を理解してもらうため、妊娠・出産・育児に関する

知識を提供します。 

妊婦体験や沐浴体験等の実践的な内容を含め、参加者

が具体的にイメージできる教室を開催します。 

【担当課】 

地域保健課 

【事業対象】 

 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

大学生の意見 

子育て当事者の意見 
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49 

子育てに関

する相談体

制の強化と

ネットワー

クの構築 

こども家庭センターを中心に、子供・家庭の相談支援

に関わる機関との連携を強化し、ワンストップでの相

談支援体制を構築します。 

地域の子育てグループや支援団体の活動状況を把握

し、ネットワーク化を図ります。 

保育施設での相談機能を充実させ、年２回の交流会を

開催し、ひとり親家庭等の支援を行います。 

【担当課】 

こども家庭センター 

こども家庭課 

保育こども園課 

【事業対象】 

 

 

50 
利用者支援

事業 

地域子育て支援拠点施設や子育てひろばとの連携を

一層強化し、各施設への出張相談や自宅への訪問相談

を実施します。 

アウトリーチ機能を充実させることで、より多くの家

庭に寄り添った支援を提供します。 

【担当課】 

子育て支援課 

【事業対象】 

 

 

51 

幼児教育に

関する情報

提供 

公立幼稚園の情報を中心に、幼児教育全般に関する情

報を積極的に提供します。 

各園の特色ある教育活動や行事情報、入園手続き等の

実用的な情報から、幼児教育の意義や家庭での教育支

援方法まで、幅広い内容を分かりやすく発信します。 

【担当課】 

学校教育課 

【事業対象】 

 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

46 
子育てに関する 

情報提供 

子育て情報誌の 

発行配布 
5,000冊 5,000冊 

48 両親教室の開催 
両親学級の父親の 

参加組数 
102組 192組 

 

 

 

〇子育て情報がほしい。自分で調べたりクチコミで情報を得ている。いくつも検索しなくて

も、一つで分かる子育ての情報源があればよい。 

 ⇒No.46「子育てに関する情報提供」において、「子育て支援情報が集約され、必要な情報がプ

ッシュ型で通知されるアプリの導入を検討していきます。」としました。 

 

 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

子育て当事者の意見 
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基本目標３ 質の高い就学前教育・保育事業の提供 

（１）幼児教育・保育の質の向上 

全ての子供たちが健やかに成長し、自信を持って小学校生活をスタートできる環境づく

りを推進します。家庭や地域と連携しながら、子育て支援の充実も図り、地域全体で子供

の成長を支える体制の充実を目指します。 

 

No. 施策名 内容 備考 

52 

就学前児童

等への啓発

プログラム 

市内の所属に通う年長児童に対し、絵本の読み聞かせ

や紙芝居、絵カード等のプログラムを実施します。 

自分自身の様々な気持ちに気付き、周囲の人に対し、

自分の気持ちを素直に、かつ適切に伝えるコミュニケ

ーションスキルを身に付けさせます。 

また、児童虐待の予防と早期発見につなげ、自身と他

者を大切に思いやる力を育むことを目指します。 

【担当課】 

こども家庭センター 

【事業対象】 

 

53 

幼児教育・保

育の質の向

上 

「和歌山市公立幼保連携型認定こども園幼児教育・保

育カリキュラム」等を活用し、各園の特色や地域性を

踏まえた指導計画等に基づき、教育・保育の充実を図

ります。 

【担当課】 

保育こども園課 

【事業対象】 

 

54 

認定こども

園及び保育

所における

食育の推進 

年齢に応じた献立の作成、季節の食材・和歌山の食材

を取り入れた献立や行事食など、給食委員会を開催し

給食の充実を図ります。 

【担当課】 

保育こども園課 

【事業対象】 

 

 

55 
幼稚園教育

の充実 

公立幼稚園の教育活動及び教育環境の充実のほか、幼

稚園における子育て支援の充実に努めます。 

「幼児教育専門研修講座」と「通級指導教室担当指導

教員専門研修講座」を開催します。 

【担当課】 

学校教育課 

教育研究所 

【事業対象】 

 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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56 

保幼こ小交

流及び研修

会の充実 

幼稚園・保育所・認定こども園と小学校の職員が集ま

り、円滑な移行や卒園までの達成目標について協議す

るなどの研修を行います。 

また、近隣の幼稚園・保育所・認定こども園と小学校

とで交流を行い、子供たちの相互理解と成長を促すと

ともに、小学校教育への円滑な移行を支援します。 

【担当課】 

学校教育課 

保育こども園課 

【事業対象】 

 

57 
幼稚園教諭

の資質向上 

県から派遣された専門的な知識・技能に基づく助言や

支援を行う幼児教育アドバイザーとともに、幼稚園教

諭の資質向上を図ります。 

【担当課】 

学校教育課 

【事業対象】 

 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

52 
就学前児童等への 

啓発プログラム 
プログラムの実施園数  12園 12園 

54 

認定こども園及び 

保育所における 

食育の推進 

給食委員会開催回数 ６回 6回 

56 
保幼こ小交流及び 

研修会の充実 

保幼こ小連携・ 

接続推進に係る 

研修会参加園所数 

３回以上 

公立幼稚園 11園 

公立保育所 13所 

公立こども園2園 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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（２）保育施設の整備と待機児童解消 

保育の量的拡大と質的向上の両立を図り、子育て世帯が安心して子供を預けられる環境

を整備します。保育士の処遇改善や業務効率化を通じて、保育士の職業としての魅力を高

め、安定的な人材確保を目指します。 

 

No. 施策名 内容 備考 

58 
保育施設の

整備 

既存の公立・私立保育所、認定こども園等の老朽化対

策等の整備については、施設の老朽度を踏まえ、順次

進めていきます。 

【担当課】 

子育て支援課 

【事業対象】 

 

 

59 
保育士の 

確保 

保育士の処遇改善や働きやすい職場環境の整備を進

め、潜在保育士の再就職支援、保育士養成校との連携

強化など、多角的なアプローチで保育士の確保に努め

ます。 

また、業務効率化や、保育支援者の配置など、保育現

場の労働環境改善にも取り組みます。 

【担当課】 

保育こども園課 

【事業対象】 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

59 保育士の確保 待機児童数 39人 0人※ 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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（３）多様な保育サービスの提供 

子育て世帯が安心して子育てと仕事を両立できる環境を整備するとともに、子供たち一

人ひとりの個性と能力を最大限に伸ばす教育・保育の提供を目指します。地域社会全体で

子育てを支える体制を構築し、安心して子育てができるまちづくりを推進します。 

 

No. 施策名 内容 備考 

60 
延長保育の

充実 

保育所、認定こども園において、保護者の就労時間等

の需要に応じて、延長保育を実施します。 

また、保育士の負担軽減策を講じつつ、延長保育の質

の維持・向上に努めます。 

【担当課】 

保育こども園課 

【事業対象】 

 

 

61 

乳児保育促

進事業の充

実 

乳児の受入施設数を確保し、乳児保育の充実を図りま

す。 

乳児用の設備や備品の充実、安全対策の強化にも取り

組み、乳児の健やかな成長と、保護者が安心して子育

てと仕事を両立できる環境を整備します。 

【担当課】 

保育こども園課 

【事業対象】 

 

62 
病児保育事

業の充実 

現在実施している病児保育施設の維持継続と需給状

況や実施施設地域のバランスを踏まえた上で、施設数

の拡大に向けた検討を行います。 

医療機関との連携を強化し、より安全で質の高い病児

保育サービスの提供に努めます。 

【担当課】 

保育こども園課 

【事業対象】 

 

63 
病後児保育

の推進 

病後児保育の推進に努め、保護者の子育てと就労の両

立を支援します。 

【担当課】 

保育こども園課 

【事業対象】 

 

 

64 
休日保育の

推進 

休日の保育需要に基づき、家庭での保育が困難な子供

の保育を実施します。 

【担当課】 

保育こども園課 

【事業対象】 

 

 

65 

家庭支援推

進保育事業

の充実 

定期的に研修会等を開催することで、日常生活におけ

る基本的な習慣や家庭環境に対する配慮、保育を行う

上での配慮など、参加者による情報交換を行いながら

家庭支援の充実を図ります。 

【担当課】 

保育こども園課 

【事業対象】 

 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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66 
障害児保育

事業の充実 

支援が必要な子供が安心して集団生活を過ごせるよ

う、専門家や関係機関と連携を深め、障害児保育の充

実を図ります。 

【担当課】 

保育こども園課 

【事業対象】 

 

 

67 

乳児等通園

支援事業（こ

ども誰でも

通園制度）の

実施 

就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利用できる乳

児等通園支援事業を実施し、全ての子供の育ちを応援

し、良質な成育環境を整備します。 

孤立感や不安感を抱える保護者の負担を軽減し、子供

が家庭とは異なる経験や家族以外の人と関わる機会

を持てるよう体制を整備します。 

【担当課】 

保育こども園課 

【事業対象】 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

60 延長保育の充実 実施か所数 54か所 55か所 

61 
乳児保育促進 

事業の充実 
０歳児受入か所数 54か所 55か所 

62 病児保育事業の充実 実施か所数 ２か所  4か所 

63 病後児保育の推進 実施か所数 １か所  1 か所 

64 休日保育の推進 実施か所数 １か所  1 か所 

65 
家庭支援推進保育 

事業の充実 
研修会開催回数 ４回  4回 

66 
障害児保育 

事業の充実 
巡回件数 57件  61件 

67 

乳児等通園支援事業

（こども誰でも通園制度）

の実施 

確保定員数 ― ６９人 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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基本目標４ 様々な家庭への包括的支援の強化 

（１）ひとり親家庭への支援 

ひとり親家庭への包括的な支援体制を構築し、経済的支援の充実、就業支援や資格取得

支援を通じて、経済的自立と生活の安定を促進します。安心して子育てできる環境づくり

を推進し、親子ともに健やかに暮らせる社会の実現を目指します。 

 

No. 施策名 内容 備考 

68 

ひとり親家

庭等医療費

助成 

窓口、パンフレット、ホームページ等で制度の周知を

強化し、対象となる全ての家庭に情報が行き渡るよ

う努めます。また、健康保険証の廃止に伴う運営の見

直しを行います。 

医療機関との連携を深め、手続きの簡素化や迅速化

を図ります。 

【担当課】 

こども家庭課 

【事業対象】 

 

69 
児童扶養手

当の支給 

児童扶養手当法に基づき、18 歳到達後最初の３月 31

日までの児童（20 歳未満で一定の障害のある者を含

む）を監護しているひとり親家庭等に手当を支給し

ます。 

窓口での説明、パンフレット、ホームページ等を通じ

て制度の周知を徹底します。 

【担当課】 

こども家庭課 

【事業対象】 

 

70 

母子及び父

子並びに寡

婦福祉資金

の貸付 

ひとり親家庭の親及び寡婦に対し、児童の修学に必

要な資金等、経済的自立や福祉増進のために必要な

資金の貸付を行います。 

制度の周知を強化し、支援を必要とする世帯に確実

に情報が届くよう努めます。 

【担当課】 

こども家庭課 

【事業対象】 

 

71 

母子生活支

援施設の運

営 

家庭内暴力や経済的困窮等の理由により、地域生活

や自立が困難な母子を保護し、生活、住宅、教育、就

職等の自立に向けた支援を行います。 

関係機関との連携を強化し、入所者の個別ニーズに

応じた支援プログラムを提供します。 

【担当課】 

こども家庭センター 

【事業対象】 

 

 

72 
ひとり親家

庭情報交換 

ひとり親家庭の交流と相互支援を促進するため、年

２回の情報交換会を開催します。 

親子での工作教室や、親同士の子育てトークセッシ

ョンなど、多様なプログラムを提供し、ひとり親家庭

同士及び親子の絆を深める機会を創出します。 

【担当課】 

こども家庭課 

【事業対象】 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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73 
母子・父子 

相談 

母子・父子自立支援員が窓口で相談に応じ、就業や生

活に関する助言、関係機関の紹介を行います。 

多様な相談内容に対応するため、各担当課やハローワ

ーク等との連携を強化し、総合的な支援体制を構築し

ます。 

【担当課】 

こども家庭課 

【事業対象】 

 

74 

ひとり親家

庭の親の就

業・自立支援

の充実 

就業支援講習会でパソコン講習を実施し、就労に必要

なスキル習得を支援します。 

また、母子・父子自立支援プログラム策定事業を通じ

て、個々の状況に応じた就労支援計画を作成し、ハロ

ーワーク等と連携しながら、就職率の向上を目指しま

す。 

【担当課】 

こども家庭課 

【事業対象】 

 

75 

ひとり親家

庭に対する

日常生活の

支援 

自立のための活動や病気等により日常生活に支障が

ある家庭に対し、生活支援員を派遣し、必要な家事や

保育の援助を行います。 

支援を必要とするひとり親家庭への制度周知を強化

し、利用促進を図ります。 

【担当課】 

こども家庭課 

【事業対象】 

 

76 
自立支援給

付金事業 

ひとり親家庭の親の就職に必要な資格の取得を支援

するため、高等職業訓練促進給付金等を支給します。

また、指定教育訓練講座の受講費用の一部を支給する

自立支援教育訓練給付金を提供します。 

制度の周知を徹底し、ひとり親家庭の経済的自立を促

進します。 

【担当課】 

こども家庭課 

【事業対象】 

 

77 

ひとり親家

庭の高卒資

格取得支援 

ひとり親家庭の親及び子の高卒認定試験合格を支援

するため、対策講座受講時の給付金や合格時給付金を

支給します。 

制度の周知を強化し、事前相談から給付申請までの支

援を充実させ、利用促進を図ります。 

【担当課】 

こども家庭課 

【事業対象】 

 

78 

ひとり親を

対象とした

相談の実施 

養育費、離婚、面会交流等について弁護士による無料

相談を毎月実施します。 

養育費の確保支援として、公正証書等作成や養育費保

証契約締結に関する補助を行い、ひとり親家庭の生活

の安定化を促進します。 

【担当課】 

こども家庭課 

【事業対象】 

 

 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

子 妊 

乳 幼 学 青 

子 妊 

乳 幼 学 青 

子 妊 
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■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

72 
ひとり親家庭 

情報交換 
開講回数 ２回 ４回 

74 

ひとり親家庭の親の

就業・自立支援 

の充実 

研修講座修了者数 15人 20人 

77 
ひとり親家庭の高卒

資格取得支援 
給付件数 0件 ５件 

 

 

（２）障害のある子供と家庭への支援 

障害のある子供とその家庭への包括的な支援体制を構築し、教育支援、福祉サービス、

医療費助成、経済的支援を通じて、子供の健やかな成長と家庭の生活安定を促進します。

これらの取組により、障害のある子供とその家族が地域で安心して暮らせる環境づくりを

推進し、ともに支え合う共生社会の実現を目指します。 

 

No. 施策名 内容 備考 

79 

障害のある

人への理解

促進 

特別支援教育の理解が進むよう、特別支援学級を初め

て担当する教員、特別支援教育コーディネーター、校

長、特別支援学級担任、特別支援教育支援員等それぞ

れに向けた研修を実施します。 

また、県が実施する研修への参加を促します。 

【担当課】 

学校支援課 

【事業対象】 

 

80 

障害のある

児童の放課

後児童クラ

ブへの受入

れ 

障害のある児童を受け入れるため、委託事業者は必要

に応じて支援員を追加配置します。 

また、障害に深い理解のある特別支援アドバイザー及

び小学校長経験者であるコーディネーターを事務局

に配置し、障害のある児童の受入れを行う若竹学級へ

の訪問、指導を行います。 

【担当課】 

青少年課 

【事業対象】 

 

81 
養育医療の

給付 

指定医療機関と連携しながら、医療費の支給を行うと

ともに、家族への情報提供の機会を増やしていきま

す。 

【担当課】 

保健対策課 

【事業対象】 

 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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82 

重度心身障

害児・者医療

費の助成 

重度の障害のある児童や障害のある人を対象に、保

険診療の自己負担額を助成します。 

【担当課】 

障害者支援課 

【事業対象】 

 

 

83 

小児慢性特

定疾病児童

への支援 

指定医療機関と連携しながら、医療費の支給を行う

とともに、医療費助成の対象児童宅を訪問し、療育に

関する相談支援を行います。 

【担当課】 

保健対策課 

【事業対象】 

 

 

84 

小児精神科

医アドバイ

ザー事業 

小児精神科医から、医学的な知見からのアドバイス

をもらい、より具体的なアセスメントにつなげます。 

また、保護者への適切な助言等をすることで児童虐

待の防止を図ります。 

【担当課】 

こども家庭センター 

【事業対象】 

 

 

85 

特別児童扶

養手当の 

支給 

日常生活において介護を要する在宅の 20歳未満の児

童を監護・養育する父または母等に対し、手当を支給

します。 

【担当課】 

障害者支援課 

【事業対象】 

 

 

86 
障害児福祉

手当の支給 

常時介護を要する在宅の 20 歳未満の重度の障害のあ

る児童に手当を支給します。 

【担当課】 

障害者支援課 

【事業対象】 

 

 

87 

心身障害児

福祉年金の

支給 

身体障害者手帳、療育手帳の交付を受けている 20歳

未満の障害のある児童を監護・養育する父または母

等に対し、手当を支給します。 

【担当課】 

障害者支援課 

【事業対象】 

 

 

88 
育成医療の

給付 

身体に障害のある児童に対する育成医療費の給付を

行います。 

指定医療機関と連携しながら、医療費の支給を行う

とともに、家族への情報提供の機会を増やしていき

ます。 

【担当課】 

保健対策課 

【事業対象】 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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89 

和歌山市障

害者計画及

び和歌山市

障害福祉計

画の推進 

和歌山市障害者計画、障害福祉計画及び障害児福祉計

画に基づき、障害のある児童に関する様々な施策を総

合的に推進します。 

和歌山市障害者計画等策定委員会を定期的に開催し、

計画の進捗状況の評価と必要な改善策の検討を行い

ます。 

【担当課】 

障害者支援課 

【事業対象】 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

79 
障害のある人への 

理解促進 
研修会の実施回数 ８回 ８回 

80 

障害のある児童の放

課後児童クラブへの受

入れ 

受入れクラブ数 58か所 
利用希望者がいる 

全ての学級 

84 
小児精神科医 

アドバイザー事業 
事業の実施事例数  67例 80例 

89 

和歌山市障害者計画

及び和歌山市障害福

祉計画の推進 

障害者相談支援 

事業所数 
４か所 ４か所 

 

 

〇なかよしクラスや支援クラスについて、先生の質の向上が求められている。 

 ⇒No.79「障害のある人への理解促進」に記載している研修において、グループワークを取り入

れ、情報を共有したり、連携したりできるよう取り組んでいます。 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

子育て当事者の意見 
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（３）その他支援が必要な子供と家庭への支援の充実 

子供たち一人ひとりのニーズに応じた支援を提供し、家族の状況に寄り添った支援体制

を構築します。また、関係機関や地域社会との連携を深め、多様性を尊重し、互いに支え合

う共生社会の実現を目指します。 

 

No. 施策名 内容 備考 

90 
外国籍児童

等への支援 

外国籍児童生徒に対して、日本語支援ボランティア

を学校に派遣し、学校生活に馴染めるよう、支援しま

す。 

【担当課】 

子ども支援センター 

【事業対象】 

 

 

91 

外国籍児童

等に対する

学習支援 

和歌山大学の留学生と連携し、外国籍児童生徒に対

して、母語と日本語による学習支援を行います。 

【担当課】 

学校支援課 

【事業対象】 

 

 

92 

未就学児の

把握と就学

支援 

外国籍の未就学児童を把握し、就学先について問い

合わせ、就学に向けた必要な支援を行います。 

【担当課】 

学校支援課 

【事業対象】 

 

 

93 
ヤングケア

ラー支援 

ヤングケアラーへの寄り添いや相談支援、また、適切

な支援等の情報提供を行うことで、子供らしく安心・

安全な生活を守るためのサポートを行います。 

また、関係機関等の知識の醸成を図るための研修を

実施するとともに、関係機関と連携を強化し、ヤング

ケアラーの早期発見・早期対応ができる環境を整備

します。 

【担当課】 

こども家庭センター 

【事業対象】 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

90 
外国籍児童等への 

支援 

ボランティア派遣 

要請充足率 
79.4％ 100％ 

92 
未就学児の把握と 

就学支援 

把握できていない 

児童数 
０人 ０人 

93 ヤングケアラー支援 
支援者養成研修 

受講者数 
- 200人 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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（４）児童虐待防止対策の推進 

児童虐待の発生予防、早期発見・早期対応、そして虐待を受けた子供の保護・自立支援ま

でを包括的にカバーする支援システムの確立を目指します。家族全体を支援の対象として

捉え、虐待の連鎖を断ち切るための長期的な支援策も展開します。 

 

No. 施策名 内容 備考 

94 

子供の虐待

防止に関す

る啓発 

こども家庭センターを中心に、児童虐待の防止や

あらゆる子供に対する相談支援を行うとともに、

出前講座や研修会等により、知識の普及・啓発に努

めます。 

また、オレンジリボン・児童虐待防止推進キャンペ

ーンの広報啓発を実施します。 

【担当課】 

こども家庭センター 

人権同和施策課 

【事業対象】 

 

 

95 

子供の虐待

防止に対す

るネットワ

ークの充実 

民生委員・児童委員をはじめ地域住民と保健所、保

育所、学校、福祉事務所等の子供に関わる機関の連

携を強化し、関係機関相互の情報交換を図ります。 

要保護児童対策地域協議会として円滑な連携体制

の構築を進めるとともに、地域での見守りや家庭

に対する日常的な相談・支援への的確な対応に努

めます。 

【担当課】 

こども家庭センター 

【事業対象】 

 

96 

児童虐待に

関する相談

体制の充実 

子供の虐待に関する専門知識を有した職員による

相談・支援体制の充実に努めます。 

関係機関との連携を図り、虐待通告受理機関とし

ての役割を強化します。 

【担当課】 

こども家庭センター 

【事業対象】 

 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

94 
子供の虐待防止に 

関する啓発 
啓発活動回数 29回 30回 

95 

子供の虐待防止に対

するネットワークの 

充実 

虐待防止ネットワーク

会議開催数 
152回 200回 

 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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基本目標５ 子供・若者の健全育成と自立支援の推進 

（１）子供の権利擁護と人権教育の推進 

子供の権利を尊重し、全ての市民が互いの人権を認め合う共生社会の実現を目指します。

子供たちが自分の権利を理解し、主体的に社会に参画できる環境を整えるとともに、学校、

家庭、地域が連携して人権教育を推進します。 

 

No. 施策名 内容 備考 

97 

子供の権利

に関する 

啓発 

「子どもの権利条約」に基づき、様々な機会を利用し

て子供の権利を守る意識の啓発に努めます。 

人権啓発ＤＶＤの貸出や市報わかやま人権特集号で

の啓発活動を継続し、「子どもの権利条約」について

市民の理解を深めます。 

【担当課】 

人権同和施策課 

学校支援課 

【事業対象】 

 

 

98 
人権教育・ 

啓発の推進 

全小・中学校で人権教育に係る全体計画を作成し、児

童生徒の発達段階に応じた人権教育を推進します。 

教職員の人権意識向上と指導力強化のための研修も

継続して実施し、学校全体で人権教育に取り組む体制

を強化します。 

【担当課】 

学校支援課 

【事業対象】 

 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

97 
子供の権利に 

関する啓発 
研修会の開催回数 ３回 3回 

98 
人権教育・ 

啓発の推進 

人権教育の推進に 

関する調査実施率 
100％ 100％ 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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（２）家庭教育支援の充実 

子育て世代にとって魅力的で、子供たちの健やかな成長を支える温かい地域社会の実現

を目指します。主に対面でのきめ細かなサポートを行うことで、効果的な子育て支援を展

開し、誰もが安心して子育てができる、活力ある地域社会の構築を推進します。 

 

No. 施策名 内容 備考 

99 
前向き子育

て推進事業 

トリプルＰ（Positive Parenting Program）を実施

し、児童虐待の未然防止とよりよい親子関係の構築

を目指します。 

グループワーク等を通じて、子供の発達や行動の理

解、好ましい関わり方を学習する機会を提供します。 

【担当課】 

こども家庭センター 

【事業対象】 

 

100 

養育支援訪

問事業の 

充実 

【再掲№10】 

母子保健事業や関係機関からの連絡・通告等により

把握され、養育支援が必要と判断された家庭に対し、

こども家庭センターを中心に、関係機関と連携を図

りながら、育児負担の軽減及び児童虐待の未然防止、

予防のための支援を行います。 

また、保護者の病気や障害などの理由により、家事や

育児が十分でない家庭に対し、ヘルパーを派遣し、ヘ

ルパーと一緒に作業することで、保護者の家事能力

や育児能力の向上を図ります。 

児童福祉と母子保健の連携がより必要な家庭に対し

て、支援内容を記載したサポートプランを作成しま

す。支援機関と保護者で共有することで、課題や問題

点の明確化を行い、支援につなげやすくします。 

【担当課】 

地域保健課 

こども家庭センター

【事業対象】 

 

101 

絵本の読み

聞かせの 

啓発 

絵本を読み聞かせることで、子供たちの聞く力や想

像力を育て、健全な成長へとつなげます。 

市民図書館では、赤ちゃんから幼児・小学生向けの成

長段階に合ったおはなし会を実施し、子供に読んで

ほしい絵本の紹介や読み聞かせの大切さを伝えま

す。 

【担当課】 

読書活動推進課 

【事業対象】 

 

家庭での読書活動の大切さを知ってもらうために、

各事業の機会を捉え、年齢に応じた絵本の読み聞か

せの実施や普及・啓発に努めます。 

【担当課】 

地域保健課 

【事業対象】 

 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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102 
子育てひろ

ばの充実 

コミュニティセンター等で、親子が集い、子育てのヒ

ントにつながる活動を体験し、互いに学び合う場を

提供します。また、母親・父親への家庭教育支援、子

供の成長・発達へのアドバイスを行います。 

安全な実施を心がけつつ、親子の成長や悩み解決に

つながるサポートを行います。 

【担当課】 

子育て支援課 

【事業対象】 

 

103 
家庭教育･地

域力の充実 

コミュニティ・スクールと地域共育コミュニティと連

携し、学校・家庭・地域をつなぐ役割を果たします。 

土曜日、日曜日の事業情報提供を強化し、生涯学習人

材バンク制度の情報提供にも努めます。 

地域の清掃活動や見守り活動を通じて、地域を大切に

する思いを養い、安心・安全なまちづくりにつなげま

す。 

子供たちに様々な活動機会や学習の場を提供し、地域

づくりを担う人材育成に取り組みます。 

【担当課】 

生涯学習課 

【事業対象】 

 

104 
読書活動推

進事業 

読書の重要性を子育て世代の保護者に伝え、家庭での

読書時間の確保を促進します。 

多くの本に触れる機会を提供し、子どもの読書環境の

充実と健全な成長を支援します。 

【担当課】 

学校教育課 

【事業対象】 
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家庭教育 

支援の場の 

充実 

地区公民館の運営を各地区に委託し、地域の実情に応

じた特色ある取組を推進します。 

「赤ちゃん教室」を各学校で実施し、児童生徒が親子

とふれあうことで、命の重み、親への感謝、家庭のあ

り方、子育ての大切さを学ぶ機会を提供します。 

多くの児童生徒が赤ちゃんとふれあえる機会を増や

し、家庭教育の重要性への理解を深めます。 

【担当課】 

生涯学習課 

学校支援課 

【事業対象】 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

99 前向き子育て推進事業 グループワーク実施回数 3回 4 回 

101 
絵本の読み聞かせの

啓発 
おはなし会開催回数 327回 330回 

102 子育てひろばの充実 
新規登録者数 ４３７人 660人 

延べ参加人数 5，202人 5，300人 

103 家庭教育･地域力の充実 共育コミュニティ事業 4地域 18地域 

105 
家庭教育支援の場の

充実 

各地区で実施された

家庭教育支援事業 
73回 42回※ 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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（３）学校教育の充実と教育環境の整備 

教育環境の多様化と充実、ＩＣＴを活用した教育の推進、国際理解教育の強化、環境教

育の充実など、多角的なアプローチで子供たちの「生きる力」を育みます。コミュニティ・

スクールを通じた地域と連携した学校づくり、特別支援教育の充実、きめ細かな教育相談

体制の構築により、一人ひとりの子供に寄り添った教育を実現します。 

 

No. 施策名 内容 備考 

106 
通学区域制

度の弾力化 

子供の個性や適性に応じた学校選択が可能となるよ

う、小学校・中学校に入学する児童生徒を対象に、地

域の要望に応じて一定の条件の下で通学区域制度の

弾力化を実施します。 

また、通学区域協議会での協議を経て、新入学児童生

徒からの適用を進めます。 

【担当課】 

学校支援課 

【事業対象】 

 

107 

教育インタ

ーネットの

利活用 

小学校・中学校でのインターネットを活用した授業改

善を図ります。 

ＩＣＴを活用することで教員の指導力向上を図るだ

けでなく、教育資料の共有を行うことで教員の負担軽

減を図ります。 

各学校でＩＣＴを活用した授業の好事例を市内学校

に周知し、インターネットを活用した授業への関心を

高め、活用を促進します。 

【担当課】 

教育研究所 

【事業対象】 

 

108 

明日の和歌

山市を築く

ジュニア 

会議 

中学生が市長や教育長と関心の高い問題や時事的テ

ーマについて意見交換等を行い、和歌山市政や社会全

般について関心を高め、学区を越えた生徒同士の交流

を図り、将来進むべき方向について考える契機としま

す。 

各学校が議場で各学校や地域等における課題につい

てプレゼンテーションを行う機会を設けます。 

【担当課】 

学校教育課 

【事業対象】 

 

109 
国際理解 

教育の推進 

全ての小・中・義務教育学校の各クラスに外国語指導

助手（ＡＬＴ）を派遣し、子供たちのコミュニケーシ

ョン能力の育成を図るとともに、異文化に対する理解

や国際感覚を深めることを推進します。 

【担当課】 

学校教育課 

【事業対象】 

 

 

110 

情報教育環

境の整備と

情報教育の

推進 

１人１台端末を活用した学習を進めるとともに、基本

的な活用から学年に応じた児童生徒が課題や目的に

応じて情報手段を適切に活用することができるよう、

情報教育環境及び指導環境の充実を図ります。 

【担当課】 

教育研究所 

【事業対象】 

 

 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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111 
環境教育の

推進 

持続可能な社会の担い手を育成するため、学習指導要

領に基づき教科等横断的に環境教育を進めます。 

小学４年生の社会科学習と連携した青岸清掃センタ

ー施設見学や、小学５年生の自然体験学習を実施しま

す。 

また、本市のごみ処理の現状と３Ｒの推進及び生活排

水についての出前講座を行い、環境教育を推進しま

す。 

【担当課】 

学校教育課 

【事業対象】 

 

112 
信頼される

学校づくり 

コミュニティ・スクールを通し地域とともにある学校

づくりを進め、学校評価を行うことで、教育の充実を

図るとともに、信頼される学校を目指します。 

各学校が家庭や地域社会と連携・協働しながら子供た

ちの成長を支え「地域とともにある学校づくり」を進

めます。 

また、学校運営に地域の声を積極的に生かし、地域と

一体となって特色ある学校づくりを進めていきます。 

【担当課】 

学校教育課 

【事業対象】 

 

113 

地域の安全・

安心教育の

実施 

各校における避難訓練の実施と「世界津波の日」（11

月５日）に合わせ、地震・津波避難訓練を実施します。 

安全を確かめ、危険回避ができる正しい判断力と行動

力を身につけ、災害時には適切な避難行動がとれるよ

う、防災教育の実施を推進します。 

保護者や地域と協同した訓練を実施することで児童

生徒の自助・共助の意識を高めます。 

【担当課】 

学校支援課 

【事業対象】 

 

114 

特別支援教

育児童生徒

指導事業 

各小学校を窓口とした就学相談を行うとともに、教育

支援委員会において学びの場の検討を行います。 

障害のある児童・生徒の適正な学びの場について検討

するとともに、就学に関する相談も実施します。 

保健センターや保育こども園課と連携しながら、丁寧

な就学相談を行っていきます。 

【担当課】 

学校支援課 

【事業対象】 

 

115 

特別支援教

育支援員派

遣事業 

発達障害のある児童・生徒に対し、学習上、生活上の

支援を行う特別支援教育支援員・特別支援教育支援補

助員を派遣し、継続的な支援を行います。 

特別支援教育専門員や指導主事が巡回訪問したり、研

修をしたりすることで、より充実した支援となるよう

取り組みます。 

【担当課】 

学校支援課 

【事業対象】 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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116 

学校教育相

談体制の 

充実 

いじめや不登校及び児童生徒の生活上の課題に適切

な対応ができるよう、学校や関係機関との連携による

支援体制づくりを推進します。 

全小学校・中学校・市立高等学校にスクールカウンセ

ラーを配置し、カウンセリングの手法で児童生徒に対

する相談支援を実施します。 

また、保護者や教職員に対する相談、教職員等への研

修、事件・事故・災害等の緊急対応における被害児童

生徒の心のケアを行います。 

【担当課】 

学校支援課 

【事業対象】 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

107 
教育インターネットの

利活用 

地域インフラネットの

整備率 
100% 100% 

109 国際理解教育の推進 年間派遣回数 
小学校 12回 

中学校 12回 

小学校 12回 

中学校 12回 

110 
情報教育環境の整備

と情報教育の推進 

教育用コンピューター

１台あたりの児童数 
１人 １人 

113 
地域の安全・ 

安心教育の実施 

地域や他の学校園と

連携した防災訓練の

実施校数 

46校 57校 

114 
特別支援教育 

児童生徒指導事業 

教育支援委員会・ 

相談の実施率 
100％ 100％ 

115 
特別支援教育 

支援員派遣事業 

支援員及び介助員の

配置率 
95.6％ 100％ 

 

 

〇大人になってからも分からないことが多いと思うので、政治・税金・お金などの教育にも

っと力をいれてほしい。 

 ⇒No.108「明日の和歌山市を築くジュニア会議」において、中学生が市長や教育長と関心の高い

問題や時事的テーマについて意見交換等を行い、和歌山市政や社会全般について関心を高め、将

来進むべき方向等について考える場について記載しています。 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

大学生の意見 
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（４）青少年の健全育成 

学校、家庭、地域、関係機関が連携して青少年を見守り育てる環境づくりを推進し、子供

たちが心身ともに健全に成長し、社会の一員として活躍できる地域社会の実現を目指しま

す。 

 

No. 施策名 内容 備考 

117 
子供の居場

所づくり 

「体験活動」「土曜教室」「学校施設開放」を各校、年

間計画に基づき実施します。 

校区子どもセンター事業は、地域のボランティアの協

力をいただきながら、引き続き活動を継続していきま

す。 

各校区運営委員長交流会を実施し、運営に必要な情報

を共有します。 

【担当課】 

生涯学習課 

【事業対象】 

 

118 

放課後児童

クラブ(若竹

学級等)の充

実 

利用希望者の増減に柔軟に対応するよう学校施設の

タイムシェア（相互利用）を進めます。 

民間委託による柔軟な学級運営を行い、真に利用が必

要な希望者のため、こまめに定員調整を行います。 

学校外施設の活用やプレハブ教室の建設も含め検討

し、待機児童の解消を目指します。 

【担当課】 

青少年課 

【事業対象】 

 

119 

放課後子ど

も総合プラ

ンの整備・ 

推進 

放課後児童クラブの充実を図るとともに、放課後子供

教室の一体型または連携型の運営を段階的に導入し、

全ての児童が多様な体験・活動を行える環境を整備し

ます。 

【担当課】 

青少年課 

【事業対象】 

 

 

120 
非行防止の

ための推進 

ゲームセンターや大型商業施設等へ街頭補導を行い、

問題行動をしている子供に対して適切な指導を行い

ます。 

小学生・中学生や保護者に対して相談活動を実施し、

非行防止や健全育成のための適切な指導を行うとと

もに、自立や立ち直りを図るための支援を行います。 

【担当課】 

少年センター 

【事業対象】 

 

121 
学校、警察と

の連携 

月に１回、北・西・東署管内に分かれて学校・警察補

導連絡協議会を実施し、学校、警察、市教委、県教委、

児相、少年センターが情報交換を行い、健全育成のた

めの連携を図ります。 

警察主催のマナーアップキャンペーンや薬物乱用防

止啓発活動に、中学生たちと参加します。 

【担当課】 

少年センター 

【事業対象】 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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122 
スポーツ 

環境の充実 

子供に豊かなスポーツ活動を提供するため、スポー

ツ、レクリエーションの充実を図るとともに、指導者

への講習の受講等を呼びかけ、子供たちがスポーツに

より一層関心を持つよう努めます。 

【担当課】 

生涯学習課 

【事業対象】 

 

 

123 
健全育成 

体制の充実 

青少年健全育成に関係する団体や関係機関と連携を

図り、引き続き健全育成を推進していきます。 

【担当課】 

青少年課 

【事業対象】 

 

 

124 
青少年団体

の育成 

児童数・生徒数の減少により団体数そのものが減少し

ていますが、引き続き地域活動連絡協議会をはじめと

する活動団体を支援していきます。 

【担当課】 

青少年課 

【事業対象】 

 

 

125 
健全育成対

策の充実 

青少年の健全育成を図るため、青少年育成推進員等連

絡協議会等との関係機関と連携し、活動を推進しま

す。 

【担当課】 

青少年課 

【事業対象】 

 

 

126 

子供にとっ

て有害な環

境・情報等の

点検及び浄

化活動 

和歌山市にある書店、コンビニ、商業施設に立ち入り

調査を行い、子供にとって有害な図書、ＤＶＤ、玩具、

タバコ等の販売について浄化活動を行い、子供の非行

防止、健全育成に努めます。 

未成年者に対する有害な物の販売について、警察等関

係機関と協力し、点検していきます。 

【担当課】 

少年センター 

【事業対象】 

 

127 

ＰＴＡ連合

会活動の推

進 

公立幼稚園、小学校、中学校ＰＴＡ連合会と連携・協

力をしながら、活動の推進を図ります。 

ＰＴＡ連合会の様々な活動を支援し連携・協力を強め

るとともに、子供の健全育成のため、家庭や地域の教

育力を高めます。 

【担当課】 

生涯学習課 

【事業対象】 

 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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128 

インターネ

ット上の有

害情報対策

の推進 

情報モラル教室を行い、実例をもとに子供たちや保

護者に対し、スマートフォンやインターネットの使

い方について啓発に努めます。 

保護者向けの情報モラル教室では、家庭・学校・地域

と連携し、スマートフォンの使用に関するルールを

決めることの重要性を伝え、遵守の徹底に努めます。 

和歌山市いじめ・不登校問題に関する検討委員会で

検討されたＳＮＳに関する啓発リーフレットを、各

保護者に配布します。 

【担当課】 

少年センター 

子ども支援センター 

【事業対象】 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

117 子供の居場所づくり 
小学校区 

子どもセンター開設率 
９８%  100％ 

118 
放課後児童クラブ 

(若竹学級等)の充実 

４月１日における若竹

学級入級申請者数に対

する実入級者数の割合 

94.8％  100％ 

119 
放課後子ども総合 

プランの整備・推進 

一体型放課後 

児童クラブ・ 

放課後子供教室数 

0か所 １か所  

120 非行防止のための推進 街頭補導実施回数 210回  200回※ 

121 学校、警察との連携 実施回数 40回  40回 

122 スポーツ環境の充実 スポーツ少年団数 94団体 68団体※ 

123 健全育成体制の充実 

少年メッセージ 

和歌山市大会の 

作文応募者数 

1,350人  1,350人 

124 青少年団体の育成 支援団体数 70団体 70団体  

125 健全育成対策の充実 協議会開催回数 1回  1 回 

126 

子供にとって有害な環

境・情報等の点検及び

浄化活動 

有害図書点検・ 

浄化活動実施店舗数 
207店舗 200店舗※ 

127 ＰＴＡ連合会活動の推進 ＰＴＡ連合会数 3団体  3団体 

 

 

〇学校での性教育や情報リテラシー教育について、子供と保護者に寄り添いながら現状に沿

った教育内容に取り組んでほしい。 

 

乳 幼 学 青 

妊 子 

子育て当事者の意見 

 ⇒情報リテラシー教育については、No.128「インターネット上の有害情報対策の推進」におい

て、「情報モラル教室を行い、実例をもとに子供達や保護者に対し、（中略）スマートフォンの

使用に関するルールを決めることの重要性を伝え、遵守の徹底に努めます」としています。 
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（５）困難を有する子供・若者への支援 

全ての子供・若者が安心して成長し、自立できる社会の実現を目指します。社会情勢の

変化や新たな課題に柔軟に対応しながら、支援の質の向上と体制の強化を継続的に図りま

す。 

 

No. 施策名 内容 備考 

129 

学校・支援機

関等との連

携による子

供や家庭へ

の支援 

スクールソーシャルワーカーや関係機関等と連携

し、困難を有する児童生徒とその家庭を支援します。 

中学校区の小学校も支援対象とし、兄弟間や家族も

含めた支援を行います。 

【担当課】 

子ども支援センター 

【事業対象】 

 

130 

カウンセリ

ングの実施、

保護者に対

する助言 

心理担当支援員を中心に、養育環境や児童虐待等に

より被害を受けた子供の心のケアや、子供・保護者の

悩みや不安に対するカウンセリングを行います。 

また、関係機関との連携を強化し、必要に応じて専門

的な支援へのスムーズな移行を図ります。 

【担当課】 

こども家庭センター 

【事業対象】 

 

131 

不登校やい

じめに関す

る対策 

電話や来所による教育相談を行い、不登校の子供や

保護者、教職員への支援を行います。 

また、不登校やいじめに関する効果的な方策につい

て検討します。 

相談先の周知を継続して行い、支援につながるケー

スの増加を図ります。 

【担当課】 

子ども支援センター 

【事業対象】 

 

132 

ふれあい教

室及び校内

教育支援セ

ンターによ

る支援 

子ども支援センターにおいて、様々な理由で学校に

行きづらい子供のためのふれあい教室を設置し、自

己選択による学習活動・体験活動等を通じて、社会的

自立を支援します。 

ＩＣＴ環境を活用し、デジタル学習教材等の利用の

促進を図るとともに、通級が難しい児童生徒へのオ

ンライン面談や、保護者支援として保護者会の開催

を行います。 

また、学びが継続できる居場所の１つとして、市立全

中学校及び義務教育学校に設置している校内教育支

援センター（ＳＳＲ）において、不登校生に寄り添っ

た支援を行います。 

【担当課】 

子ども支援センター 

【事業対象】 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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133 

子供・若者相

談支援の 

充実 

和歌山市子ども・若者支援庁内連絡会議により、関係

各課の連携を密にします。 

「若者サポートステーションわかやま」との連携を深

め、就労支援だけでなく、生活支援や心理的支援等、

総合的なサポート体制を構築します。 

【担当課】 

青少年課 

【事業対象】 

 

134 

ひきこもり

者への相談

支援の充実 

和歌山市ひきこもり支援ステーション事業を継続し、

ひきこもり支援コーディネーターを中心に、ひきこも

りに関する相談支援を実施します。 

和歌山県ひきこもり地域支援センター等と連携しな

がら、相談者に適切な専門機関を紹介します。 

【担当課】 

保健対策課 

【事業対象】 

 

135 

ひきこもり

者へのアウ

トリーチに

よる相談支

援 

ひきこもり支援については、相談の拠点、また関係機

関との連携や協力が必要であり、引き続き支援の体制

整備とともに充実に向けた取組を行います。 

必要に応じて家庭への訪問支援を行うことができる

よう、方法や体制の整備に努めます。 

委託先の事業所においても訪問支援できる体制を維

持し、アウトリーチによる支援を推進します。 

【担当課】 

保健対策課 

【事業対象】 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

129 

学校・支援機関等との

連携による子供や家

庭への支援 

スクールソーシャルワ

ーカーの配置校数 

全中学校区配置

（義務教育学校 

含む） 

全中学校区配置

（義務教育学校 

含む） 

133 
子供・若者相談支援の

充実 
サポステ登録者数 156人 156人 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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（６）若者の就労支援とキャリア教育 

若者が自らの適性や能力を認識し、将来に向けた明確な目標を持てるよう促すとともに、

地域社会と連携しながら若者の円滑な就労と自立を実現し、活力ある地域経済の発展につ

なげることを目指します。 

 

No. 施策名 内容 備考 

136 

若者への就

労支援の 

推進 

若者が市内企業への理解を深められるよう、合同企業

説明会や市内企業へのインターンシップを開催する

ことにより、若者の就労を支援します。 

【担当課】 

産業政策課 

【事業対象】 

 

 

137 
キャリア 

教育の推進 

小学校では、働く人々との交流や職場（社会）見学を

実施するとともに、中学校では公共施設や企業等と連

携した職業体験活動等を行い、将来を見据えた勤労

観・職業観を形成し、自らの将来に夢や目標を持てる

ような啓発に努めます。 

【担当課】 

学校教育課 

【事業対象】 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

136 
若者への就労支援の

推進 

就業支援事業 

開催回数 
５回 ５回 

137 キャリア教育の推進 

「将来の夢や目標を 

持っている」と 

答える若者の割合 

80.7％ 90％ 

 

 

〇大人になってからも分からないことが多いと思うので、政治・税金・お金などの教育にも

っと力をいれてほしい。 

 ⇒No.137「キャリア教育の推進」において、小学校での職場（社会）見学や、中学校での職業体

験活動等を行い、将来を見据えた勤労観・職業観を形成し、自らの将来に夢や目標を持てるよう

な啓発に努めることを記載しています。 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

大学生の意見 
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（７）健康教育と生命の安全教育の推進 

子供たちが自他の生命を尊重し、健康的な生活習慣を身につけ、様々な課題に適切に対

処できる力を育成するとともに、学校、家庭、地域が連携して子供たちの健やかな成長を

支える環境づくりを推進し、心身ともに健康で安全な社会の実現を目指します。 

 

No. 施策名 内容 備考 

138 

学校におけ

る性教育の

充実 

人間尊重や男女平等の精神の徹底を図り、性に関する

基礎的・基本的な内容を、児童生徒の発達の段階に即

して正しい理解を促します。 

また、児童生徒が、人間関係や現在及び将来直面する

性に関する諸課題に対して、適切な意思決定や行動選

択ができるよう、性に関する指導を行います。 

【担当課】 

保健給食管理課 

【事業対象】 

 

139 

学校におけ

る喫煙防止、

飲酒防止、薬

物乱用防止

教育の充実 

喫煙防止、飲酒防止、薬物乱用防止教室を行い、健康

や社会に与える悪影響について、理解を促します。 

医師、歯科医師、薬剤師を中心とした和歌山禁煙教育

ボランテイアの会による喫煙防止教室を各学校で実

施するよう周知し、健康教育の充実を図ります。 

【担当課】 

少年センター 

保健給食管理課 

【事業対象】 

 

 

140 

エイズ(ＡＩ

ＤＳ)、性感

染 症 ( Ｓ Ｔ

Ｉ)、性教育

出前講座の

開催 

学校及び関係機関からの希望に応じて出前講座を実

施します。 

中高生を中心に若年層を主対象とした啓発、正しい知

識の普及に努め、世界エイズデーに合わせ、市内商業

施設で啓発イベントを実施するとともに、学校等にパ

ンフレットを送付します。 

また、ＳＮＳでエイズに関する情報を発信し、啓発を

実施します。 

【担当課】 

保健対策課 

【事業対象】 

 

141 
自殺対策の

推進 

自殺対策を支える人材養成として、ゲートキーパー養

成に取り組みます。 

「生きることの包括的な支援」に関わる支援者等に対

して、ゲートキーパー研修等の自殺対策に関する研修

等を実施するとともに、出前講座の実施形態につい

て、対面に限らず、ＩＣＴを活用し柔軟に実施します。 

また、周囲の人が自殺の危険を示すサインに気づき、

適切に行動できるよう、必要な基礎的知識の普及を図

ります。 

【担当課】 

保健対策課 

【事業対象】 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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142 

赤ちゃんふ

れあいプロ

ジェクト（赤

ちゃん教室） 

児童・生徒が親子とふれあうことで、命の重み、親に

対する感謝を再認識し、家庭のあり方、子育ての大切

さを学ぶ機会を提供します。 

多くの児童生徒が赤ちゃんとふれあうことができる

ように回数を増やしていきます。 

【担当課】 

学校支援課 

【事業対象】 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

138 
学校における性教育

の充実 

性教育の実施率 

（小・中） 
100％ 100％ 

140 

エイズ(ＡＩＤＳ)、性感

染症(ＳＴＩ)、性教育出

前講座の開催 

出前講座回数 3回 増加 

141 自殺対策の推進 出前講座回数 ８回 増加 

142 

赤ちゃんふれあい 

プロジェクト 

（赤ちゃん教室） 

小学校・中学校 

実施回数 
3回 18回 

 

 

〇性教育を充実し、望まない妊娠をしないようにしてほしい。 

 

 

〇学校での性教育や情報リテラシー教育について、子供と保護者に寄り添いながら現状に沿

った教育内容に取り組んでほしい。 

 

 ⇒No.138「学校における性教育の充実」において、「人間関係や現在及び将来直面する性に関す

る諸課題に対して、適切な意思決定や行動選択ができるよう性に関する指導を行います。」とし

ています。 

⇒No.140「エイズ(ＡＩＤＳ)、性感染症(ＳＴＩ)、性教育出前講座の開催」において、希望に応

じて学校や関係機関への出前講座を実施し、性をとりまく様々な問題について考え、学ぶ機会と

なるよう取り組むことを記載しています。 

 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

 

大学生の意見 

子育て当事者の意見 
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基本目標６ 子供の貧困対策と教育機会確保の徹底 

（１）教育支援の充実 

全ての子供たちが自らの可能性を最大限に発揮し、豊かな人間性と確かな学力を身につ

けられるよう、学校、家庭、地域が一体となって子供たちの教育を支える環境づくりを推

進し、将来の社会を担う人材の育成と、誰一人取り残さない教育の実現を目指します。 

No. 施策名 内容 備考 

143 学習支援 

他機関等と連携をとりながら、基礎学力向上等の学

習支援や進学等に関する教育相談、学習の場所・機会

の提供を通じ、高等学校等への進学の支援を行いま

す。 

【担当課】 

生活支援第２課 

【事業対象】 

 

 

144 

文化芸術に

よる子供育

成総合事業 

子供たちに質の高い文化芸術を鑑賞・体験する機会

の確保や芸術家による計画的・継続的なワークショ

ップ等の実施により、子供たちの豊かな創造力・想像

力や、思考力、コミュニケーション能力等を養いま

す。 

【担当課】 

学校教育課 

【事業対象】 

 

 

145 

学校におけ

る食育の 

推進 

学校教育活動全体を通して、学校における食育の推

進を図り、食に関わる資質・能力の育成を目指しま

す。 

また、食事環境の整備、献立内容の充実、給食指導の

推進、家庭との連携の強化等、学校給食のより一層の

充実を図るなど、学校における食育を推進します。 

【担当課】 

学校教育課 

保健給食管理課 

【事業対象】 

 

 

146 

特別支援教

育児童生徒

指導事業 

【再掲№114】 

各小学校を窓口とした就学相談を行うとともに、教

育支援委員会において学びの場の検討を行います。 

障害のある児童・生徒の適正な学びの場について検

討するとともに、就学に関する相談も実施します。 

保健センターや保育こども園課と連携しながら、丁

寧な就学相談を行っていきます。 

【担当課】 

学校支援課 

【事業対象】 

 

147 

学校教育相

談体制の 

充実 

【再掲№116】 

いじめや不登校及び児童生徒の生活上の課題に適切

な対応ができるよう、学校や関係機関との連携によ

る支援体制づくりを推進します。 

全小学校・中学校・市立高等学校にスクールカウンセ

ラーを配置し、カウンセリングの手法で児童生徒に

対する相談支援を実施します。 

また、保護者や教職員に対する相談、教職員等への研

修、事件・事故・災害等の緊急対応における被害児童

生徒の心のケアを行います。 

【担当課】 

学校支援課 

【事業対象】 

 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 
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148 

不登校やい

じめに関す

る対策 

【再掲№131】 

電話や来所による教育相談を行い、不登校の子供や

保護者、教職員への支援を行います。 

また、不登校やいじめに関する効果的な方策につい

て検討します。 

相談先の周知を継続して行い、支援につながるケー

スの増加を図ります。 

【担当課】 

子ども支援センター 

【事業対象】 

 

149 

子供の貧困

に関する啓

発 

子供の貧困の信号を早期に発見し、適切な支援につ

なげるため、関係機関と連携を図ります。 

【担当課】 

子育て支援課 

【事業対象】 

 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

143 学習支援 受講者数 9人 15人 

145 
学校における 

食育の推進 

行事食や地産地消の

日の給食提供回数 
26回 28回 

 

 

〇相談できる場所があればいい。一人ぼっちの時も来たら楽しくしゃべったり相談ができる

から。自分の話を聞いてほしいと思うから。 

 ⇒No.147「学校教育相談体制の充実」、No.148「不登校やいじめに関する対策」において、児

童生徒への不登校やいじめに関する相談支援について記載しています。 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

小学生の意見 



 

115 

（２）生活支援の強化 

全ての子供たちが安心して生活し、健やかに成長できる環境づくりを推進するとともに、

地域社会全体で支え合う仕組みを構築し、誰もが希望を持って暮らせる共生社会の実現を

目指します。 

 

No. 施策名 内容 備考 

150 

子供の居場

所づくり（児

童育成支援

拠点事業） 

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のな

い児童等に対して、当該児童の居場所となる場を開設

し、児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて、生

活習慣の形成や学習のサポート、進路等の相談支援、

食事の提供等を行うとともに、児童及び家庭の状況を

アセスメントし、関係機関へのつなぎを行う等の個々

の児童の状況に応じた支援を包括的に提供します。 

【担当課】 

子育て支援課 

こども家庭センター 

【事業対象】 

151 
子供食堂へ

の支援 

「子供食堂（子供の居場所）」の開催状況等をホーム

ページ等で発信し、利用したい子供食堂の情報がすぐ

に得られるよう支援します。 

運営に必要な地域資源（食材や物資など）を提供する

団体等との連携を支援し、寄付等のマッチングを行い

ます。 

コミュニティセンターの使用について、使用料の減免

を通して、安心・安全な子供食堂が運営できるよう支

援します。 

【担当課】 

子育て支援課 

生涯学習課 

【事業対象】 

 

152 

生活困窮者

自立支援 

事業 

生活保護に至る前の段階から早期に支援を行うこと

で、生活困窮状態からの早期自立を支援します。 

就労の支援その他の自立に関する問題につき、生活困

窮者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を

行います。 

面談による相談だけでなく電話相談やインターネッ

トでも相談を受け付けて対応します。 

他機関等とも連携をとりながら、引き続き生活困窮者

の自立等が円滑に進むよう支援します。 

【担当課】 

生活支援第２課 

【事業対象】 

 

153 

養育費確保

支援補助金

制度 

養育費に関する公正証書等の作成で負担した経費や、

保証会社と養育費保証契約を締結した際に負担した

経費、養育費確保のための強制執行で負担した経費に

ついて、市が補助します。 

【担当課】 

こども家庭課 

【事業対象】 
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154 里親制度 

実の家庭で暮らすことのできない子供達に対し、深い

愛情と理解を持って育ててくれる里親の認知度を高

める啓発活動を関係機関と連携し行います。また、引

き続き里親相談会によって里親の新規開拓を行いま

す。 

【担当課】 

こども家庭センター 

【事業対象】 

 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

150 
子供の居場所づくり

（児童育成支援拠点事業） 
実施か所数 ― ３か所 

152 
生活困窮者 

自立支援事業 
延べ相談件数 942件 1,200件 

153 
養育費確保支援 

補助金制度 
支給件数 

公正証書等作成費補助 

５５件 
６５件 

 

 

〇つらいときとか家にいてたくないときにいれるところ、家にひとりでいるひとが集まって

楽しくできるところがあったらいい。 

 ⇒No.150「子供の居場所づくり（児童育成支援拠点事業）」において、家庭や学校に居場所のな

い児童の居場所となる場をつくることを記載しています。 

 

（３）保護者に対する就労支援 

保護者が自身のスキルや希望に合った就労を実現し、安定した収入を得られるよう支援

するとともに、関係機関との連携を強化し、地域全体で保護者の就労を支える体制を構築

することで、子育て世帯の経済的自立と生活の質の向上を目指します。 

 

No. 施策名 内容 備考 

155 
求人情報等

の提供 

ハローワーク発行の「ハローワーク求人情報」等を活

用し、求職者に対して情報提供を実施します。 

【担当課】 

産業政策課 

【事業対象】 

 

156 
転職・再就職

の支援 

転職や再就職を支援するため、就職支援事業や関係機

関と連携した事業を継続して実施します。 

【担当課】 

産業政策課 

【事業対象】 
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■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

155 求人情報等の提供 情報提供回数 50回 50回 

156 転職・再就職の支援 事業開催回数 4回 ４回 

 

 

（４）経済的支援の拡充 

全ての子供たちが家庭の経済状況に関わらず質の高い教育・保育を受けられるよう、経

済的支援を行います。子育て世帯の生活の安定化を支援し、子供たちの健やかな成長と将

来の可能性を広げる社会の実現を目指します。 

 

No. 施策名 内容 備考 

157 就学援助 

経済的な理由により就学が困難な児童生徒の保護者

に対し、学用品、給食費、修学旅行費等の援助を行い

ます。 

また、学用品費等の支給単価を国基準並みで維持して

いきます。 

【担当課】 

学校支援課 

【事業対象】 

 

158 

実費徴収に

係る補足給

付を行う事

業 

新制度未移行幼稚園を利用する低所得世帯や多子世

帯について、給食費として実費徴収している費用のう

ち、副食費の助成を実施します。 

【担当課】 

保育こども園課 

【事業対象】 

 

 

159 
幼児教育・保

育の無償化 

幼稚園、保育所、認定こども園を利用する３歳から５

歳までの児童及び０歳から２歳までの住民税非課税

世帯の児童の利用料を無償化します。 

認可外保育施設等を利用する保育の必要性があると

認定された児童についても、一定の上限月額のもと、

その利用料を無償化します。 

満３歳になって初めての４月１日から就学前の障害

児の発達支援についても、障害児通所施設の利用料を

無償化します。 

幼児教育・保育の無償化に伴う施設等利用費の給付や

児童発達支援等の利用者負担の無償化を引き続き実

施します。 

【担当課】 

保育こども園課 

障害者支援課 

教育政策課 

【事業対象】 
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160 
小学校給食

費の無償化 
小学校給食における給食費の無償化を継続します。 

【担当課】 

保健給食管理課 

【事業対象】 

 

 

161 

中学校全員

給食化・給食

費の無償化 

中学校給食センターの整備を行い、安心・安全な学校

給食を提供し、その給食費の無償化を目指します。 

【担当課】 

保健給食管理課 

【事業対象】 

 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

(令和５年度) 

目標値 

（令和 11年度） 

160 
小学校給食費の 

無償化 

市立小学校の給食費 

無償化実施割合 
100％ 100％ 

161 
中学校全員給食化・ 

給食費の無償化 

市立中学校の給食費 

無償化実施割合 
 ― 100％ 

 

 

〇少子化対策として経済的支援が特に必要。教育費や医療費の無償化など経済的支援を拡大

していくべき。 

 ⇒教育費については、No.157「就学援助」において、「経済的な理由により就学が困難な児童生

徒の保護者に対し、学用品、給食費、修学旅行費などの援助を行います。」としています。 

  また、No.158～161 においても、経済的支援についての事業内容をまとめています。 
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基本目標７ 多方面からの少子化対策の実施 

（１）出産支援及び子育て世帯への支援の充実 

少子化対策として、子育て世帯の経済的負担を軽減し、安心して子供を生み育てられる

環境を整備することで、子育て支援の充実した地域社会の実現を目指します。 

 

No. 施策名 内容 備考 

162 
児童手当の

支給 

令和６年 10 月の制度改正による 18 歳年度末までの

支給期間延長、第３子の支給額倍増、所得制限撤廃、

年６回の支給、多子加算のカウント方法見直しを適切

に実施します。 

また、窓口での案内、市報やホームページ等を活用し

た周知・広報活動により、申請漏れを防ぎ、適正に支

給を行うよう努めます。  

【担当課】 

こども家庭課 

【事業対象】 

 

163 
こども医療

費助成 

高校卒業年齢までの子供を対象に、保険診療の自己負

担額助成を継続して実施します。 

所得制限撤廃や対象年齢拡大の効果を検証しつつ、医

療費の動向を注視します。 

また、保険証廃止に向けた運営方法の見直しを行い、

より効率的で利用しやすい制度を目指します。 

【担当課】 

こども家庭課 

【事業対象】 

 

164 
出産育児一

時金の支給 

国民健康保険に加入している人が出産したときに、出

産育児一時金の支給を継続して実施します。 

直接支払制度の利用を促進し、出産時の経済的負担を

軽減します。 

また、国保加入期間が６か月未満の場合の二重払い防

止に留意しつつ、適切な給付を行います。  

【担当課】 

国保年金課 

【事業対象】 

 

165 

子育て中の

多子世帯に

対する経済

的支援 

多子世帯の経済的負担を軽減するため、教育・保育施

設等において、第２子は一定の所得制限のもとで、第

３子目以降は所得に関係なく保育料を無償化します。 

また、一時預かり事業、ファミリー・サポート・セン

ター事業等の利用料助成を継続します。 

【担当課】 

保育こども園課 

子育て支援課 

障害者支援課 

【事業対象】 

 

 

166 

産前産後期

間の保険料

減額 

出産予定日（または出産日）が属する月の前月から、

出産予定日（または出産日）が属する月の翌々月の計

４か月分の保険料を減額します。 

多胎妊娠・出産の場合は、出産予定日（または出産日）

が属する月の３か月前から６か月間を減額します。 

【担当課】 

国保年金課 

【事業対象】 
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167 
妊婦のため

の支援給付 

妊婦支援給付金として、妊娠届出後速やかに５万円

を、その後妊娠している子ども１人当たり５万円を支

給します。 

給付金の支給にあたっては、保健センターにおける相

談支援やこんにちは赤ちゃん事業・新生児訪問指導等

を効果的に組み合わせることにより、妊娠・出産期に

おける負担の軽減のための総合的な支援につなげま

す。 

【担当課】 

地域保健課 

【事業対象】 

 

168 
こども未来

ギフト事業 

子供たちの健やかな成長を願うとともに、未来を応援

するため、本市で生まれた全ての子供の誕生をお祝い

し、ギフトを贈呈します。 

【担当課】 

子育て支援課 

【事業対象】 

 

 

169 
不妊対策 

事業 

不妊治療に要する費用の一部を助成し、また、不妊相

談を実施します。 

【担当課】 

地域保健課 

【事業対象】 

 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

(令和５年度) 

目標値 

（令和 11年度） 

168 こども未来ギフト事業 申請率 ― 100％ 

 

 

〇少子化対策として経済的支援が特に必要。教育費や医療費の無償化など経済的支援を拡大

していくべき。 

 ⇒医療費については、No.163「こども医療費助成」において、「高校卒業年齢までの子供を対象

に、保険診療の自己負担額助成を継続して実施します。」としています。 

  また、No.164～167、No.169 においても、経済的支援についての事業内容をまとめています。 

 

  

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

乳 幼 学 青 

妊 子 

大学生の意見 



 

121 

（２）結婚・新生活支援 

結婚を希望する独身者の願いを実現し、新たな家庭の形成を支援するとともに、地域社

会全体で若い世代の船出を応援する機運を醸成し、活力ある地域社会の維持と少子化対策

の推進を目指します。 

 

No. 施策名 内容 備考 

170 
わ か や ま

Koi むすび 

結婚を希望しているにも関わらず、出会いの機会が少

ない市民に出会いの機会を提供します。 

地域で出会いの場を提供してきた世話人同士が連携

して、結婚を望む市内の独身者にお見合い型の出会い

の場を提供します。 

また、婚活イベントを年２回実施します。 

【担当課】 

子育て支援課 

【事業対象】 

 

171 
結婚新生活

支援事業 

新たに結婚した者に対して、和歌山市結婚新生活支援

補助金を交付して、新婚世帯を経済的に支援します。 

補助対象経費は、住宅の購入費や賃借費等の主に住宅

に係る費用や引越し費用となります。 

【担当課】 

子育て支援課 

【事業対象】 

 

 

 

■目標 

No. 施策 指標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和 11年度） 

170 わかやまKoi むすび 独身者登録数 108人 350人 

171 結婚新生活支援事業 申請件数 ― 150件 

 

 

 

※ 目標値が現状値よりも減少している指標について、その減少理由は、人口減少及び事業の見直

しによるものである。 
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圏域 中学校区 小学校区 圏域 中学校区 小学校区 圏域 中学校区 小学校区

大　新 砂　山 山　東

広　瀬 今　福 東山東

新　南 吹　上 岡　崎

宮　北 芦　原 安　原

太　田 高　松 東　和 宮　前

宮 雑賀崎 和歌浦

三　田 雑　賀 名　草

浜　宮

城　東

日　進

４
ブ
ロ

ッ
ク

西　和 ６
ブ
ロ

ッ
ク

東

明　和

西　浜

５
ブ
ロ

ッ
ク

第５章 教育・保育事業等の充実 

１ 教育・保育提供区域の設定 

本市における教育・保育の提供区域は、保護者や子供が移動しやすく、地域とのつながり

を考え、６圏域を設定します。 

地域子ども・子育て支援事業については、市全域を一つの提供区域と設定します。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

圏域 中学校区 小学校区 圏域 中学校区 小学校区 圏域 中学校区 小学校区

加　太 加　太 楠　見 小　倉

西　脇 楠見東 和　佐

八幡台 楠見西 西和佐

貴　志 有　功 中之島

藤戸台 有功東 四箇郷

貴志南 鳴　滝 四箇郷北

木　本 直　川

松　江 紀　伊

野　崎 川　永

野崎西 山　口

湊

福　島

１
ブ
ロ

ッ
ク

２
ブ
ロ

ッ
ク

楠　見

３
ブ
ロ

ッ
ク

高　積
西　脇

貴　志 有　功 紀之川

河　西

紀　伊

河　北

伏虎義務教育
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認定区分と提供施設 

認定区分 提供施設 

１号 ３－５歳、幼児期の教育を希望 幼稚園、認定こども園 

２号 ３－５歳、保育の必要性あり  保育所、認定こども園 

３号 ０－２歳、保育の必要性あり  保育所、認定こども園、地域型保育事業 

 

 

子育て支援の「給付」と事業の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

子ども・子育て支援給付 地域子ども・子育て支援事業 

児童手当 

妊婦のための支援給付【新規】 

 

○時間外保育事業 

○放課後児童健全育成事業 

○子育て短期支援事業 

○地域子育て支援拠点事業 

○一時預かり事業 

〇病児・病後児保育事業

○子育て援助活動支援事業 

（ ） 

○利用者支援事業 

○妊婦等包括相談支援事業【新規】 

○乳児家庭全戸訪問事業 

○養育支援訪問事業 

○

○妊婦健康診査事業 

○子育て世帯訪問支援事業【新規】 

○児童育成支援拠点事業【新規】 

○親子関係形成支援事業【新規】 

○  

○産後ケア事業【新規】 

○  

○多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

施設型給付 

○認定こども園 

○幼稚園 

○保育所 

地域型保育給付 

○小規模保育（定員は６人以上 19 人以下） 

○家庭的保育 

○居宅訪問型保育 

（子どもの居宅等において保育を行う。） 

○事業所内保育 

（事業所内の施設等において保育を行う。） 

施設等利用給付 

○新制度未移行幼稚園 

○認可外保育施設 

○預かり保育等 
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２ 教育・保育の量の見込み及び提供体制の確保の内容 

（１）教育・保育の提供体制の確保内容 

○１号認定については、少子化の影響により利用者数の減少傾向が続いており、現在の定員

数で今後５年間の見込み量を十分にカバーできると予測されます。 

地域ごとの需要の変化に注意を払いつつ、子供たちがよりよい環境で成長できるよう環境

整備を推進します。 

○２号認定については、女性の就業率の上昇に伴いニーズは依然として高い状況ですが、人

口推計による、子供の減少傾向も考慮する必要があります。 

市全体では緩やかな減少が見込まれますが、地域によってニーズにばらつきがあります。

安全な環境で保育ができるよう施設整備を図ります。 

○３号認定については、働き方の多様化や共働き世帯の増加により、低年齢からの保育ニー

ズが年々高まっています。「和歌山市立保育所整備計画」に基づいて改修や長寿命化の整備

を行い、安全な環境で保育ができるよう施設整備を図ります。 

また、保育士の処遇改善や働き方改革を進め、安定的な保育サービスの提供に取り組みま

す。 

 

教育・保育：量の見込みに対する確保方策 （人） 

 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 2,680 3,972 308 946 1,099 2,619 3,857 302 969 1,041 2,524 3,707 297 949 1,065 

②
確
保
の
内
容 

特定教育・

保育施設 
2,198 4,775 580 1,047 1,318 2,207 4,775 580 1,047 1,318 2,176 4,821 589 1,059 1,324 

確認を受け

ない幼稚園 
2,240         2,240         2,240         

企業主導型

保育施設 
0 75 105 122 130 0 75 105 122 130 0 75 105 122 130 

②－① 1,758 878 377 223 349 1,828 993 383 200 407 1,892 1,189 397 232 389 
 

 

令和 10 年度 令和 11 年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 2,483 3,642 292 935 1,045 2,441 3,581 287 920 1,029 

②
確
保
の
内
容 

特定教育・

保育施設 
2,176 4,821 589 1,059 1,324 2,176 4,821 589 1,059 1,324 

確認を受け

ない幼稚園 
2,240         2,240     

企業主導型

保育施設 
0 75 105 122 130 0 75 105 122 130 

②－① 1,933 1,254 402 246 409 1,975 1,315 407 261 425 

確認を受けない幼稚園：施設型給付を受けず、現行のまま残る幼稚園 

量の見込み：必要利用定員総数  
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（２）提供区域ごとにみる教育・保育の提供体制 

①１ブロックの推計人口と教育・保育の量の見込みと提供体制 

 

 
資料：住民基本台帳（平成 31 年度～令和６年度のデータを元にコーホート変化率法により推計） 

 

■教育・保育：量の見込みに対する確保方策 （人） 

 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 388 865 59 191 195 370 825 58 195 191 357 796 57 191 195 

②
確
保
の
内
容 

特定教育・

保育施設 
393 1,083 113 217 312 393 1,083 113 217 312 393 1,083 113 217 312 

確認を受け

ない幼稚園 
600         600         600         

企業主導型

保育施設 
0 0 3 3 3 0 0 3 3 3 0 0 3 3 3 

②－① 605 218 57 29 120 623 258 58 25 124 636 287 59 29 120 
 

 

令和 10 年度 令和 11 年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 357 796 56 188 191 355 792 56 186 188 

②
確
保
の
内
容 

特定教育・

保育施設 
393 1,083 113 217 312 393 1,083 113 217 312 

確認を受け

ない幼稚園 
600         600         

企業主導型

保育施設 
0 0 3 3 3 0 0 3 3 3 

②－① 636 287 60 32 124 638 291 60 34 127 

確認を受けない幼稚園：施設型給付を受けず、現行のまま残る幼稚園 

量の見込み：必要利用定員総数  

594 580 525 517 504 514 505 496 489 483

1,285 1,246 1,203 1,122 1,053 1,044 1,045 1,046 1,027 1,012

2,125 2,072 2,024 1,922 1,842 1,725 1,646 1,588 1,589 1,580

4,004 3,898 3,752
3,561

3,399 3,283 3,196 3,130 3,105 3,075

0
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

０歳児 １・２歳児 ３～５歳児

（人）
実績値 推計値 
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②２ブロックの推計人口と教育・保育の量の見込みと提供体制 

 

 
資料：住民基本台帳（平成 31 年度～令和６年度のデータを元にコーホート変化率法により推計） 

 

■教育・保育：量の見込みに対する確保方策 （人） 

 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 266 871 58 190 247 259 848 57 196 222 245 802 55 192 229 

②
確
保
の
内
容 

特定教育・

保育施設 
366 999 105 234 276 366 999 105 234 276 335 1,045 114 246 282 

確認を受け

ない幼稚園 
0         0         0         

企業主導型

保育施設 
0 12 21 26 31 0 12 21 26 31 0 12 21 26 31 

②－① 100 140 68 70 60 107 163 69 64 85 90 255 80 80 84 
 

 

令和 10 年度 令和 11 年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 238 781 54 188 225 231 758 53 184 220 

②
確
保
の
内
容 

特定教育・

保育施設 
335 1,045 114 246 282 335 1,045 114 246 282 

確認を受け

ない幼稚園 
0         0         

企業主導型

保育施設 
0 12 21 26 31 0 12 21 26 31 

②－① 97 276 81 84 88 104 299 82 88 93 

確認を受けない幼稚園：施設型給付を受けず、現行のまま残る幼稚園 

量の見込み：必要利用定員総数  

367 352 333 335 306 315 310 302 296 292

851 778 749 722 709 674 649 653 640 626

1,458 1,444
1,332 1,269 1,205 1,158 1,128 1,066 1,039 1,008

2,676
2,574

2,414 2,326
2,220 2,147 2,087 2,021 1,975 1,926

0

500
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３年度
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４年度

令和

５年度

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

０歳児 １・２歳児 ３～５歳児

（人）
実績値 推計値 
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③３ブロックの推計人口と教育・保育の量の見込みと提供体制 

 

 
資料：住民基本台帳（平成 31 年度～令和６年度のデータを元にコーホート変化率法により推計） 

 

■教育・保育：量の見込みに対する確保方策 （人） 

 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 596 677 50 160 189 594 674 49 161 177 590 670 49 158 177 

②
確
保
の
内
容 

特定教育・

保育施設 
244 823 80 171 220 253 823 80 171 220 253 823 80 171 220 

確認を受け

ない幼稚園 
560         560         560         

企業主導型

保育施設 
0 0 9 11 11 0 0 9 11 11 0 0 9 11 11 

②－① 208 146 39 22 42 219 149 40 21 54 223 153 40 24 54 
 

 

令和 10 年度 令和 11 年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 574 652 49 157 175 559 634 48 156 174 

②
確
保
の
内
容 

特定教育・

保育施設 
253 823 80 171 220 253 823 80 171 220 

確認を受け

ない幼稚園 
560         560         

企業主導型

保育施設 
0 0 9 11 11 0 0 9 11 11 

②－① 239 171 40 25 56 254 189 41 26 57 

確認を受けない幼稚園：施設型給付を受けず、現行のまま残る幼稚園 

量の見込み：必要利用定員総数  

389 399 406 377 376 376 371 369 365 361

907 827 795 806 833 798 774 768 761 754

1,389 1,417 1,357 1,327 1,247 1,259 1,255 1,247 1,213 1,181

2,685 2,643 2,558 2,510 2,456 2,433 2,400 2,384 2,339 2,296
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2,000

2,500

3,000

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度
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６年度
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７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

令和

11年度

０歳児 １・２歳児 ３～５歳児

（人）
実績値 推計値 
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④４ブロックの推計人口と教育・保育の量の見込みと提供体制 

 

 
資料：住民基本台帳（平成 31 年度～令和６年度のデータを元にコーホート変化率法により推計） 

 

■教育・保育：量の見込みに対する確保方策 （人） 

 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 344 390 34 101 123 333 376 34 105 111 319 360 34 104 116 

②
確
保
の
内
容 

特定教育・

保育施設 
5 486 64 105 131 5 486 64 105 131 5 486 64 105 131 

確認を受け

ない幼稚園 
800         800         800         

企業主導型

保育施設 
0 0 20 23 24 0 0 20 23 24 0 0 20 23 24 

②－① 461 96 50 27 32 472 110 50 23 44 486 126 50 24 39 
 

 

令和 10 年度 令和 11 年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 307 347 33 103 114 300 338 33 101 113 

②
確
保
の
内
容 

特定教育・

保育施設 
5 486 64 105 131 5 486 64 105 131 

確認を受け

ない幼稚園 
800         800         

企業主導型

保育施設 
0 0 20 23 24 0 0 20 23 24 

②－① 498 139 51 25 41 505 148 57 27 42 

確認を受けない幼稚園：施設型給付を受けず、現行のまま残る幼稚園 

量の見込み：必要利用定員総数  

347 328 332 345 299 312 308 304 301 297

711 699 685 677 669 620 601 611 603 595

1,070 1,062 1,034 1,042 1,019 1,000 966 926 892 870

2,128 2,089 2,051 2,064 1,987 1,932 1,875 1,841 1,796 1,762
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６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和
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０歳児 １・２歳児 ３～５歳児

（人）
実績値 推計値 
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⑤５ブロックの推計人口と教育・保育の量の見込みと提供体制 

 

 
資料：住民基本台帳（平成 31 年度～令和６年度のデータを元にコーホート変化率法により推計） 

 

■教育・保育：量の見込みに対する確保方策 （人） 

 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 592 463 39 116 136 593 463 38 115 130 569 445 37 112 129 

②
確
保
の
内
容 

特定教育・

保育施設 
716 572 83 123 152 716 572 83 123 152 716 572 83 123 152 

確認を受け

ない幼稚園 
0         0         0         

企業主導型

保育施設 
0 0 10 10 10 0 0 10 10 10 0 0 10 10 10 

②－① 124 109 54 17 26 123 109 55 18 32 147 127 56 21 33 
 

 

令和 10 年度 令和 11 年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 575 449 36 110 126 561 438 35 108 123 

②
確
保
の
内
容 

特定教育・

保育施設 
716 572 83 123 152 716 572 83 123 152 

確認を受け

ない幼稚園 
0         0         

企業主導型

保育施設 
0 0 10 10 10 0 0 10 10 10 

②－① 141 123 57 23 36 155 134 58 25 39 

確認を受けない幼稚園：施設型給付を受けず、現行のまま残る幼稚園 

量の見込み：必要利用定員総数  

263 268 246 258 245 242 237 233 228 223

555 557 554 523 504 515 501 493 483 473

938 881 868 858 863 803 805 773 780 761

1,756 1,706 1,668 1,639 1,612 1,560 1,543 1,499 1,491 1,457
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０歳児 １・２歳児 ３～５歳児

（人）
実績値 推計値 
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⑥６ブロックの推計人口と教育・保育の量の見込みと提供体制 

 

 
資料：住民基本台帳（平成 31 年度～令和６年度のデータを元にコーホート変化率法により推計） 

 

■教育・保育：量の見込みに対する確保方策 （人） 

 

令和７年度 令和８年度 令和９年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 494 706 68 188 209 470 671 66 197 210 444 634 65 192 219 

②
確
保
の
内
容 

特定教育・

保育施設 
474 812 135 197 227 474 812 135 197 227 474 812 135 197 227 

確認を受け

ない幼稚園 
280         280         280         

企業主導型

保育施設 
0 63 42 49 51 0 63 42 49 51 0 63 42 49 51 

②－① 260 169 109 58 69 284 204 111 49 68 310 241 112 54 59 
 

 

令和 10 年度 令和 11 年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 3-5 歳 3-5 歳 ０歳 １歳 ２歳 

①量の見込み 432 617 64 189 214 435 621 62 185 211 

②
確
保
の
内
容 

特定教育・

保育施設 
474 812 135 197 227 474 812 135 197 227 

確認を受け

ない幼稚園 
280         280         

企業主導型

保育施設 
0 63 42 49 51 0 63 42 49 51 

②－① 322 258 113 57 64 319 254 115 61 67 

確認を受けない幼稚園：施設型給付を受けず、現行のまま残る幼稚園 

量の見込み：必要利用定員総数 

 

  

516 528 481 441 433 452 442 435 427 417

1,031 1,007 999 977 899 845 865 873 857 842

1,593 1,571 1,479 1,457 1,423 1,412 1,343 1,269 1,235 1,244
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０歳児 １・２歳児 ３～５歳児

（人） 実績値 推計値 



 

131 

３ 今後の和歌山市立保育所及び幼稚園について 

（１）背景 

本市はこれまで和歌山市立認定こども園整備計画に基づき、平成 27 年度から令和６年度

までの 10年間で、市内に 34 施設ある市立幼稚園及び保育所を 11 施設の幼保連携型認定こ

ども園とするよう整備を推進してきました。 

同整備計画に基づき令和２年度に２施設の市立認定こども園が開園した中で、同時に、

民間施設の幼保連携型認定こども園への移行に対し補助を行い、29 の民間施設が認定こど

も園に移行し、市立認定こども園と合わせて 31園になり、第二期和歌山市子ども・子育て

支援事業計画の目標値の 30 園に到達しています。 

この間、幼児教育・保育を取り巻く環境は大きく変化し、国の子育て支援策や社会情勢

の変化、保護者のニーズに柔軟に対応していく必要があり、令和４年 12月に、和歌山市立

認定こども園整備計画を見直し、市立保育所及び幼稚園は、それぞれに今後の方向性や整

備について、計画していくこととしました。 

 

（２）和歌山市立保育所整備計画について 

市立保育所は、和歌山市立保育所整備計画（以下、「整備計画」という。）として、計画の

方向性、整備の順番と時期、集約化、建替え、改修等の整備の方法や待機児童の解消を踏ま

えた運営方針を含む、具体的な計画を策定します。 

また、整備計画は、保育所の集約化、長寿命化に基づく老朽化対策を中心に、各保育所の

具体的な整備手法、整備時期について、建築年数だけでなく、老朽化の進行具合や児童数

の推移等、様々な要因を総合的に検討するものとします。 

 

① 整備計画の期間と検討施設 

計画期間は、幼児教育・保育を取り巻く環境の変化に柔軟に対応するため、前期・中期・

後期を５か年ずつに分けて検討します。 

前期の５か年整備計画として、特に整備の必要性・緊急性が高く、耐用年数の短い鳴神

保育所、宮保育所、安原保育所及び休園中の名草保育所の４施設を対象に整備を進めます。 

 前期 中期 後期 

令和 ７ 

年度 

８ 

年度 

９ 

年度 

10 

年度 

11 

年度 

12 

年度 

13 

年度 

14 

年度 

15 

年度 

16 

年度 

17 

年度 

18 

年度 

19 

年度 

20 

年度 

21 

年度 

検討 

施設 

施設名 ブロック     

鳴神保育所 

宮保育所 

安原保育所 

名草保育所 

４ 

４ 

６ 

６ 

    

 

残りの施設については、状況に応じて計画の時期を検討していきます 
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②前期５か年整備計画 

前期５か年整備計画では、保育所の集約化、長寿命化に基づく老朽化対策を重点的に進

めるため、次の４か所の保育所について、建替え、改修、廃園、解体及び売却を実施しま

す。 

 

ア 鳴神保育所・宮保育所 

宮保育所は建築年度が昭和 47 年と最も老朽化が進んでいる施設です。同ブロックには宮

保育所と同様に、耐用年度が迫ってきている鳴神保育所があり、いずれも改修による耐用

年数の延伸は困難と見込まれます。 

今後も引き続き園児を受け入れるためには、園舎の建替えが必要となりますが、就学前

児童数の減少を考慮すると、両施設の建替えは難しい状況です。 

このため、将来にわたり持続可能な運営を実現するため、エリアが近く集約可能な保育

所について検討し、新園舎建築にあたり、宮保育所を廃園、解体及び売却し、鳴神保育所を

建替え（新園舎完成後、旧園舎を解体）、２園を１園に集約します。 

 

【期待される効果】 

・施設の耐久性・耐震性の確保 

・集約化に伴う保育士の再配置による、受入児童数増 

・維持管理費の削減 

 

【集約化による整備詳細】 

・鳴神保育所の園庭に新園舎を建築し、旧園舎を解体 

・駐車場の設置を検討 

・正門を東側に変更することを検討（東側は擁壁があるため、擁壁工事により追加費用

が発生する可能性がある。） 

・宮保育所の園児を新設する鳴神保育所に受け入れた後、宮保育所を廃園し売却 

・売却によって得た財源は、新設する鳴神保育所の費用に充当し、財源の負担を軽減 

 

イ 安原保育所 

旧園舎は、昭和 50 年に建築され、老朽化が著しいため大規模改修を実施します。主な工

事内容として、屋根の防水工事、外壁の塗装工事等を施行する予定で、施設の長寿命化を

図ります。 

 

ウ 名草保育所 

現在休園していますが、今後、廃園し、跡地については、地域のニーズや土地の特性を考

慮し、保育施設の老朽化による園舎内の安全性確保等の問題も踏まえ、地域の皆さまのご

意見も聞きながら、適切な活用方法を検討し、地域の活性化につながる活用を目指します。 
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③計画の推進にあたって 

幼児教育・保育を取り巻く環境は、大きく変化しており、国の子育て支援策や社会情勢

の変化、保護者のニーズに柔軟に対応していく必要があるため、必要に応じて５か年ごと

に計画の見直しを検討する可能性があります。 

就学前児童、待機児童の動向を注視し、保育所の集約化、建替え、長寿命化、民営化、廃

園、売却、認定こども園化等のあらゆる施策を柔軟に実施し、子供たちが安心して快適に

過ごせる環境づくりを目指し、今後、整備計画を着実に推進します。 
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（３）和歌山市立幼稚園の今後の計画、あり方について 

①各市立幼稚園は今後も運営を継続 

市立幼稚園では、従来から、学校教育法や幼稚園教育要領等に則り、「生涯にわたる人格

形成の基礎」と「小学校以降の生活や学習の基盤となる力」を育成するため、幼児の心身の

発達や学びの連続性を踏まえた幼児教育を充実させてきました。また、教員は、幼児教育

の研究や研修を行い、適切な教育環境を整えながら、質の高い幼児教育の提供に努めてい

ます。 

 

ア 現時点では、園の統合等は行わず、継続運営します 

市立幼稚園の施設は、一部に昭和 50 年代に建築されたものもありますが、適時改修等を

加えるとともに、平成に建築した園舎が併設されているなど、総じて市立保育所に比べ新

しいものが多くなっています。そこで、「和歌山市こども計画」の計画期間である令和７年

度から令和 11 年度までの期間は、園の統合等は行わず、それぞれ継続して運営していくこ

ととします。 

 

イ 新入園児が複数年いない場合は休園を検討 

地域によっては園児数が少なくなっていることを考慮し、小学校等との一貫教育の取組

を推進している園を除き、新入園児の無い状態が複数年連続することが予測される場合に

は、休園等を検討することとします。 

 

②各種取組の継続と園の魅力発信等 

各園では、次の取組を継続して行いながら、その魅力発信を積極的に行います。 

今後とも、市立幼稚園は、義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとして幼児を保

育し、幼児の健やかな成長のために適切な環境を与え、その心身の発達を助長していきま

す。 

 

ア 教育内容の充実、幼小連携の強化 

これまで各園が、それぞれの地域における幼児教育の中心的な役割を担ってきたノウハ

ウや特色をさらに生かせるよう、職員は各種研修を受講し専門家の助言を受けるなどして

より資質向上に努め、市立幼稚園における教育内容の充実を図ります。また、保護者や地

域の皆様と連携・協力し、子供がより良い幼児教育を享受できるよう、地域とともにある

市立幼稚園づくりを進めていきます。 

各園は市立小学校に隣接等しており、市立幼稚園の 11 園中８園については、隣接する小

学校長が園長を兼ねています。どの園も幼小の園児・児童及び教員同士が交流しているこ

ともあり、幼児の情報等を共有しやすい利点があります。今後とも、幼小連携を強化し、小

学校への円滑な接続を図って、小１プロブレム等の課題をより解消していきます。 
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イ 支援の必要な園児へのきめ細かく質の高い幼児教育の提供 

最近、保育所、こども園において、支援の必要な園児の割合が増加しています。市立幼稚

園においては、令和元年 10 月からの国による幼児教育・保育の無償化以降は入園児数が減

少している反面、支援の必要な園児の割合が増加し、支援の必要な園児が教育を受けるた

めの重要な役割を担っています。 

今後も、支援の必要な園児とその保護者が安心して通園できるよう、きめ細かく質の高

い幼児教育の提供に努めます。 

 

ウ 園児の預かり時間の延長や「未就園児のつどい」の継続 

現在、全ての園において、無償で１時間程度の時間延長を行っています。 

また、各園では「未就園児のつどい」として、月に１日又は２日、普段は園に通っていな

い乳幼児とその保護者が在園児と交流する取組を行っており、園と地域社会や家庭との連

携を深め、地域における子育て支援活動の一端を担っています。 

これらの取組を継続して推進するとともに、園の魅力発信を積極的に行っていきます。 

 

③計画、あり方の見直しについて 

この「和歌山市立幼稚園の今後の計画、あり方」については、次期「和歌山市こども計

画」の計画期間である令和 12 年度から令和 16 年度までの５年間を目途とし、見直し等を

検討することとします。 

 

■就学前施設の位置図 
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４ 幼児期の学校教育・保育の一体的提供及び 

当該学校教育・保育の推進に関する体制の確保の内容 

（１）認定こども園の普及に係る基本的な考え方 

○女性の就労率の上昇と働き方の多様化に伴い、低年齢児からの保育ニーズが増加傾向に

ある一方、少子化の影響により幼稚園の利用ニーズは減少傾向が続いています。この傾

向は今後も継続すると予測されるため、将来の保育需要を慎重に分析しながら、幼稚園・

保育所の認定こども園化を戦略的に進めていきます。 

また、本市の特性を活かした特色ある教育・保育プログラムの導入や地域コミュニティ

との連携強化など、質の高い教育・保育を提供できるよう、関係者との綿密な協議・検討

を重ねます。 

○認定こども園への移行を検討している事業者に対しては、説明会の開催や個別相談の機

会を設けるなど、きめ細かなサポート体制を整えます。また、移行後の運営に関する課

題や成功事例の共有を通じて、市内全体の認定こども園の質の向上を図ります。 

○認定こども園の普及に伴い、保育教諭の確保・育成が重要な課題となることから、市独

自の保育人材確保策の実施や、保育教諭のキャリアアップ支援など、人材面での取組も

強化します。 

 

（２）質の高い教育・保育及び地域の子育て支援事業の役割 

○「和歌山市公立幼保連携型認定こども園幼児教育・保育カリキュラム」を基盤としつつ、

各園の特色や地域性を活かした指導計画の策定・実施を推進します。これにより、市内

の全ての就学前児童に対して、質の高い教育・保育を提供します。 

○県から派遣された幼児教育アドバイザーの専門的知見を活用し、各園への訪問指導や研

修会の開催を通じて、幼稚園教諭・保育士・保育教諭等の資質向上を図ります。さらに、

市独自の取組として、先進的な教育・保育実践を行っている他地域の専門家を招聘し、

定期的な講演会や実践報告会を開催することで、より広い視野を持った人材の育成を目

指します。 

○女性の就労率上昇や働き方の多様化に伴う３号認定（０～２歳児の保育）の需要増加に

対応するため、保育士養成校との連携強化、潜在保育士の掘り起こし、処遇改善による

離職防止などの施策を実施し、保育士の確保・育成を推進します。 

〇子育て家庭の不安や負担、孤立化の軽減・解消を図るため、各園が地域の子育て支援拠

点としての機能を強化します。 

○発達障害や特別な配慮を必要とする子供たちへの支援を強化するため、専門家による巡

回相談の実施や、保育者向けの特別支援教育研修の充実を図ります。インクルーシブ教

育の理念に基づき、全ての子供たちが共に成長できる環境づくりに努めます。 

○本計画第４章に掲げた施策と連動させながら、体制の確保等を図ります。 
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（３）就学前教育・保育施設と小学校等との連携 

〇本市では、就学前教育・保育と小学校教育の円滑な接続を図るため、以下の取組を継続

して実施します。 

 

①合同研修の実施 
幼稚園・保育所・認定こども園と小学校の職員が一堂に会する合同研修を年に数回開催

しています。この研修では、就学前から小学校への円滑な移行や、幼児期の終わりまでに

育ってほしい姿について協議し、相互理解を深めます。  

 

②教育ブロックごとの交流活動 
市内を６ブロックに分け、各ブロック内で幼稚園・保育所・認定こども園の年長児と小

学校低学年児童との交流活動を行っています。この活動を通じて、子供たちの就学への期

待感を高め、小学校生活へのスムーズな移行を促します。 

 

③情報共有の促進 
就学前施設と小学校間で、入学予定の子供たちに関する基本的な情報を共有しています。

特に配慮が必要な子供については、個別の引き継ぎを行い、切れ目のない支援につなげて

います。  

 

④保育・教育内容の連続性の確保 
就学前施設では、小学校教育を見据えた活動を計画的に取り入れ、基本的な生活習慣や

学びの姿勢の育成に努めています。 

 

⑤保護者への情報提供 
就学を控えた保護者に対して、入学説明会等の機会を通じて小学校生活に関する情報を

提供しています。 

 

⑥教職員の相互理解 
可能な範囲で、幼稚園教諭・保育士・保育教諭と小学校教諭が互いの保育・教育現場を参

観する機会を設けています。これにより、それぞれの教育内容や子供の発達段階に対する

理解を深めています。 
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５ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び提供体制の

確保の内容 

（１）時間外保育事業 

【量の見込みの考え方】 

〇利用実績に基づき、今後５年間のニーズ量を見込みました。 

【確保方策の考え方】 

〇保育所及び認定こども園における時間外保育の継続的な実施体制を確保しつつ、保育の質

を維持・向上させながら受入体制の整備を行います。 

 

■時間外保育事業 （人） 

項 目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 2,097 2,050 2,006 1,972 1,941 

②確保の内容 2,097 2,050 2,006 1,972 1,941 

②－① 0 0 0 0 0 
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（２）放課後児童健全育成事業 

【量の見込みの考え方】 

○近年、特に低学年において利用を継続する割合が高まってきており、学年ごとの利用状況

を踏まえたニーズ量を見込んでいます。 

【確保方策の考え方】 

〇指導員の確保と資質向上を推進します。また、学校施設等の効果的な活用を進め、待機児

童が発生しないよう受入体制の充実を図ります。 

〇障害児の受入れなど、多様なニーズにも対応できるよう、指導員に対する研修の充実を図

り、受入体制づくりを進めます。 

 

■放課後児童健全育成事業 （人） 

項 目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

① 量 の

見込み 

１年生 1,062  1,027 1,005 964 939 

２年生 971 989 956 936 898 

３年生 804 800 815 788 771 

低学年 2,837 2,816 2,776 2,688 2,608 

４年生 466 427 430 408 395 

５年生 194 199 183 184 175 

６年生 78 78 80 73 74 

高学年 738 704 693 665 644 

② 確 保

の内容 

低学年 2,837 2,816 2,776 2,688 2,608 

高学年 738 704 693 665 644 

②－① 
低学年 0 0 0 0 0 

高学年 0 0 0 0 0 
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（３）子育て短期支援事業 

【量の見込みの考え方】 

〇緊急時の受入体制の確保及び必要な家庭が利用できるよう、利用実績を踏まえてニーズ量

を見込んでいます。 

【確保方策の考え方】 

〇実施施設との連携強化を図るとともに、支援を必要とする家庭が確実に利用できるよう、

相談支援体制の充実と情報提供の強化に努めます。 

 

■子育て短期支援事業 （人日） 

項 目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 311 304 297 292 288 

②確保の内容 311 304 297 292 288 

②－① 0 0 0 0 0 

 

（４）地域子育て支援拠点事業 

【量の見込みの考え方】 

〇ニーズ調査における利用意向や過去の利用実績を踏まえ、ニーズ量を見込んでいます。 

【確保方策の考え方】 

〇地域子育て支援機能を持つ認定こども園の展開状況を踏まえ、地域の特性に応じた支援機

能の充実を図るとともに、相談支援の充実や交流機会の創出を推進します。 

〇情報発信の強化により、支援を必要とする家庭へ積極的に周知します。 

 

■地域子育て支援拠点事業（機能強化型） （人回） 

項 目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 100,505 101,672 102,643 101,666 100,400 

②確保の内容 100,505 101,672 102,643 101,666 100,400 

②－① 0 0 0 0 0 
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（５）一時預かり事業 

①幼稚園における一時預かり事業 

【量の見込みの考え方】 

〇ニーズ調査における利用意向や過去の利用実績を踏まえ、ニーズ量を見込んでいます。 

【確保方策の考え方】 

○幼稚園における預かり保育の継続実施と、教職員体制の充実を図ります。 

 

■幼稚園における一時預かり事業（預かり保育） （人日） 

項 目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

① 量 の

見込み 

３～５歳 

１号 
62,371 60,556 58,233 57,208 56,326 

② 確 保

の内容 

３～５歳 

１号 
62,371 60,556 58,233 57,208 56,326 

②－① 
３～５歳 

１号 
0 0 0 0 0 

 

②幼稚園以外における一時預かり事業 

【量の見込みの考え方】 

〇ニーズ調査における利用意向や過去の利用実績を踏まえ、ニーズ量を見込んでいます。 

【確保方策の考え方】 

○保育所及び認定こども園での一時預かり事業の実施体制を強化します。また、ファミリー・

サポート・センター事業の提供会員確保と資質向上に取り組み、多様な預かりニーズに対

応できる体制を整備します。 

 

■幼稚園以外における一時預かり事業※7 （人日） 

項 目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

① 量 の

見込み 
０～５歳 40,794 39,617 38,119 37,448 36,871 

②確保の内容 40,794 39,617 38,119 37,448 36,871 

②－① 0 0 0 0 0 

 

  

                                                   

※7 幼稚園以外における一時預かり事業：保育所における一時預かり事業、ファミリー・サポート・

センター事業が該当します。 
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（６）病児・病後児保育事業 

【量の見込みの考え方】 

〇ニーズ調査における利用意向や過去の利用実績を踏まえ、ニーズ量を見込んでいます。 

【確保方策の考え方】 

〇働く保護者のニーズに対応するため、既存施設での実施に加え、新規の病児・病後児保育

施設の確保、ファミリー・サポート・センターのスタッフ会員の確保による体制整備を図

ることにより、見込み量の確保を図ります。 

 

■病児・病後児保育事業 （人日） 

項 目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①

量

の

見

込

み 

病児保育 1,209 1,336 1,313 1,296 1,281 

病後児保育 4 4 4 4 4 

ファミサポ 

（病児・病後児預かり） 
32 31 31 30 30 

合計 

（就学前２・３号認定） 
1,245 1,371 1,348 1,330 1,315 

②確保の内容 1,245 1,371 1,348 1,330 1,315 

②－① 0 0 0 0 0 

 

（７）子育て援助活動支援事業（就学児のファミリー・サポート・センター） 

【量の見込みの考え方】 

〇ニーズ調査における利用意向や過去の利用実績を踏まえ、ニーズ量を見込んでいます。 

【確保方策の考え方】 

○広報活動の充実を図り、依頼会員及びスタッフ会員の増員に努め、見込み量の確保に努め

ます。 

 

■ファミリー・サポート・センター事業 （人日） 

項 目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

① 量 の

見込み 

１～３年生 526  513 495 479 465 

４～６年生 383 375 368 352 343 

② 確 保

の内容 

１～３年生 526  513 495 479 465 

４～６年生 383 375 368 352 343 

②－① 
１～３年生 0 0 0 0 0 

４～６年生 0 0 0 0 0 
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（８）－１ 利用者支援事業 

○基本型１か所、こども家庭センター型４か所の設置により、提供体制の確保はできており、

相談業務等の充実に努めます。 

 

■利用者支援事業 （か所） 

項 目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

① 量 の

見込み 

基本型 1 1 1 1 1 

こども家庭

センター型 
4 4 4 4 4 

② 確 保

の内容 

基本型 1 1 1 1 1 

こども家庭

センター型 
4 4 4 4 4 

②－① 0 0 0 0 0 

（８）－２ 妊婦等包括相談支援事業 

【量の見込みの考え方】 

〇令和４年度より事業が開始している事業ですが、年度の通算の数値が確定している令和５

年度の利用実績を踏まえて、妊娠届出時、妊娠期（希望者）、産後のそれぞれのニーズ量を

見込んでいます。 

【確保方策の考え方】 

〇これまで取り組んできた、妊娠期から産後までの切れ目のない支援体制の維持・継続を図

り、安心して出産・育児ができる環境を整備します。 

また、相談員の確保と専門性の向上を図り、きめ細かな支援を提供できる体制の充実を図

るとともに、関係機関との連携強化により、必要な支援につながる体制を確保します。 

 

■妊婦等包括相談支援事業 （回） 

項 目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の

見込み 

合計 6,380 6,270 6,171 6,075 5,980 

妊娠届出時 2,090 2,054 2,022 1,991 1,959 

妊娠期 55 54 53 52 51 

産後 4,235 4,162 4,096 4,032 3,970 

②確保

の内容 

合計 6,380 6,270 6,171 6,075 5,980 

妊娠届出時 2,090 2,054 2,022 1,991 1,959 

妊娠期 55 54 53 52 51 

産後 4,235 4,162 4,096 4,032 3,970 

②－① 0 0 0 0 0 
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（９）乳児家庭全戸訪問事業 

【量の見込みの考え方】 

〇人口推計において見込まれる出生数（０歳児人口）について、全戸訪問することを目標と

して、ニーズ量を見込んでいます。 

【確保方策の考え方】 

○育児や産後の生活などの相談に応じるとともに、子育て支援に関する必要な情報提供を行

います。 

〇出生届提出時や妊婦等包括相談支援事業の際に、乳児家庭全戸訪問事業の説明を行うとと

もに、訪問する希望日等を伺うことで確実に訪問できるよう努めます。 

 

■乳児家庭全戸訪問事業 （人） 

項 目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 2,211 2,173 2,139 2,106 2,073 

②確保の内容 2,211 2,173 2,139 2,106 2,073 

②－① 0 0 0 0 0 

 

（10）－１ 養育支援訪問事業 

【量の見込みの考え方】 

○こども家庭センターと地域保健課で連携し、支援が必要な家庭を見逃さないように実施し

ます。 

【確保方策の考え方】 

〇こども家庭センターが中心となり、サポートプランを基に児童福祉部門と母子保健部門が

連携・協力し、支援体制の確保を図ります。 

〇児童虐待の発生予防と早期発見・早期対応に向けて、要保護児童対策地域協議会の機能強

化に努めます。 

 

■養育支援訪問事業 （人） 

項 目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 1,634 1,597 1,563 1,536 1,512 

②確保の内容 1,634 1,597 1,563 1,536 1,512 

②－① 0 0 0 0 0 
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（10）－２ 子供を守る地域ネットワーク機能強化事業 

○児童虐待の発生予防と早期発見・早期対応に向けて、要保護児童対策地域協議会の機能強

化に努めます。 

○児童虐待対応については、和歌山県と締結している「和歌山の子・みまもり体制に関する

協定書」に基づき、児童相談所と役割分担を行いながら迅速かつ適切に対応します。 

○今後も引き続き、こども家庭センターで実施します。 

 

（11）妊婦健康診査事業 

【量の見込みの考え方】 

〇人口推計において見込まれる妊婦（０歳児人口と同数）が、全員妊婦健診を受けることを

目標として、ニーズ量を見込んでいます。 

〇健康診査の回数は、これまでの受診回数の実績を踏まえて見込んでいます。 

【確保方策の考え方】 

〇妊婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽減を図るため、母子健康手帳配布時に受診を推

奨します。 

 

■妊婦健康診査事業 （人、人回） 

項 目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

① 量 の

見込み 

実人数 2,211 2,173 2,139 2,106 2,073 

健診回数 26,809 26,348 25,936 25,536 25,136 

② 確 保

の内容 

実人数 2,211 2,173 2,139 2,106 2,073 

健診回数 26,809 26,348 25,936 25,536 25,136 

②－① 
実人数 0 0 0 0 0 

健診回数 0 0 0 0 0 
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（12）子育て世帯訪問支援事業 

【量の見込みの考え方】 

〇国が示す算出方法に基づき、児童相談所から引き継いだ児童がいる世帯や育児怠慢・拒否

（ネグレクト）、保護者の育児疲れや育児不安、ヤングケアラー、特定妊婦等のケースを把

握し、必要な支援のニーズ量を算出しました。 

【確保方策の考え方】 

〇支援を必要とする世帯の適切な把握と、質の高い訪問支援を提供できる人材の確保・育成

を進めます。 

〇既存の訪問支援事業との連携を図り、効果的な支援体制を構築します。 

 

■子育て世帯訪問支援事業 （人日） 

項 目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 123 121 118 116 114 

②確保の内容 123 121 118 116 114 

②－① 0 0 0 0 0 

 

（13）児童育成支援拠点事業 

【量の見込みの考え方】 

〇不適切な養育状態にある家庭の児童数、家庭のみならず、不登校の児童や学校生活になじ

めない児童数、その他本事業の支援が必要な児童数を把握し、必要な支援のニーズ量を算

出しました。 

【確保方策の考え方】 

〇関係機関との連携により、専門的な支援を提供できる体制を確保します。 

養育環境等に課題を抱える児童の健全な育成を図るため、必要な人材確保と質の高いサー

ビス提供体制の整備を進めます。 

 

■児童育成支援拠点事業 （人） 

項 目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み ー ー 835 835 835 

②確保の内容 ー ー 835 835 835 

②－① ー ー 0 0 0 
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（14）親子関係形成支援事業 

【量の見込みの考え方】 

〇国が示す算出方法に基づき、保護者の育児不安相談件数、育児しつけ相談件数、性格行動

相談件数、児童相談所から引き継いだ児童数を把握し、必要な支援のニーズ量を算出しま

した。 

ただし、児童虐待件数や養育相談件数等の増加により、親子関係形成支援が必要な世帯は

増加する傾向があるため、実績に基づく見込み量を大きく上回る可能性が考えられます。 

【確保方策の考え方】 

〇関係機関との連携により、専門的な親子支援を提供できる体制を確保します。 

保護者の育児不安の軽減と適切な親子関係の形成を図るため、必要な人材確保と質の高い

サービス提供体制の整備を進めます。 

また、増加が見込まれる支援ニーズに対応できるよう、体制の強化を図ります。 

 

■親子関係形成支援事業 （人） 

項 目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 41 40 39 39 38 

②確保の内容 41 40 39 39 38 

②－① 0 0 0 0 0 
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（15）乳児等通園支援制度事業（こども誰でも通園制度） 

【量の見込みの考え方】 

〇ニーズ調査による利用意向を踏まえて、ニーズ量（必要定員）を見込んでいます。 

【確保方策の考え方】 

〇令和７年度は２施設、令和８年度以降は施設数を拡大し、必要な提供体制の確保に努めま

す。 

〇当事業は令和７年度からの事業であるため、実際の利用状況を検証しながら、より良い提

供体制の充実を図ります。 

 

■乳児等通園支援制度事業（こども誰でも通園制度） （人） 

項 目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

① 量 の

見込み 

合計 71 71 70 69 68 

０歳 22 22 21 21 20 

１歳 32 33 33 32 32 

２歳 17 16 17 16 16 

② 確 保

の内容 

合計 12 48 54 69 69 

０歳      

１歳      

２歳      

② －

① 
合計 △59 △23 △16 0 1 

 

（16）産後ケア事業 

【量の見込みの考え方】 

〇これまでの利用実績を踏まえ、ニーズ量を見込んでいます。 

〇医療機関等との連携により、専門的なケアを提供できる体制を確保します。産後の母子の

心身の健康確保を図るため、必要な人材確保と質の高いサービス提供体制の整備を進めま

す。 

 

■産後ケア事業 （人日） 

項 目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 91 90 88 87 86 

②確保の内容 91 90 88 87 86 

②－① 0 0 0 0 0 
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（17）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

○新制度未移行幼稚園を利用する低所得世帯や多子世帯について、給食費として実費徴収し

ている費用のうち、副食費の助成を実施します。 

 

（18）多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

○健康面、発達面において特別な支援が必要な教育・保育給付第１号認定の子供が２人以上

在籍する幼保連携型認定こども園・保育所型認定こども園であって学校法人以外が設置す

るものに対し、支援が必要な子供の教育・保育を担当する者を加配する場合に必要な人件

費を助成します。 
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第６章 計画の推進に向けて 

１ 市民や地域、関係団体等との協働 

本計画を実効性のあるものとして、着実に展開していくためには、家庭や地域、関係団体

や企業等の主体的な取組が必要不可欠となります。そのためにも、ホームページや広報など

の媒体や機会を通して、積極的に計画の周知・啓発を進めるとともに、既存の主体的な活動

などと十分に連携を図りつつ計画を推進します。 

また、市民や関係団体等で構成される「和歌山市子ども・子育て会議」を通じて、計画の進

捗状況や施策・事業の評価をはじめ、課題整理などを行います。 

 

２ 庁内の推進体制 

子ども・子育て支援に関する施策は、教育・保育をはじめ様々な分野にわたるため、子育

て支援課が中心となり、年度ごとに関係各課の施策や事業の実施状況を把握するとともに、

関係各課が連携して施策に取り組むことができる体制づくりを進め、本計画を着実に推進し

ます。 

また、施策の進捗においては、「和歌山市子ども・子育て会議」での意見を踏まえ、市ホー

ムページ等を通じて、施策や事業の実施状況を市民に周知します。 

 

３ 子供・若者の意見聴取の実施 

本計画を実施し、評価するにあたり、子供・若者への意見聴取を行い、より良い施策とな

るよう、意見を反映させる措置を講じます。意見聴取の方法については、子供・若者の年齢

や発達の程度に応じて、安心して意見を言える環境を整えた上で、意見を発した個人が特定

されないように配慮し、意見を言うことに意味があると感じてもらえるよう、フィードバッ

クを行います。 

 

４ 計画の進行管理 

本計画で定めた教育・保育事業及び地域子育て支援事業の量の見込みや確保方策等をはじ

め、各施策や事業等について、毎年進捗管理及び評価を行います。 

また、庁内の推進体制や「和歌山市子ども・子育て会議」等において、ＰＤＣＡサイクル

【Plan（計画）―Do（実施・実行）－Check（検証・評価）－Action（改善）】のプロセスを踏

まえた計画の進行管理に努めます。 
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資料 用語集 

アルファベット  

ＡＬＴ 

（外国語指導助手） 

Assistant Language Teacher の略。日本人教師を補佐し、主に英語

の授業で児童生徒が外国語や異文化に触れる機会を提供する外国人

指導助手のこと。 

ＩＣＴ 
Information and Communication Technology（情報通信技術）の略。

コンピュータやインターネットなどの情報通信技術を活用すること。 

あ行  

アウトリーチ 

援助が必要であるにも関わらず、自発的に申し出をしない人に対し

て、公共機関などが積極的に働きかけて支援の実現を目指すこと。医

療機関が、在宅の患者や要介護者を訪問して社会生活を支援する活動

などがある。 

アセスメント 
支援を必要とする人の状況や必要性を総合的に把握・評価し、適切な

支援方法を検討するための手法。 

生きる力 

文部科学省の中央教育審議会では、①自分で課題を見つけ、自ら学び、 

自ら考え、主体的に判断し、より良く問題を解決する能力、②自らを

律しつつ、他人と調和し、他人を思いやる心や感動する心など豊かな

人間性とたくましく生きるための健康や体力をさしている。 

インクルーシブ教育 
障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組みで、一人一人の教育的

ニーズに応じた適切な教育的支援を行うこと。 

か行  

可処分所得 
個人の所得から税金や社会保険料などを差し引いた残りの所得で、自

由に使える手取り収入のこと。 

ゲートキーパー 

自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気づ

き、声をかけ、話を聞いて、必要な支援につなげ、見守る）を図るこ

とができる人のことで、いわば「命の門番」とも位置付けられる人の

こと。 

合計特殊出生率 
15 歳～49 歳の女性の年齢別出生率を合計した指標。一人の女性が平

均して一生の間に何人の子供を生むかを表す。 

コーホート変化率法 

各コーホート（集団）について、人口増減の要因となる自然増減要因

と社会増減要因を区別せず、過去からの実績人口の動態から「変化率」

を求め、それに基づき将来人口を推計する方法。 
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こども基本法 

全ての子供の健やかな成長を社会全体で支援することを目的として

2022 年に制定された法律。子供の権利の保障や子育て支援の充実な

どを定めている。 

こども大綱 

こども基本法に基づき、子供に関する政策を総合的に推進するための

計画。子供の貧困対策、子供・若者育成支援、少子化対策の 3つの大

きな柱を集約している。 

こども家庭センター 
妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を一元的に提供する

拠点。相談対応、情報提供、関係機関との連携調整などを行う。 

子どもの権利条約 

1989 年 11 月の国連総会で採択され、1990 年９月に発効した子供の人

権を保護するための国際条約。1959 年に採択された「児童の権利に関

する宣言」を具体化したもの。 

コミュニティ・スクー

ル 

学校運営協議会制度のこと。保護者や地域住民が学校運営に参画する

ことで、地域とともにある学校づくりを目指す仕組み。 

さ行  

サポートプラン 

支援を必要とする人に対して、具体的な支援内容や方法を明確にした

個別の支援計画。関係機関と共有することで、より効果的な支援を実

現する。 

児童相談所 

18 歳未満の子供に関する様々な問題について、相談や必要な援助を

行う行政機関。児童虐待への対応や要保護児童の一時保護なども行

う。 

小 1プロブレム 
幼稚園・保育所等から小学校への移行時に、集団行動が取れない、授

業中に座っていられないなどの学校生活への不適応が見られる現象。 

食育 

平成 17 年７月に施行された食育基本法に基づいた取組で、同法では

「生きる上での基本であって、知育、徳育及び体育の基礎となるべき

もの」また「様々な経験を通じて『食』に関する知識と『食』を選択

する力を習得し、健全な食生活を実践することができる人間を育てる

こと」と位置づけられている。 

スクールカウンセラー 

児童生徒の心理的支援を行うため、学校に配置される心理の専門家。

いじめや不登校などの問題に対して、カウンセリングを通じた支援を

行う。 

スクールソーシャルワ

ーカー 

教育と福祉の両面から、児童生徒が抱える問題の解決を支援する専門

家。家庭環境による課題や教育環境の改善に向けて、学校・家庭・関

係機関をつなぐ役割を担う。 

セミオープンシステム 
妊婦健診を地域の診療所で受け、出産は設備の整った病院で行うとい

った、医療機関の機能分担と連携の仕組み。 

相対的貧困 

平均的な生活水準よりも、相対的に低い水準にあること。衣食住に困

る絶対的貧困に対し、社会であたりまえに生活を送るために十分な所

得のない状況をいう。 
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た行  

タイムシェア 
同じ施設や設備を時間で区切って共同利用すること。限られた資源を

効率的に活用する方法の一つ。 

地域型保育事業 

０～２歳児を対象とし、小規模保育（定員６～19 人を対象で保育を

行う）、家庭的保育（保育者の居宅等で利用定員５人以下で保育を行

う）、居宅訪問型保育（保育を必要とする子供の居宅で保育を行う）

及び事業所内保育（事業所の保育施設などで従業員の子供と地域の子

供の保育を行う）を行う事業。 

地域共育コミュニティ 
学校・家庭・地域が連携・協働して子供の育ちを支える体制づくりを

推進する取組。地域全体で子どもの成長を支える仕組み。 

通級指導教室 
通常の学級に在籍する障害のある児童生徒に対して、各教科等の指導

は通常の学級で行いながら、障害に応じた特別の指導を行う教室。 

定性調査 

対象者から発せられる生の言葉や行動、あるいは観察者が見たままの

状態や印象など、言葉や文章等数値化できないデータの収集を目的と

した調査方法。 

定量調査 
収集されたデータを数値化することを想定した上で設計された調査

方法。アンケート調査等を指す。調査結果は統計学的に分析する。 

デジタル田園都市構想 

ＩＣＴの活用により、地方の魅力を高め、都市部との格差を是正する

ことで、誰もが便利で快適に暮らせる地方創生を実現しようとする構

想。地域の課題解決とデジタル化の推進を同時に図る取組。 

等価可処分所得 

世帯の所得から税金や社会保険料等を除いた可処分所得を世帯人数

に応じた割合で割って算出した値。世帯人数によって生活水準を維持

するために必要な所得が違ってくることを考慮するために用いられ

る。 

特別支援教育コーディ

ネーター 

学校内の特別支援教育の推進役として、校内委員会・校内研修の企画・

運営、関係機関との連絡・調整、保護者からの相談窓口などの役割を

担う教員。 

トリプル P 

Positive Parenting Program（前向き子育てプログラム）の略。子育

ての困りごとに対して、具体的な対応方法を学ぶことができる子育て

支援プログラム。 

は行  

伴走型相談支援 

支援を必要とする人に寄り添いながら、継続的にサポートを行う支援

の形態。一時的な支援にとどまらず、その人の状況に応じて必要な支

援を継続的に提供する。 

母子生活支援施設 
18 歳未満の子供を養育している母子家庭等が、生活上の問題を抱え

ている場合に、母子を一緒に保護し、自立に向けた支援を行う施設。 
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ま行  

マッチング 
異なる要素を組み合わせること。支援を必要とする人と支援者をつな

ぐことや、サービスの需要と供給を結びつけることなど。 

や行  

ヤングケアラー 

令和６年６月 12 日施行の「子ども・若者育成支援推進法」改正によ

り、「子供子育て家族の介護その他日常生活上の世話を過度に行って

いると認められる子供・若者」と定義され、国・地方公共団体等が各

種支援に努めるべき対象として明記された。 

要保護・準要保護児童 

生活保護法第６条第２項に規定される者を要保護者、これに準ずると

される者を準要保護者とし、学用品費や学校給食費、生徒会費、ＰＴ

Ａ会費等を補助している。 

ら行  

ライフステージ 
人間の一生における幼年期・児童期・青年期・壮年期・老年期などの

それぞれの段階。 

レスパイト 

一時的な休息。育児や介護などを一時的に代わってもらい、休息を取

ること。介護者の心身の疲れを軽減し、健康を維持するために重要な

サービス。 

わ行  

ワーク・ライフ・バラン

ス 

現在、働き方の選択肢の制約や長時間労働により、結婚や子育てに関

する人々の希望を実現しにくくなっているため、個人がやりがいや充

実感を持ちながら働きつつ、家庭や地域生活などにおいても結婚や育

児、介護やキャリア形成、地域活動への参加等、希望を実現できるよ

うにすること。 

 


